
[平成30年５月　様式４]

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

 評価書名

地方税事務　全項目評価書

評価書番号

2

堺市は、地方税事務における特定個人情報ファイルの取り扱いについて、
特定個人情報の漏えいやその他の事態発生による個人のプライバシー等
の権利利益に与える影響を認識し、このようなリスクを軽減するための適切
な措置を講じたうえで、個人のプライバシー等の権利利益の保護を実施して
いることを宣言する。

 評価実施機関名

特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

 公表日

大阪府堺市長

 個人情報保護委員会　承認日　【行政機関等のみ】

特記事項
地方税事務では、事務の一部を外部業者に委託しているため、業者選定の際に業者の情報の保護
管理体制を確認し、併せて秘密保持に関しても契約に含めることで万全を期している。
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　（別添３）　変更箇所

Ⅵ　評価実施手続

Ⅴ　開示請求、問合せ

Ⅳ　その他のリスク対策

　（別添１） 事務の内容

項目一覧

Ⅰ　基本情報

　（別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
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Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 地方税事務

 ②事務の内容　※

【業務全体概要】
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（（平成２５年５月３１日法律
第２７号）以下、「番号法」という。)別表第一の16項により個人番号を利用することができるのは、地方税
法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収または地方税
に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務であって主務省令で定めるものとなっており、内
閣府・総務省令では、地方税の課税標準の更正もしくは決定、税額の更正もしくは決定、納税の告知、督
促、滞納処分その他の地方税の賦課徴収に関する事務又は地方税に関する調査（犯則事件の調査を含
む）に関する事務と定められている。

特定個人情報ファイルを以下の事務で取り扱う。

【個人住民税】
地方税法等の法律に従い、個人住民税業務で以下の事務を行う。
①当初課税準備として給与支払報告書総括表、住民税申告書を作成し、送付する。
②課税情報（給与支払報告書、公的年金等支払報告書、確定申告書、住民税申告書等）を受付し、管理
する。
③賦課決定、賦課更正した内容について納税義務者に対して通知書を送付する。
④扶養是正調査、未申告調査を行う。
⑤証明書の交付申請に基づき所得・課税証明書を交付する。

【固定資産税】
地方税法等の法律に従い、固定資産税・都市計画税業務で以下の事務を行う。
①償却資産申告書を作成し、送付する。
②登記所からの通知、実地調査、納税義務者からの申告などに基づいて、土地・家屋・償却資産課税台
帳を整備する。
③固定資産の価格を決定し、縦覧帳簿や名寄帳を作成する。
④賦課決定、賦課更正した内容について納税義務者に対して通知書を送付する。
⑤現況確認調査、未申告調査を行う。
⑥証明書等の交付申請に基づき評価・公課証明書又は名寄帳を交付する。

【軽自動車税】
地方税法等の法律に従い、軽自動車税業務で以下の事務を行う。
①軽自動車等を所有した又は所有しなくなった場合に軽自動車税申告書を受付し、管理する。
②賦課決定、賦課更正した内容について納税義務者に対して通知書を送付する。
③市外転出者や死亡者について調査を行う。

【事業所税】
地方税法等の法律に従い、事業所税業務で以下の事務を行う。
①事業所税申告書を作成し、送付する。
②事業所税申告書を受付し、管理する。
③更正、減免、不均一課税及び決定について、更正決定内容を通知する。
④現況確認調査、未申告調査を行う。

【収滞納】
地方税法等の法律に従い、収納・滞納業務で以下の事務を行う。
①納税者からの納税の管理、納税者への還付充当を行う。
②納期限内に納付がない納税者に督促状を送付し、滞納整理を行う。
③証明書の交付申請に基づき納税証明書を交付する。

＜中間サーバー＞
・情報保有機関は情報提供ネットワークシステムに接続し、各情報保有機関が保有する個人情報につい
て情報連携を行うことが必要である。また、この情報提供ネットワークシステムにおいては、各機関は特
定個人情報を分散管理することとされていることから、情報提供のために既存システムのデータベースを
他情報保有機関から直接参照することは、セキュリティ上好ましくない。各情報保有機関は情報提供ネッ
トワークシステムに接続するに当たり、情報提供に必要な情報を「副本」として装備した中間サーバーを
設置することとする。
・中間サーバーは、情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）、既存システム、統合利用
番号連携サーバ等の各システムとデータの受け渡しを行うことで、符号の取得や各情報保有機関で保有
する特定個人情報の照会と提供等の機能を実現するもので、本市においても、この機能を利用し、他の
団体との情報提供、入手に係る業務を実施する。
・中間サーバーは、地方公共団体情報システム機構が設置するものを共同利用する。

 ③対象人数 [ 30万人以上

＜選択肢＞
1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満
5) 30万人以上

2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満

]
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①システムの名称 税総合電算システム

②システムの機能

【宛名・共通】
１　宛名照会機能

・納税義務者、扶養者の宛名情報（住民、住登外者）、共有者、事業所情報の照会機能。個人番号の照
会はこの機能にて行う。
２　住登外者の登録・更新機能

・住登外者の宛名情報を登録・更新する機能。住登外者の個人番号の登録・更新はこの機能にて行う。
３　法人の登録・更新機能

・法人事業所の名称・所在地等基本的な情報の登録・更新機能。
４　送付先、特宛人、通称名の照会・登録・更新機能

・送付物の送付先、納管人・相続人・清算人等の特宛人、通称名について、照会・登録・更新を行う機
能。
５　関連宛名設定機能

・宛名番号が異なる同一人（重複登録・再転入）について、同一人であること（関連があること）の設定を
行う機能。
６　利用者ID対応づけ機能

・電子申告の利用届出データの利用者IDと宛名番号の対応づけを行う機能。
７　住基連携機能

・住民基本台帳システムの異動データ及びDV等支援措置者のデータを宛名システムへ連携する機能。
住民の個人番号はこの機能で取得する。
８　他業務向け宛名情報ファイル作成機能

・個人住民税などの業務のバッチ処理で、納税通知書などの宛名情報を取得するためのファイルを作
成する機能。バッチ帳票への個人番号出力はこのファイルを使う。
９　同一人チェック機能

・氏名などの情報をもとに、宛名番号は異なるが同一人の可能性が高い対象者を出力する機能。同一
人のチェック条件として個人番号を利用する。
10　申告書記載番号取込み・チェック機能

・申告書に記載された個人番号について、宛名システムに未登録の場合は登録する機能。登録済みの
場合は、真正性確認のチェックを行う。
11　宛名情報連携機能

・統合利用番号連携サーバ（団体内統合宛名システム）へ個人番号付きの宛名情報を送信する機能。
12　各種帳票出力機能

・所得・課税証明書等の帳票を発行する機能。
13　課税情報連携機能

・庁内連携システム及び情報提供ネットワークシステムに課税情報を連携する機能。
14　運用管理機能

・保存期間を経過した課税データを削除する機能。個人を特定しない、統計資料作成機能。

【個人住民税】
１　当初課税準備機能

・給与支払報告書総括表、住民税申告書を作成する機能。
２　課税資料登録機能

・登録された課税資料のチェック、各種チェックリストを作成する機能。
３　賦課決定・更正機能

・複数の課税資料の併合処理を行い、賦課決定・賦課更正の通知書を作成する機能。
４　通知書返戻情報管理機能

・郵便不着により返戻された通知書を管理し、再送付、公示送達業務を支援する機能。
５　調査機能

・扶養是正調査、未申告調査のためのチェックリストを作成する機能。

【固定資産税】
１　償却資産申告書作成機能

・償却資産申告書を作成する機能。
２　課税台帳管理機能

・申告や通知に基づく土地・家屋・償却資産の課税台帳情報を登録、更新する機能。
３　賦課決定・更正機能

・土地、家屋、償却資産を名寄せし、賦課データを作成し、通知書を作成する機能。
４　通知書返戻情報管理機能

・郵便不着により返戻された通知書を管理し、再送付、公示送達業務を支援する機能。

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

システム1
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③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

【軽自動車税】
１　課税資料登録機能

・軽自動車税申告書の内容を基に所有者情報、使用者情報、車両情報を登録する機能。
２　車両異動機能

・廃車、名義変更、番号変更等車両台帳の修正を行い、異動通知書を作成する機能。
３　賦課更正機能

・減免、課税保留等の入力を行い、賦課更正した内容の通知書を作成する機能。
４　当初賦課機能

・賦課期日時点の車両に対し賦課決定し、納税通知書を作成する機能。
５　通知書返戻情報管理機能

・郵便不着により返戻された通知書を管理し、再送付、公示送達業務を支援する機能。
６　調査機能

・定置場移転（市外転出）、継続検査未了、所有者死亡の車両を抽出する機能。

【事業所税】
１　事業所税申告書作成機能

・事業所税申告書を作成する機能。
２　申告書登録機能

・確定申告、決定、修正申告、更正、更正請求処理を行う機能。

【収滞納】
１　収納管理機能

・賦課情報の取り込み・入金情報を管理する機能。
２　還付充当機能

・過誤納金を還付充当する機能。
３　督促催告機能

・督促状、催告書を作成する機能。
４　返戻公示機能

・返戻された督促状の調査を行い、再送付、公示送達業務を支援する機能。
５　滞納整理支援機能

・調査・照会等による財産情報等を管理する機能。
・滞納処分に関する書類の作成・処分情報を管理する機能。

○

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 庁内連携システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

システム2

①システムの名称 共通基盤システム

②システムの機能

１　データ連携機能
・住民情報系システム間で、定例的に提供、利用しているデータ（住民の転出入データ等）を連携する機

能。
２　ウイルス対策機能

・住民情報系システム全体のウイルス対策ソフトを統括し、ウイルス定義ファイルの配信を行う機能。
３　ディレクトリサービス機能（Active Directory）

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○
③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 連携するシステム全て ）

] 税務システム

5



] 庁内連携システム

 システム3

 ①システムの名称 統合利用番号連携サーバー

 ②システムの機能

庁内の各システムが保有する固有宛名番号を、本市内で統合（名寄）して管理するシステムであり、主な
機能は以下のとおり。
１　宛名管理機能
　・各システム固有宛名番号と本市内統合宛名番号の管理機能。
２　情報提供機能
　・業務情報を中間サーバーに提供するための機能。
３　情報照会機能
　・他機関へ照会するための機能。
４　符号要求機能
　・処理通番、符号の要求データを既存住民基本台帳システムに送信する機能。
５　オンライン機能
　・オンラインでの統合宛名の検索、更新機能。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ 中間サーバ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

 システム4

 ①システムの名称 中間サーバー

 ②システムの機能

１　符号管理機能
　・「符号」と、「団体内統合宛名番号」とを紐付け、その情報を保管・管理する機能。
２　情報照会機能
　・情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報(連携対象)の情報照会及び情報提供受領（照
会した情報の受領）を行う機能。
３　情報提供機能
　・情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領及び当該特定個人情報(連携対象)の提
供を行う機能。
４　既存システム接続機能
　・中間サーバーと既存システム、統合利用番号連携サーバー及び住民基本台帳システムとの間で情報
照会内容、情報提供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等について連携するため
の機能。
５　情報提供等記録管理機能
　・特定個人情報(連携対象)の照会、又は提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する機能。
６　情報提供データベース管理機能
　・特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する機能。
７　データ送受信機能
　・中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会、情報提
供、符号取得のための情報等について連携するための機能。
８　セキュリティ管理機能
　・中間サーバーにアクセスした記録を取得する機能。
９　職員認証・権限管理機能
　・中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報
(連携対象)へのアクセス制御を行う機能。
10　システム管理機能
　・バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼動状態の通知、保管期限切れ情報の削除を行う機能。
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

 ５．個人番号の利用　※

 法令上の根拠

１．番号法
・第９条（利用範囲）第１項　別表第一の１６の項
 
　地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は
地方税に関する調査（犯則事件の調査を含む）に関する事務であって主務省令（※）で定めるもの
    ※番号法別表第一の主務省令で定める事務を定める命令　第１６条
 
２．行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律
の整備等に関する法律(平成２５年５月３１日法律第２８号)により地方税法、国税通則法、所得税法の一
部が改正され、税務関係書類に個人番号の記載を求める措置が講じられている。

 ６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ①実施の有無
[ 実施する

 ３．特定個人情報ファイル名

税情報ファイル

 ４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由

 ①事務実施上の必要性

・番号制度に関する税制上の措置として、課税資料等の税務関係書類に個人番号が記載されるようにな
り、受付した情報はシステムで管理される。
・番号法により、本人確認の際に個人番号を確認する事務が求められる。
・他市町村、他機関と情報提供ネットワークシステムを介して税情報を連携する。

 ②実現が期待されるメリット

（１）事務・手続の簡素化、添付書類の削減による負担軽減
・各種申請・申告等に必要な行政機関が発行する添付書類（納税証明書等）を省略できる。

（２）行政事務の効率化と、より公平で正確な税負担の実現
・市が保有する各種所得情報を番号を用いて正確かつ効率的に名寄せ・突合することにより、所得の過
少申告や税の不正還付等を効率的に防止・是正できる。

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない

3) 未定
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 ８．他の評価実施機関

 ②法令上の根拠

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の制限）及び別表第二
　
（番号法別表第二における情報提供の根拠）
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、１０、１２、１７、２４、３１、３３、３６、３７、３８、３９、４０、４１、４６、４７、４８、５０、５
２、５３、５５、６１、６６、６７、７２、７３、７４、７６、７７、７８、７９、８０、８１、８２、８７、８８、９４、１００、１０４、
１１０、１１２、１１６、１１７、１１９、１２５、１２９、１３０、１３２、１３５、１３６、１３７、１４２、１４３、１４４，１４６、
１４７、１５０の項）

・番号法第１９条第９号（特定個人情報の提供の制限）、堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供
に関する条例及び別表第２（第３条関係）

（条例別表第２における情報提供の根拠）
左欄（機関）が「市長」の項のうち、右欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれる項（１、２、３、
４、５、６、７、８、９、１０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１８、２０、２１、２３、２４、２５、２７、３２、３４、３
９、４１、４３、４４、４７、４９、５０、５１、５２、５３、５４、５５、５６、５７、５８、５９、６１、６２、６４、６６、６７、６
９、７１、７２、７４、７５、７６、７７の項）

（番号法別表第二における情報照会の根拠）
　第一欄（情報照会者）が「市町村長」の項のうち、第二欄（事務）が「地方税法その他の地方税に関する
法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収に関する事務」となっているもの（３７の項）

 ７．評価実施機関における担当部署

 ①部署 堺市 財政局 税務部 税制課　税務運営課　法人諸税課　市民税課　固定資産税課　納税課

 ②所属長の役職名 税制課長　税務運営課長　法人諸税課長　市民税課長　固定資産税課長　納税課長
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 （別添1） 事務の内容

（備考）

①扶養是正情報の連携
②法定調書の提出
③確定申告書の提出 （委託事項６：確定申告書イメージデータの印刷出力）
④給与支払報告書（電子記録媒体）の提出
⑤給与支払報告書・公的年金等支払報告書の提出 （委託事項５：提出された資料についてはパンチによりデータ化及びイメージファイ
ル化）
⑥特別徴収税額通知書を作成、送付 （委託事項４：帳票については大量一括印刷・封入封緘）
⑦給与支払報告書・公的年金等支払報告書の提出
　 特別徴収義務者に税額通知書情報送付
⑧公的年金等支払報告書の提出
 　年金特別徴収依頼・中止等情報の連携
⑨ふるさと納税申告特例通知書の提出
⑩住民税申告書の提出 （委託事項１１：提出された資料をデータ化）
⑪給与支払報告書総括表、住民税申告書、納税通知書を作成、送付
⑫扶養是正調査、未申告調査
⑬各種申請の受付、窓口応対
⑭所得・課税証明書の交付

ａ個人番号等の参照
ｂ他課システム向け課税データの連携
　他課システム保有データの連携
ｃ他課システム向け宛名データの連携
ｄ住民情報の取得
ｅ所得・控除・税額・扶養情報の連携
ｆ他市町村の情報を参照ｇ課税資料の回送、住登外課税通知書送付
ｈ確定申告書等データの回送

統合利用

番号連携

サーバー

eLTAX
システム

中間サーバー

住民

個人住民税

確定申告書

事業所

他課システム 他市町村情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

所得の把握

宛名機能

税総合電算システム（個人住民税）

税務署・e-TAX（国税庁）

④ ⑥
⑬

ｆ

⑭

日本年金機構

⑨⑤

国税連携

システム

③②①

国税連携

システム

ｈｇ
個人番号を含む情報

の流れ

個人番号を含まない情報

の流れ

【凡例】

ａ

共通基盤

システム

ｅｄ
ｃ

住基ﾈｯﾄ

住民基本

台帳

システム

⑦ ⑧

ｂ

国税連携

支援

システム

所得の把握

⑫⑩⑪

申告支

援システ

ム

他市町村
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 （別添1） 事務の内容

（備考）

①登記済通知
②土地・家屋価格通知
③eLTAXシステムによる償却資産の申告
④償却資産申告書の提出
⑤縦覧・閲覧帳簿の公開
⑥名寄帳（納税義務者ごとにまとめた物件の一覧表）の交付
⑦各種申請の受付、窓口応対
⑧現況確認調査、未申告調査
⑨固定資産税・都市計画税納税通知書の作成、送付

償却資産申告書の作成、送付
⑩評価・公課証明書の交付

ａ個人番号等の参照
ｂ住民情報の取得
ｃ他課システム向け宛名データの連携
ｄ他課システムへデータ提供
ｅ他市町村の情報を参照

中間サーバー

住民・会社

固定資産税

不動産登記

情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

共通基盤システム

eLTAX
システム

宛名機能

税総合電算システム（固定資産税）

統合利用番号連携

サーバー
個人番号を含む

情報の流れ

個人番号を含ま

ない情報の流れ

①

②

⑤ ⑦

ｄ

ｅ

⑩

登記所

（法務局）

③

住基

ﾈｯﾄ

ａ

⑥

住民基

本台帳

システム

ｂ

他課システム

ｃ

④
⑧ ⑨
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 （別添1） 事務の内容

（備考）

①軽自動車税申告書（原動機付自転車、小型特殊自動車）の提出
②軽自動車税申告書（軽自動車、二輪の小型自動車）の提出
③初度検査年月を含む軽自動車の車両基本・異動情報の提出
④納税通知書を作成、送付
⑤市外転出者への変更手続き勧奨通知、死亡者の相続人に対する名義変更手続き案内通知の送付
⑥各種申請の受付、窓口応対（減免申請時のみ使用）
⑦継続検査用納税証明書の交付
⑧課税物件異動通知書の受渡
⑨警察署からの問い合わせ応対

ａ個人番号等の参照
ｂ他課システム向け車両データの連携
ｃ他課システム向け宛名データの連携
ｄ住民情報の取得
ｅ他市町村の情報を参照

納税義務者・所有者

軽自動車税

宛名機能

③

⑦⑥

中間サーバー

情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

共通基盤システム

統合利用

番号連携サーバー

ｅ

他市町村

⑤

ｂ

他課システム

警察署

ａ

住基ﾈｯﾄ

税総合電算システム（軽自動車税）

ｄｃ 個人番号を含む

情報の流れ

個人番号を含ま

ない情報の流れ

【凡例】

住民基本台帳

システム

⑨

地方公共団体

情報システム機構

⑧

④

②

陸運支局

軽自動車検査協会
①
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 （別添1） 事務の内容

（備考）

①事業所税申告書（ｅＬＴＡＸ分）を作成、送付
事業所税申告書（ｅＬＴＡＸ分）の提出

②事業所税申告書を作成、送付
事業所税申告書の提出

③更正決定通知書、減免決定通知書、不均一課税適用通知書を作成、送付
④各種申請の受付、窓口応対
⑤現況確認調査、未申告調査

ａ個人番号等の参照
ｂ他課システム向け宛名データの連携
ｃ住民情報の取得

eLTAX
システム

納税義務者

事業所税

宛名機能

④

共通基盤システム
ａ

住基ﾈｯﾄ

税総合電算システム(事業所税）

ｃｂ

他課システム
住民基本台帳

システム

① ② ⑤③
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 （別添1） 事務の内容

（備考）

①市税の納付（金融機関等）
②還付充当通知書の送付（還付金の充当・支払い）
③督促状・催告書の送付
④問い合わせ、窓口応対
⑤納付書再発行、納税証明書の交付
⑥他地方自治体等への実態調査（照会）
⑦第三債務者（金融機関等）への財産調査（照会）
⑧滞納者への滞納処分
⑨市税の納付（eLTAX分）
　 徴収猶予の申請（eLTAX分）
　 換価の猶予の申請（eLTAX分）

 ａ 個人番号等の参照
 ｂ 住民情報の取得
 c 公金受取口座の参照

納税者

収滞納

宛名機能

税総合電算システム（収滞納）

③

個人番号を含む情報

の流れ

個人番号を含まない情報

の流れ

【凡例】

ａ

共通基盤

システム

ｂ

住基ﾈｯﾄ 住民基本台帳

システム

金融機関等

②
④

⑤

地方自

治体・国

税庁

第三債

務者

⑦

⑧

①

①

eLTAXシステ

ム

⑨

⑨

中間サーバー

情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

統合利用

番号連携サーバー ｃ
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[ ○] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所）

 ③対象となる本人の範囲　※ 納税義務者及び課税調査対象者等

 その必要性
・賦課徴収事務における本人確認のため
・税額通知書等への個人番号出力のため
・所得・控除情報、扶養情報を情報提供ネットワークシステムで提供するため

 ④記録される項目 [ 10項目未満

[ ○

[

[ ○ ] 医療保険関係情報 [

）

3） 50項目以上100項目未満
1） 10項目未満

4） 100項目以上
2） 10項目以上50項目未満

＜選択肢＞

]

] 個人番号 ] その他識別情報（内部番号）

] 連絡先（電話番号等）

] その他住民票関係情報

] 国税関係情報

] 介護・高齢者福祉関係情報

] 障害者福祉関係情報

 ②対象となる本人の数 [ 10万人以上100万人未満

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

税情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※ [ システム用ファイル

] 個人番号対応符号 [ ○

・連絡先等情報

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ [

○

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ○

[ ○

・業務関係情報

[

[

 その妥当性

・個人番号、４情報　：　本人確認、資料・賦課の名寄せを行うために必要
・その他識別情報（宛名番号）　：　個人番号との紐付けに必要
・その他住民票関係情報、連絡先 　：　賦課業務・調査業務に必要（住民日の賦課期日判定など）
・国税、地方税、年金関係情報　：　賦課徴収業務に必要
・医療保険、障害者福祉、生活保護・社会福祉、介護・高齢者福祉関係情報　：　賦課徴収業務において
必要

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成２７年１０月

[ ] その他 （

[

[

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○

] 災害関係情報

] 学校・教育関係情報

 ⑥事務担当部署
堺市 財政局 税務部 税制課　税務運営課　法人諸税課　市民税課　固定資産税課　納税課　税務サー
ビス課

＜選択肢＞
1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

]

] 健康・医療関係情報] 地方税関係情報

] 年金関係情報

] 児童福祉・子育て関係情報

○ [ ○
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 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 年金保険者 ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 給与支払者 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人

（
戸籍住民課、介護保険課、国民健康保険課、医療年
金課、障害支援課、精神保健課、生活援護管理課

 

【個人住民税】
〇入手元（本人又は本人の代理人）
・住民税申告書等／提出を受けた都度／入手方法は紙

〇入手元（評価実施機関内の他部署）
・住民基本台帳情報／異動のあった都度／入手方法は庁内連携システム
・国民健康保険料等納付情報（※）／１月／入手方法は電子記録媒体
・介護年金特別徴収情報（基礎年金番号、死亡・転出情報等）（※）／月１回／入手方法は電子記録媒
体
・障害者関係情報（※）／１月／入手方法は庁内連携システム
・生活保護関係情報（※）／１月、３月／入手方法は庁内連携システム

（※）個人番号は含まないが、税務システムにおいて宛名番号と紐付けることにより個人番号を特定する
ことができるため、特定個人情報となる。

〇入手元（行政機関・独立行政法人等）
・確定申告書等／提出を受けた都度／入手方法は国税連携システム
・年金特別徴収関係情報／月１回／入手方法はｅＬＴＡＸシステム
・本人確認情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム

〇入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・障害者関係情報／必要になった都度／入手方法は情報提供ネットワークシステム
・生活保護関係情報／必要になった都度／入手方法は情報提供ネットワークシステム
・地方税関係情報／必要になった都度／入手方法は情報提供ネットワークシステム
・住民基本台帳情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム
・ふるさと納税申告特例通知書／提出を受けた都度／入手方法は紙♯又はeLTAXシステム
・住登外課税通知／提出を受けた都度／入手方法は紙又はｅＬＴＡＸシステム

住民基本台帳ネットワークシステム、eLTAXシステム、国税連携システム

] 情報提供ネットワークシステム

] 庁内連携システム

（ 各市区町村、都道府県 ）

[ ○

[ ○

[

[ ] 電子メール [

] フラッシュメモリ○] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ○ ] その他 （ ）

] 本人又は本人の代理人

）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （
国税庁、日本年金機構、地方公共団体情報システム
機構、内閣総理大臣

）
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 ③入手の時期・頻度

〇入手元（民間事業者）
・給与支払報告書／提出を受けた都度／入手方法は紙又はｅＬＴＡＸシステム

〇入手元（その他）
・公的年金等支払報告書／提出を受けた都度／入手方法は紙又はｅＬＴＡＸシステム

【固定資産税】
○入手元（本人又は本人の代理人）
・償却資産申告書等／提出を受けた都度／入手方法は紙又はｅＬＴＡＸシステム

〇入手元（評価実施機関内の他部署）
・住民基本台帳情報／異動のあった都度／入手方法は庁内連携システム

○入手元（行政機関・独立行政法人等）
・本人確認情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム

○入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・生活保護関係情報／必要になった都度／入手方法は情報提供ネットワークシステム
・住民基本台帳情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム

【軽自動車税】
〇入手元（評価実施機関内の他部署）
・住民基本台帳情報／異動のあった都度／入手方法は庁内連携システム

○入手元（行政機関・独立行政法人等）
・本人確認情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム

○入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・障害者関係情報／必要になった都度／入手方法は情報提供ネットワークシステム
・生活保護関係情報／必要になった都度／入手方法は情報提供ネットワークシステム
・住民基本台帳情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム

【事業所税】
〇入手元（本人又は本人の代理人）
・事業所税申告書等／提出を受けた都度／入手方法は紙又はｅＬＴＡＸシステム

〇入手元（評価実施機関内の他部署）
・住民基本台帳情報／異動のあった都度／入手方法は庁内連携システム

〇入手元（行政機関・独立行政法人等）
・本人確認情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム

○入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・住民基本台帳情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム

【収滞納】
〇入手元（評価実施機関内の他部署）
・住民基本台帳情報／異動のあった都度／入手方法は庁内連携システム

〇入手元（行政機関・独立行政法人等）
・本人確認情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム
・公金受取口座情報／必要になった都度／入手方法は情報提供ネットワークシステム

○入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・住民基本台帳情報／必要になった都度／入手方法は住民基本台帳ネットワークシステム
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 ⑤本人への明示
地方税法その他の地方税に関する法律及び市税条例等に、税務関係書類に個人番号の記載を求める
措置が規定されることにより、個人番号を入手することが明示される。

 ⑥使用目的　※
・適正かつ公平な賦課徴収の実現のため、課税資料の名寄せ・突合が正確かつ効率的にできるよう個
人番号を利用する。
・各種申請・申告等に必要な添付書類が省略できるなどの納税者の利便性向上のために利用する。

 変更の妥当性

 ④入手に係る妥当性
賦課徴収業務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、申告等情報及び税務調査による情報収集を
行う必要がある。

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ⑧使用方法　※

１　業務全般
　・本人確認を行う際に個人番号を使用する。
２　申告書等受付業務
　・納税義務者（代理人）より提出された申告書等に記載された個人番号を取得し、未登録の個人番号
について内部識別番号である宛名番号と紐付ける。
３　賦課決定・賦課更正業務
　・税額通知書等に個人番号を出力し、特別徴収義務者等へ送付する。
４　調査業務
　・生活保護受給情報、障害者情報、所得情報、扶養関係情報等について情報提供ネットワークシステ
ムを通じて照会を行い、非課税判定、扶養是正等を行う。
　・情報提供ネットワークシステムを通じた扶養関係情報、所得情報の提供に対応できるよう、照会用
データを中間サーバーに記録する。

 情報の突合　※ 内部識別番号の宛名番号と個人番号を紐付けて使用する。

 情報の統計分析
※

特定個人情報に関する統計分析については、実施しない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

堺市 財政局 税務部 税制課　税務運営課　法人諸税課　市民税課　固定資産税課　納税課　税務サー
ビス課

 使用者数 [ 100人以上500人未満
3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

賦課決定、更正決定、減免決定
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[
] フラッシュメモ
リ

[

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する

 ①委託内容
統合利用番号連携サーバー、共通基盤システム等のパッケージアプリケーション保守作業、職員からの
問い合わせに対する調査等を行う。

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

11

 委託事項1 統合利用番号連携サーバー、共通基盤システム等に関するシステム保守

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

]

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ [

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

 対象となる本人の
範囲　※

特定個人情報ファイルの範囲と同様

 その妥当性
庁内連携又は情報提供ネットワークシステムでの他機関連携実施に必要なデータを当該システムに連
携する必要がある。

[ ] その他 （

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 ⑧再委託の許諾方法

業務の一部を再委託する場合については、契約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委託先に対
し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出される個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本市に提出
すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出される秘密保持に関する誓約書の写しを本市に提出する
こと。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティ等に関する社員教育の実績書及び計画書を本市に提出
すること。
また再委託の許諾については本市に提出される再委託申請書を以下の観点から審査した上で、判断す
る。
　―再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号が、正確に記載されていること。
　―再委託が、業務の一部かつ専門的な作業であること。
　―再委託する作業内容を具体的に明記していること。
　―全部又は大部分の再委託でないこと。
　―再委託する作業内容に関して、契約の履行に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは他の自
治体における対象業務の実績を有していること。

 ⑨再委託事項 共通基盤システム保守業務及び統合利用番号連携サーバーにかかる随時作業及び運用設計作業

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

 ⑥委託先名 富士通株式会社

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

再
委
託

2） 再委託しない1） 再委託する]

＜選択肢＞

]

（ ）　件

＜選択肢＞
2） 委託しない1） 委託する

2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] 紙

] 専用線

）
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 委託事項2

 ①委託内容 システムの運用管理、バッチ処理の実行、オンライン稼働監視などを行う。

税総合電算システム運用業務

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

]

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他 （ 税総合電算システム運用端末による作業

 対象となる本人の
範囲　※

特定個人情報ファイルの範囲と同様

 その妥当性
システムの運用作業を適切に実施するために、特定個人情報ファイル全体を委託の対象にする必要が
ある。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

] フラッシュメモ
リ

[

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] 紙

 ⑨再委託事項 税総合電算システムに係るヘルプデスク及び運用オペレーション等作業

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

 ⑥委託先名 富士通株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

業務の一部を再委託する場合については、契約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委託先に対
し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出される個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本市に提出
すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出される秘密保持に関する誓約書の写しを本市に提出する
こと。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティに係る教育状況についてその実施状況が確認できる書
類を本市に提出すること。
また再委託の許諾については、本市に提出される再委託申請書を以下の観点から審査した上で、判断
する。
　‐再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号が、正確に記載されていること。
　‐再委託が、業務の一部分かつ専門的な作業であること。
　‐再委託する作業内容を具体的に明記していること。
　‐全部又は大部分の再委託でないこと。
　‐再委託する作業内容に関して、契約の履行に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは他の自
治体における対象業務の実績を有していること。

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[

] 専用線

）

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]
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 委託事項3

①委託内容
アプリケーションに関する要望対応、障害対応、税制改正対応を行う。また職員からの問い合わせ対応
や調査、作業指示書に基づくデータ抽出などを行う。

 対象となる本人の
範囲　※

特定個人情報ファイルの範囲と同様

 その妥当性
システムの保守作業を適切に実施するために、特定個人情報ファイル全体を委託の対象にする必要が
ある。

税総合電算システム保守業務

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

]

⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

⑥委託先名 富士通株式会社

再
委
託

③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
④委託先への特定個人情報

ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他

⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

⑧再委託の許諾方法

業務の一部を再委託する場合については、契約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委託先に対
し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出される個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本市に提出
すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出される秘密保持に関する誓約書の写しを本市に提出する
こと。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティに係る教育状況についてその実施状況が確認できる書
類を本市に提出すること。
また再委託の許諾については、本市に提出される再委託申請書を以下の観点から審査した上で、判断
する。
　‐再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号が、正確に記載されていること。
　‐再委託が、業務の一部分かつ専門的な作業であること。
　‐再委託する作業内容を具体的に明記していること。
　‐全部又は大部分の再委託でないこと。
　‐再委託する作業内容に関して、契約の履行に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは他の自
治体における対象業務の実績を有していること。

⑨再委託事項 税総合電算システムの保守作業、それに付随する付帯作業及び運用支援作業

税総合電算システム保守端末による作業（

＜選択肢＞
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

＜選択肢＞

]

] 紙

] 専用線

）

] 2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞
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個人住民税特別徴収税額通知書等の作成及び封入・封緘業務

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

 委託事項4

 ①委託内容 個人住民税特別徴収税額通知書等を作成し、封入・封緘作業を行う。

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ] その他 （

] 紙

] 専用線

）

 対象となる本人の
範囲　※

個人住民税特別徴収税額通知書等発送対象者

 その妥当性 件数が多く、処理するための大量印刷可能なプリンタが必要となるため。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満 ]

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

業務の一部を再委託する場合については、契約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委託先に対
し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出される個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本市に提出
すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出される秘密保持に関する誓約書の写しを本市に提出する
こと。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティ等に関する社員教育の実績書及び計画書を本市に提出
すること。
また再委託の許諾については本市に提出される再委託申請書を以下の観点から審査した上で、判断す
る。
　-再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号が、正確に記載されていること。
　-再委託が、業務の一部かつ専門的な作業であること。
　-再委託する作業内容を具体的に明記していること。
　-全部又は大部分の再委託でないこと。
　-再委託する作業内容に関して、契約の履行に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは他の自
治体における対象業務の実績を有していること。

 ⑨再委託事項 個人住民税特別徴収税額通知書等の作成及び封入・封緘業務の一部

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

 ⑥委託先名 ナカバヤシ株式会社

再
委
託

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ○
] フラッシュメモ
リ

[

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]
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 委託事項5

 ①委託内容
給与支払報告書、公的年金等支払報告書、確定申告書等のデータ入力及びスキャニングイメージファイ
ル作成作業を行う。

個人住民税データ入力及びスキャニングイメージファイル作成業務

 対象となる本人の
範囲　※

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 その妥当性 件数が多く、短期間に大量のデータを処理する必要があるため。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

 ⑥委託先名 シティコンピュータ株式会社

再
委
託

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ○
] フラッシュメモ
リ

[ ○
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ] その他 （

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

]

）

] 紙

] 専用線

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

][ 再委託しない ⑦再委託の有無　※
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国税連携（確定申告書）データ出力業務

 対象となる本人の
範囲　※

確定申告対象者

 その妥当性
国税連携システムから送信される確定申告書イメージデータのデータ入力チェック作業を効率よく行うた
め。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

] 2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

業務の一部を再委託する場合については、契約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委託先に対
し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出される個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本市に提出
すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出される秘密保持に関する誓約書の写しを本市に提出する
こと。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティ等に関する社員教育の実績書及び計画書を本市に提出
すること。
また再委託の許諾については本市に提出される再委託申請書を以下の観点から審査した上で、判断す
る。
　-再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号が、正確に記載されていること。
　-再委託が、業務の一部かつ専門的な作業であること。
　-再委託する作業内容を具体的に明記していること。
　-全部又は大部分の再委託でないこと。
　-再委託する作業内容に関して、契約の履行に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは他の自
治体における対象業務の実績を有していること。

 ⑨再委託事項 国税連携（確定申告書）データ出力業務の一部

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

 ⑥委託先名 トッパン・フォームズ株式会社

再
委
託

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他

] 専用線

] 紙

）

5） 500人以上1,000人未満
3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

＜選択肢＞

]

ＬＧＷＡＮ回線（

] 2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

 委託事項6

 ①委託内容 確定申告書イメージデータの印刷出力作業を行う。
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地方税電子申告支援サービス提供業務

○ ] その他 （

 委託事項7

 ①委託内容

地方税の電子申告に関連して、地方税共同機構が運営するｅＬＴＡＸポータルセンタと連携し、ＬＧＷＡＮ
回線を利用して、本市に設置する端末と受託業者が運営するサービスセンタ内に設置されたサーバと接
続して、電子申告システム・年金特徴システム・国税連携システム・共通納税システムの照会・検索・保
管等を行う。

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

] 専用線

] 紙

）

5） 500人以上1,000人未満
3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

＜選択肢＞

]

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

ＬＧＷＡＮ回線[

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

] 2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

 対象となる本人の
範囲　※

ｅＬＴＡＸシステムを通して申告等を行う者

 その妥当性 ｅＬＴＡＸシステムを通して申告等を行う者のデータを受け取るため。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

業務の一部を再委託する場合については、契約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委託先に対
し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出される個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本市に提出
すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出される秘密保持に関する誓約書の写しを本市に提出する
こと。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティ等に関する社員教育の実績書及び計画書を本市に提出
すること。
また再委託の許諾については本市に提出される再委託申請書を以下の観点から審査した上で、判断す
る。
　-再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号が、正確に記載されていること。
　-再委託が、業務の一部であること。
　-再委託する作業内容を具体的に明記していること。
　-全部又は大部分の再委託でないこと。
　-再委託する作業内容に関して、契約の履行に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは他の自
治体における対象業務の実績を有していること。

 ⑨再委託事項 ソフトウエアのバージョンアップ作業、それに付随する付帯業務及び運用支援業務

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

 ⑥委託先名 株式会社インテック

再
委
託

4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満]

1） 1万人未満
＜選択肢＞

5） 1,000万人以上

] 2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

[
] フラッシュメモ
リ

[
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個人住民税当初課税事務委託業務

設置の端末による提供

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[

 その妥当性
件数が多く、短期間に大量の作業が必要となる当初課税業務のうち、職員以外でも作業可能なデータ
入力準備、各種チェックリストの点検、宛名検索作業等を行う。

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

 委託事項8

 ①委託内容 個人住民税当初課税資料のデータ入力準備・点検作業等を行う。

 対象となる本人の
範囲　※

課税資料提出者

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

 ⑥委託先名 テルウェル西日本株式会社

再
委
託

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満

）

] 紙

] 専用線

（

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] フラッシュメモ
リ

[

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]

] その他
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財産調査補助業務 委託事項9

 ①委託内容 滞納者の財産調査（預貯金等）の補助業務

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 1万人以上10万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他 （

] 紙

] 専用線

）

 対象となる本人の
範囲　※

市税滞納整理対象者

 その妥当性 滞納情報確認や財産照会の回答内容入力のため、特定個人情報ファイルの一部が委託の対象となる。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満 3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

]

6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

5） 500人以上1,000人未満

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。

 ⑥委託先名 株式会社アイヴィジット

再
委
託

2） 再委託しない ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

1） 再委託する
＜選択肢＞

]

設置の端末による提供

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
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個人住民税電子ファイリングシステム保守業務

 対象となる本人の
範囲　※

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 その妥当性 課税資料をイメージデータとして管理することでデータ入力チェック作業を効率よく行うため。

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

[

[ ○

6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満1） 10人未満

3） 50人以上100人未満
5） 500人以上1,000人未満

 委託事項10

 ①委託内容
アプリケーションに関する要望対応、障害対応、税制改正対応を行う。また職員からの問い合わせ対応
や調査、作業指示書に基づくデータ抽出などを行う。

]

＜選択肢＞

]

）

] 紙

] 専用線

] その他

 ⑥委託先名 株式会社ジェイエスキューブ

再
委
託

＜選択肢＞
2） 再委託しない1） 再委託する]

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

電子ファイリングシステム管理端末による作業

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[

（

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

業務の一部を再委託する場合については、契約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委託先に対
し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出される個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本市に提出
すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出される秘密保持に関する誓約書の写しを本市に提出する
こと。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティに係る教育状況についてその実施状況が確認できる書
類を本市に提出すること。
また再委託の許諾については、本市に提出される再委託申請書を以下の観点から審査した上で、判断
する。
　‐再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号が、正確に記載されていること。
　‐再委託が、業務の一部分かつ専門的な作業であること。
　‐再委託する作業内容を具体的に明記していること。
　‐全部又は大部分の再委託でないこと。
　‐再委託する作業内容に関して、契約の履行に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは他の自
治体における対象業務の実績を有していること。

 ⑨再委託事項 個人住民税電子ファイリングシステム保守業務の一部

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページに掲載されなかったものについては問い合わせが
あれば回答可能。
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個人市民税申告支援システム導入業務

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 1万人以上10万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他 （

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

）

] 専用線

] 紙

申告支援システム管理端末による作業

 ⑤委託先名の確認方法
入札結果等をホームページにて公表。ホームページにて掲載されなかったものについては、問い合わせ
があれば回答可能。

 ⑥委託先名 NCS&A株式会社

再
委
託

2） 再委託しない1） 再委託する]

＜選択肢＞

5） 500人以上1,000人未満
3） 50人以上100人未満
1） 10人未満 2） 10人以上50人未満

4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上

＜選択肢＞

]

 委託事項11～15

 委託事項11

 ①委託内容
毎年各区役所内に申告会場を開設し、市民税・府民税の申告受付を行っており、申告書を作成するシス
テムの導入を行う。作成データはそのまま税システムへの入力データとして利用。

 対象となる本人の
範囲　※

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 その妥当性

○税制改正によるプログラム変更に対応することにより、職員の知見、労力に依存することなく、継続的
な対応が可能。
○年金等の支払義務者から送付される情報をシステムに取り込むため、適正な申告内容の確保と申告
者の待ち時間短縮が図れる。
○これまでのパンチ委託が不要となり、個人情報の保護及びコストの軽減につながる。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
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] 移転を行っている （ 45 ） 件

[

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 70 ） 件 [ ○

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１項）

 ②提供先における用途
健康保険法第５条第２項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた健康保険に関する事務であって
主務省令で定めるもの

[ ] フラッシュメモリ [

1） 1万人未満
＜選択肢＞

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 提供先1

 ②提供先における用途 健康保険法による保険給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

[

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

全国健康保険協会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第２項）

[ ] その他 （ ）

] 紙

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

] 電子メール [

）

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 行っていない

[

]

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満

 提供先2
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10万人以上100万人未満

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

 ②提供先における用途 健康保険法による保険給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

健康保険組合

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第３項）

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ②提供先における用途
船員保険法第４条第２項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた船員保険に関する事務であって
主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第４項）

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

[ ] その他 （ ）

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 提供先3

 提供先4
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][

 ②提供先における用途
船員保険法による保険給付又は平成１９年法律第３０号附則第３９条の規定によりなお従前の例による
ものとされた平成１９年法律第３０号第４条の規定による改正前の船員保険法による保険給付の支給に
関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

全国健康保険協会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第６項）

10万人以上100万人未満

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

＜選択肢＞
1） 1万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第８項）

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満

] 紙

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 ②提供先における用途
児童福祉法による養育里親若しくは養子縁組里親の登録、里親の認定又は障害児入所給付費、高額
障害児入所給付費若しくは特定入所障害児食費等給付費の支給に関する事務であって主務省令で定
めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 電子メール [

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

[ ] フラッシュメモリ [

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[ ] その他 （ ）

] 紙

 提供先5

 提供先6
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都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１０項）

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

 ②提供先における用途 児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

] 電子メール [

] 紙

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１２項）

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

[ ] その他 （ ）

] 専用線

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児通所給付費、高額障害児通所給付費、障害児相談
支援給付費若しくは特例障害児相談支援給付費の支給又は障害福祉サービスの提供に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

10万人以上100万人未満

[ ] フラッシュメモリ

 提供先7

 提供先8

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数
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児童福祉法による負担能力の認定又は費用の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１７項）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[ ]

 提供先9

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

 ②提供先における用途 予防接種法による給付の支給又は実費の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第２４項）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[ ]

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

照会を受けたら都度

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

[ ] その他 （ ）

 提供先10

 ⑦時期・頻度

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ②提供先における用途
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都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第３３項）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

][

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ②提供先における用途
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による入院措置又は費用の徴収に関する事務であって主
務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

）

照会を受けたら都度

都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第３６項）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

][

] 紙[

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

] フラッシュメモリ [

] その他 （

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

[ ] その他 （ ）

 ⑥提供方法
] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 電子メール [

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

生活保護法による保護の決定及び実施又は徴収金の徴収に関する事務であって主務省令で定めるも
の

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

10万人以上100万人未満

[

 提供先11

 提供先12

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲
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地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収に関
する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

] 紙

市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第３７項）

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ②提供先における用途
地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収に関
する事務であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第３８項）

[ ] その他 （ ）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[ ]

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

] 専用線

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先13

 提供先14

 ③提供する情報

 ②提供先における用途
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10万人以上100万人未満

厚生労働大臣又は共済組合等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第３９項）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[ ]

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

[

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収に関
する事務であって主務省令で定めるもの

公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

公営住宅法第２条第１６号に規定する事業主体である都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第４１項）

[ ] その他 （ ）

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

] その他 （ ）[

 提供先15

 提供先16

 ②提供先における用途

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ②提供先における用途

 ③提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数
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 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

 ②提供先における用途
私立学校教職員共済法による短期給付又は年金である給付の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

日本私立学校振興・共済事業団

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第４６項）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[ ]

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

厚生労働大臣又は共済組合等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第４７項）

[ ] その他 （ ）

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 提供先18

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ②提供先における用途
厚生年金保険法による年金である保険給付又は一時金の支給に関する事務であって主務省令で定め
るもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

] 紙

] 電子メール [

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

[ ] その他 （ ）

[ ] フラッシュメモリ [

[

] 専用線

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ

 提供先17

37



文部科学大臣又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第４８項）

5） 1,000万人以上

 提供先19

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ②提供先における用途
特別支援学校への就学奨励に関する法律による特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関
する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

都道府県教育委員会又は市町村教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第５０項）

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

）

 提供先20

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

 ②提供先における用途 学校保健安全法による医療に要する費用についての援助に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

[

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

[ ] その他 （

] その他 （ ）
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国家公務員共済組合連合会

 ②提供先における用途
国家公務員共済組合法又は国家公務員共済組合法の長期給付に関する施行法による年金である
給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

[ ] その他 （ ）

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

＜選択肢＞

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第５２項）

 提供先21 国家公務員共済組合

 ②提供先における用途 国家公務員共済組合法による短期給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

[ ] その他 （ ）

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

＜選択肢＞

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第５３項）

 提供先22

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

＜選択肢＞

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第５５項）

 提供先23 市町村長又は国民健康保険組合

 ②提供先における用途
国民健康保険法による保険給付の支給又は保険料の徴収に関する事務であって主務省令で定め
るもの

 ③提供する情報

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先24 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第６１項）

 ②提供先における用途
国民年金法による年金である給付若しくは一時金の支給、保険料の納付に関する処分又は保険料
その他徴収金の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
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 提供先25 住宅地区改良法第２条第２項に規定する施行者である都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第６７項）

 ②提供先における用途
住宅地区改良法による改良住宅の管理若しくは家賃若しくは敷金の決定若しくは変更又は収入超
過者に対する措置に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先26 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第７２項）

 ②提供先における用途 児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先27 地方公務員共済組合

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第７３項）

 ②提供先における用途 地方公務員等共済組合法による短期給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先28 地方公務員共済組合又は全国市町村職員共済組合連合会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第７４項）

 ②提供先における用途
地方公務員等共済組合法又は地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法による年
金である給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先29 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第７６項）

 ②提供先における用途 老人福祉法による福祉の措置に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先30 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第７７項）

 ②提供先における用途 老人福祉法による費用の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先31 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第７８項）

 ②提供先における用途
母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未済額の免除又は資金の貸付けに関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先32 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第７９項）

 ②提供先における用途
母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの又は寡婦
についての便宜の供与に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先33 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第８０項）

 ②提供先における用途
母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先34 厚生労働大臣又は都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第８１項）

 ②提供先における用途
特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当の支給に関する事務であって
主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先35 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第８２項）

 ②提供先における用途
特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は昭
和６０年法律第３４号附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する事務であって主務省令で定め
るもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先36 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第８７項）

 ②提供先における用途 母子保健法による費用の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先37 厚生労働大臣又は都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第８８項）

 ②提供先における用途
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律による
職業転換給付金の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先38 市町村長（児童手当法第１７条第１項の表の下欄に掲げる者を含む。）

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第９４項）

 ②提供先における用途 児童手当法による児童手当又は特例給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先39 後期高齢者医療広域連合

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１００項）

 ②提供先における用途
高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に関する
事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先40 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１０４項）

 ②提供先における用途
昭和６０年法律第３４号附則第８７条第２項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給す
るものとされた年金である保険給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先41
特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律第１８条第２項に規定する賃貸住宅の建設及び管
理を行う都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１１０項）

 ②提供先における用途
特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律による賃貸住宅の管理に関する事務であって主務
省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先42 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１１２項）

 ②提供先における用途 中国残留邦人等支援給付等の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先43 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１１６項）

 ②提供先における用途
平成８年法律第８２号附則第１６条第３項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給する
ものとされた年金である給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先44
平成８年法律第８２号附則第３２条第２項に規定する存続組合又は平成８年法律第８２号附則第４８
条第１項に規定する指定基金

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１１７項）

 ②提供先における用途
平成８年法律第８２号による年金である長期給付又は年金である給付の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先45 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１１９項）

 ②提供先における用途
介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先46 都道府県知事又は保健所を設置する市の長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１２５項）

 ②提供先における用途
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による費用の負担又は療養費の支給
に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先47 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１２９項）

 ②提供先における用途
厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員
共済組合法等を廃止する等の法律附則第１６条第３項の規定により厚生年金保険の実施者たる政
府が支給するものとされた年金である給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先48 農林漁業団体職員共済組合

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１３０項）

 ②提供先における用途

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員
共済組合法等を廃止する等の法律による年金である給付（同法附則第１６条第３項の規定により厚
生年金保険の実施者たる政府が支給するものとされた年金である給付を除く。）若しくは一時金の
支給又は特例業務負担金の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先49 独立行政法人農業者年金基金

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１３２項）

 ②提供先における用途

独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付の支給若しくは保険料その他徴収
金の徴収又は同法附則第６条第１項第１号の規定により独立行政法人農業者年金基金が行うもの
とされた平成１３年法律第３９号による改正前の農業者年金基金法若しくは平成２年法律第２１号に
よる改正前の農業者年金基金法による給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先50 独立行政法人日本学生支援機構

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１３５項）

 ②提供先における用途
独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与及び支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先51 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１３６項）

 ②提供先における用途
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律による特別障害給付金の支給に関する
事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先52 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１３７項）

 ②提供先における用途
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付の支給又は
地域生活支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先53 文部科学大臣、都道府県知事又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１４２項）

 ②提供先における用途
高等学校等就学支援金の支給に関する法律による就学支援金の支給に関する事務であって主務
省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先54 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１４３項）

 ②提供先における用途
職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律による職業訓練受講給付金の支
給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先55 平成２３年法律第５６号附則第２３条第１項第３号に規定する存続共済会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１４４項）

 ②提供先における用途 平成２３年法律第５６号による年金である給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先56 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１４６項）

 ②提供先における用途
子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付若しくは子育てのための施設等利用給
付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先57 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１５０項）

 ②提供先における用途
難病の患者に対する医療等に関する法律による特定医療費の支給に関する事務であって主務省
令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度
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 提供先58 給与特別徴収義務者

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号

 ②提供先における用途 給与特別徴収事務

 ③提供する情報 給与特別徴収税額

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

給与特別徴収対象者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ 〇 ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇 ] 紙

[ 〇 ] その他 （ ｅＬＴＡＸシステム ）

 ⑦時期・頻度
電子記録媒体及びｅＬＴＡＸ（５月）
紙（地方税関係情報の変更が発生した都度、随時）

 提供先59 日本年金機構、年金保険者

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号

 ②提供先における用途 年金特別徴収事務

 ③提供する情報 年金特別徴収税額

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

年金特別徴収対象者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ 〇 ] その他 （ ｅＬＴＡＸシステム ）

 ⑦時期・頻度 年金特別徴収税額の通知（７月）、年金特別徴収中止及び税額変更の通知（毎月）

 提供先60 国税庁長官

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

 ②提供先における用途 国税の賦課徴収

 ③提供する情報 国税に関する調査に関し参考となるべき帳簿書類情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

納税義務者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇 ] 紙

[ 〇 ] その他 （ 国税連携システム ）

 ⑦時期・頻度 随時
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 提供先61 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

 ②提供先における用途 地方税の賦課徴収

 ③提供する情報 地方税関係情報であって番号法第19条第10号の地方税条項で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[  1万人以上10万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

納税義務者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ 〇 ] フラッシュメモリ [ 〇 ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 随時

 提供先62 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

 ②提供先における用途 地方税の賦課徴収

 ③提供する情報 地方税関係情報であって、番号法第19条第10号の地方税条項で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[  1万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

納税義務者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇 ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 随時

 提供先63 国税庁長官

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

 ②提供先における用途 国税の賦課徴収

 ③提供する情報
地方税関係情報であって地方税法第２０条の１１による官公署等への協力要請により提供する情
報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

納税義務者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇 ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 随時
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ 〇 ] その他 （ 庁内連携システム ）

 提供先66 教育委員会

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②提供先における用途
条例別表第３　７に定める事務（学校保健安全法による医療に要する費用についての援助に関す
る事務）

 ③提供する情報 地方税関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 提供先64 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

 ②提供先における用途 地方税の賦課徴収

 ③提供する情報 地方税関係情報であって地方税法第２０条の１１による官公署への協力要請により提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[  1万人以上10万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

納税義務者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇 ] 紙

[ ] その他 （ ）

] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 随時

 提供先65 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

 ②提供先における用途 地方税の賦課徴収

 ③提供する情報 地方税関係情報であって地方税法第２０条の１１による官公署への協力要請により提供する情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人以上10万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 随時

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

納税義務者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇 ] 紙

[

提供先６７ 市長村長
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 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第３１項）

 ②提供先における用途
身体障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴
収に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先６８ 社会福祉協議会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第４０項）

 ②提供先における用途
社会福祉法による生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する事業の実施に関する事
務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先６９ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第６６項）

 ②提供先における用途
知的障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴
収に関する事務であって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 提供先７０ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第二（第１４７項）
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 ②提供先における用途
年金生活者支援給付金の支給に関する法律による年金生活者支援給付金の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

 ③提供する情報 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 照会を受けたら都度

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）
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 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

 ②移転先における用途
条例別表第２　１に定める事務（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第７７
条の地域生活支援事業の実施に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先1 障害施策推進課、障害支援課、障害福祉サービス課、各区地域福祉課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

10万人以上100万人未満

 ②移転先における用途 条例別表第２　２に定める事務（廃止前の堺市老人医療費助成条例による助成の決定に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先2 医療年金課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満 3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

2） 1万人以上10万人未満

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
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[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ②移転先における用途 条例別表第２　３に定める事務（堺市重度障害者医療費助成条例による助成の決定に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先3 医療年金課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ②移転先における用途 条例別表第２　４に定める事務（堺市ひとり親家庭医療費助成条例による助成の決定に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先4 医療年金課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満

] 電子メール [

5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

[

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] その他 （ ）

[ ] フラッシュメモリ [

10万人以上100万人未満

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線
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 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

 ②移転先における用途 条例別表第２　５に定める事務（堺市子ども医療費助成条例による助成の決定に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先5 医療年金課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

10万人以上100万人未満

 ②移転先における用途
条例別表第２　６に定める事務（堺市営住宅条例によるコミュニティ住宅、更新住宅等の管理に関する事
務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先6 住宅管理課、住宅改良課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

（ ）

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

[ ] その他

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [
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10万人以上100万人未満

 ②移転先における用途
条例別表第２　７に定める事務（生活に困窮する外国人に対する保護の決定及び実施又は徴収金の徴
収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先7 生活援護管理課、各区生活援護課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族、軽自動車税の納税義務者、固定資産税の納税義務者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

 ②移転先における用途 条例別表第２　８に定める事務（堺市任意の高齢者の肺炎球菌予防接種に関する費用助成事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先8 感染症対策課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

[ ] その他 （ ）

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 電子メール [
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 ②移転先における用途 条例別表第２　９～１８に定める事務（各種健（検）診における一部負担金の免除に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先9 健康医療推進課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

[ ] その他 （ ）

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

[ ○ ] 庁内連携システム [

[ ] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 ②移転先における用途 条例別表第２　２０に定める事務（堺市障害者補装具給付金の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先10 障害支援課、各区地域福祉課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥移転方法

[ ] その他 （ ）

] 専用線

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時
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 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

 ②移転先における用途
条例別表第２　２１に定める事務（堺市身体障害者介助者用車椅子電動補助装置購入費の支給に関す
る事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先11 障害支援課、各区地域福祉課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 専用線

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

 ②移転先における用途 条例別表第２　２３に定める事務（堺市認証保育所の運営補助における補助金の交付に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先12 幼保運営課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

）

10万人以上100万人未満

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

][

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

[ ] その他 （ ）

5） 1,000万人以上

] 電子メール [

[ ] その他 （

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

＜選択肢＞
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][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ②移転先における用途
条例別表第２　２４に定める事務（児童福祉法による里親の認定、養育里親の登録又は障害児入所給
付費、高額障害児入所給付費若しくは特定入所障害児食費等給付費の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先13 子ども家庭課、子ども相談所

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

10万人以上100万人未満

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

 ②移転先における用途 条例別表第２　２５に定める事務（児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先14 保健医療課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

[ ] その他 （ ）

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 紙
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 ②移転先における用途
条例別表第２　２７に定める事務（児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児通所給付費、高額
障害児通所給付費、障害児相談支援給付費若しくは特例障害児相談支援給付費の支給又は障害福祉
サービスの提供に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先15 子ども家庭課、子ども相談所、各区地域福祉課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

10万人以上100万人未満[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先16 子ども家庭課、子ども相談所

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ②移転先における用途 条例別表第２　３２に定める事務（児童福祉法による負担能力の認定又は費用の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

）

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

[ ] その他 （

5） 1,000万人以上
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 ②移転先における用途 条例別表第２　３４に定める事務（予防接種法による給付の支給又は実費の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先17 感染症対策課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

10万人以上100万人未満

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

 ②移転先における用途
条例別表第２　３９に定める事務（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による入院措置又は費
用の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先18 精神保健課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

3） 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

[ ] その他 （ ）

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子メール [

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上
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 ②移転先における用途
条例別表第２　４１に定める事務（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護の決定及び実施又
は徴収金の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先19 生活援護管理課、各区生活援護課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族、軽自動車税の納税義務者、固定資産税の納税義務者

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ②移転先における用途
条例別表第２　４３に定める事務（公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）による公営住宅の管理に関す
る事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先20 住宅管理課、住宅改良課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

[ ] その他 （ ）

10万人以上100万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

[ ] その他 （ ）

[

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[ ] フラッシュメモリ

[

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 電子メール [
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 ②移転先における用途
条例別表第２　４７に定める事務（住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）による改良住宅の管
理若しくは家賃若しくは敷金の決定若しくは変更又は収入超過者に対する措置に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

[

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [ ○

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先22 住宅管理課、住宅改良課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 移転先21 国民健康保険課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール

 ②移転先における用途
条例別表第２　４４に定める事務（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による保険給付の支
給又は保険料の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先24 長寿支援課、各区地域福祉課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ②移転先における用途
条例別表第２　５０に定める事務（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）による福祉の措置に関す
る事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先23 子ども家庭課、各区子育て支援課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途
条例別表第２　４９に定める事務（児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）による児童扶養手当
の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先26 子ども家庭課、各区子育て支援課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ②移転先における用途
条例別表第２　５２に定める事務（母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未済額の免除又は
資金の貸付けに関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先25 長寿支援課、各区地域福祉課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途 条例別表第２　５１に定める事務（老人福祉法による費用の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先28 子ども家庭課、各区子育て支援課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ②移転先における用途
条例別表第２　５４に定める事務（母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する
事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先27 子ども家庭課、各区子育て支援課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途
条例別表第２　５３に定める事務（母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のない者で現に
児童を扶養しているもの又は寡婦についての便宜の供与に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先30 障害支援課、各区地域福祉課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ②移転先における用途
条例別表第２　５６に定める事務（特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手
当若しくは特別障害者手当又は昭和６０年法律第３４号附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関
する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先29 障害支援課、各区地域福祉課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途
条例別表第２　５５に定める事務（特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養
手当の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

71



 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先32 子ども家庭課、各区子育て支援課、総務サービス課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ②移転先における用途
条例別表第２　５８に定める事務（児童手当法（昭和４６年法律第７３号）による児童手当又は特例
給付の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先31 子ども育成課、各区子育て支援課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途 条例別表第２　５７に定める事務（母子保健法による費用の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先34 住宅管理課、住宅改良課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ②移転先における用途
条例別表第２　６１に定める事務（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成５年法律第
５２号）による賃貸住宅の管理に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ○ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先33 医療年金課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途
条例別表第２　５９に定める事務（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）に
よる後期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [ ○

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先36 介護保険課、各区地域福祉課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ②移転先における用途
条例別表第２　６４に定める事務（介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は
保険料の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族、軽自動車税の納税義務者、固定資産税の納税義務者

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先35 生活援護管理課、各区生活援護課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途 条例別表第２　６２に定める事務（中国残留邦人等支援給付等の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）[

[ ○ ] 庁内連携システム [

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

 ②移転先における用途
条例別表第２　６７に定める事務（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律による自立支援給付の支給又は地域生活支援事業の実施に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先38 障害施策推進課、障害支援課、障害福祉サービス化課、各区地域福祉課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 移転先37 感染症対策課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途
条例別表第２　６６に定める事務（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平
成１０年法律第１１４号）による費用の負担又は療養費の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞
1） 1万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法
] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

] 専用線

[

[ ○ ] 庁内連携システム [

 移転先39 障害支援課、各区地域福祉課、幼保推進課、各区子育て支援課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途
条例別表第２　６９に定める事務（子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）による子どものた
めの教育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 移転先40 健康医療推進課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途 条例別表第２　７１に定める事務（堺市胃がんリスク検査の実施に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時
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 ②移転先における用途
条例別表第２　７２に定める事務（国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）による年金である給付若
しくは一時金の支給、保険料の納付に関する処分又は保険料その他徴収金の徴収に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 移転先41 医療年金課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他

 ②移転先における用途
条例別表第２　７４に定める事務（特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律（平成
１６年法律第１６６号）による特別障害給付金の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

（ ）

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 移転先42 医療年金課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

（ ）

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他
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 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 移転先44 保健医療課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途
条例別表第２　７６に定める事務
（難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）による特定医療費の支給に関
する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 移転先43 健康医療推進課、各区保健センター

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途 条例別表第２　７５に定める事務（堺市前立腺がん検査の実施に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 移転先45 医療年金課、各区保険年金課

 ①法令上の根拠 堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

 ②移転先における用途
条例別表第２　７７に定める事務（年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第
102号）による年金生活者支援給付金の支給に関する事務）

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満
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本人の数

[ 10万人以上100万人未満 ]
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

79



 ７．備考

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜堺市における保管場所＞
１　保管場所の態様
　堺市情報セキュリティ対策基準要綱第9条（サーバの導入及び運用）に規定する「(1)サーバは、火災、
水害、ほこり、振動、温度、湿度等の影響を可能な限り排除した場所に設置しなければならない。」及び
第11条（管理区域）に規定する「(1)水害対策及び確実な入退室管理を行うこと。」に基づき、以下の対策
を行っている。
・保管場所は堺市役所本館9階にある無窓の電算機室に設置している。
・電算機室内のサーバ等は、落下しないようにベルトを掛け、又はビス止めするなど転倒及び落下防止
等の耐震対策を行っている。
・電算機室に火災報知器や消火設備等を設置するなどの防火措置を行っている。
・電算機室に漏水センサーを設置するなどの防水措置を行っている。
・電算機室から外部に通ずるドアは最小限とし、入口には監視カメラを設置している。

２　保管場所への立入制限・アクセス制限
　堺市情報セキュリティ対策基準要綱第9条（サーバの導入及び運用）に規定する「(4)操作の権限を有し
ない者に容易に操作されることがないよう、サーバに記録された情報の重要度に応じて設置場所への入
室制限を行うなど適切な措置を講じなければならない。」に基づき、以下の対策を行っている。
・電算機室への入室は許可された者のみが必要な区画のみに立ち入るように制限し、ICカードによる入
退室管理を行っている。
・入室者は、電算機室に入室する場合、身分証明書等を携帯している。
・あらかじめ入室許可を受けていないものが障害等の突発的対応によって電算機室に入る場合は、同
室への入室を許可された職員等が付き添うものとし、外見上職員等と区別できるようにしている。
・サーバ等は施錠できるラックに格納し、第三者による不正操作を防止している。
・サーバは管理者のユーザIDおよびパスワードによる認証によりログインし、許可されていない第三者の
操作を防止している。

中間サーバー・プラットフォームにおける措置
・中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を厳重に管理している。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存されている。

 ②保管期間

 期間 [ 6年以上10年未満
9） 20年以上
6） 5年
3） 2年

8） 10年以上20年未満
5） 4年
2） 1年

7） 6年以上10年未満
4） 3年
1） 1年未満

 その妥当性
地方税法第17条の5に規定
地方税賦課徴収事務に税情報を使用している間保管する。

 ③消去方法

＜堺市における措置＞
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第8条（記録媒体の管理）に規定する「(5)不要となった記録媒体を廃
棄する場合は、データ管理者の許可を得なければならない。この場合において、不要となった記録媒体
については、当該媒体に含まれる情報をいかなる方法によっても復元することができないように消去等
を行った上で、廃棄しなければならない。」及び「(6)重要な情報を記録した記録媒体の廃棄については、
その重要度に応じて、日時、処理担当者及び処理内容を記録するなど適切な処理を行わなければなら
ない。」に基づき、以下の対策を行っている。
・不要となった記録媒体を廃棄する場合は、データ管理者の許可を得ている。
・記録媒体の初期化のみに留まらず、強磁気による情報破壊又は固定値若しくは乱数を書き込むなど
の措置を行い、情報を復元できないように処置した上で廃棄している。
・廃棄を行った処理について、日時、担当者及び処理内容を記録している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者におい
て、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去してい
る。

＜選択肢＞

10） 定められていない

]

80



 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

［宛名・共通］
１．更新年月日、２．更新時刻、３．更新職員番号、４．更新端末ＩＤ、５．更新アクセスコード、６．更新プログラムＩＤ、７．前回更新年月
日、８．前回更新時刻、９．前回更新職員番号、１０．前回更新端末ＩＤ、１１．前回更新アクセスコード、１２．前回更新プログラムＩＤ、１
３．削除フラグ、１４．排他フラグ、１５．自治体識別コード、１６．旧宛名番号、１７．宛名番号、１８．履歴番号、１９．業務コード、２０．世帯
番号、２１．世帯識別番号、２２．住民番号、２３．個人法人区分、２４．個人法人詳細区分、２５．通称名優先区分、２６．通称名区分、２
７．カナ氏名、２８．検索カナ氏名、２９．カナ通称名、３０．カナ名、３１．漢字氏名、３２．検索漢字氏名、３３．漢字通称名、３４．漢字名、
３５．生年月日、３６．和暦生年月日、３７．登録生年月日、３８．性別、３９．続柄１、４０．続柄２、４１．続柄３、４２．続柄４、４３．市内市外
区分、４４．市外住所コード、４５．住所自治体コード、４６．住所町名コード、４７．住所番地コード、４８．住所枝番コード、４９．住所小枝
番コード、５０．住所枝番３コード、５１．住所番地編集区分、５２．住所、５３．方書、５４．郵便番号、５５．電話番号、５６．本籍地、５７．筆
頭者名、５８．前市内市外区分、５９．前市外住所コード、６０．前住所自治体コード、６１．前住所町名コード、６２．前住所番地コード、６
３．前住所枝番コード、６４．前住所小枝番コード、６５．前住所枝番３コード、６６．前住所番地編集区分、６７．前住所、６８．前住所方
書、６９．自治体コード、７０．支所コード、７１．行政区コード、７２．選挙区コード、７３．小学校区コード、７４．中学校区コード、７５．異動
理由コード、７６．異動事由コード、７７．異動事由コード－判定用、７８．国籍コード、７９．登録日、８０．異動日、８１．届出日、８２．住民
日、８３．住民届出日、８４．住定日、８５．住定届出日、８６．消除日、８７．消除届出日、８８．消除事由コード、８９．消除事由コード－判
定用、９０．宛名消除日、９１．宛名消除事由コード、９２．宛名消除事由コード－判定用、９３．在留の資格コード、９４．在留期間開始
日、９５．在留期間終了日、９６．設置日、９７．設置届出日、９８．廃止日、９９．廃止届出日、１００．法人種別コード、１０１．法人種別位
置区分、１０２．産業分類コード、１０３．事業所区分、１０４．本支店区分、１０５．宛名グループ番号、１０６．代表者宛名番号、１０７．共
有者数、１０８．代表者個人法人区分、１０９．送付先有無フラグ、１１０．被特宛人有無フラグ、１１１．通称名有無フラグ、１１２．連絡先
有無フラグ、１１３．特記情報有無フラグ、１１４．関連宛名有無フラグ、１１５．振替口座有無フラグ、１１６．還付口座有無フラグ、１１７．
納組有無フラグ、１１８．共有有無フラグ、１１９．世帯有無フラグ、１２０．共有構成員有無フラグ、１２１．発行禁止有無フラグ、１２２．関
連フラグ１、１２３．関連フラグ２、１２４．関連フラグ３、１２５．関連フラグ４、１２６．関連フラグ５、１２７．関連フラグ６、１２８．関連フラグ
７、１２９．関連フラグ８、１３０．関連フラグ９、１３１．関連フラグ１０、１３２．関連フラグ１１、１３３．関連フラグ１２、１３４．関連フラグ１３、
１３５．関連フラグ１４、１３６．関連フラグ１５、１３７．使用禁止フラグ、１３８．使用禁止異動日、１３９．人的非課税区分－軽自、１４０．人
的非課税区分事由コード－軽自、１４１．人的非課税区分－固定、１４２．人的非課税区分事由コード－固定、１４３．点字フラグ、１４４．
ＤＶフラグ、１４５．氏名外字フラグ、１４６．通称名外字フラグ、１４７．方書外字フラグ、１４８．氏名異動フラグ、１４９．住所異動フラグ、１
５０．事業所グループ番号異動フラグ、１５１．代表者宛名番号異動フラグ、１５２．作成所属自治体コード、１５３．作成所属コード、１５
４．更新所属自治体コード、１５５．更新所属コード、１５６．住民区分、１５７．税目コード、１５８．送付先区分、１５９．カナ支店名、１６０．
漢字支店名、１６１．電話番号区分、１６２．電話番号内線、１６３．特宛人宛名番号、１６４．送付先開始理由コード、１６５．開始日、１６
６．送付先終了理由コード、１６７．終了日、１６８．検索カナ通称名、１６９．検索漢字通称名、１７０．通称名開始理由コード、１７１．通称
名終了理由コード、１７２．連絡先連番、１７３．連絡先最優先区分、１７４．連絡先区分、１７５．ＦＡＸ番号、１７６．連絡先名称、１７７．連
絡先開始理由コード、１７８．連絡先終了理由コード、１７９．連番、１８０．宛名履歴番号、１８１．住所方書、１８２．カナ世帯主名、１８３．
漢字世帯主名、１８４．世帯区分、１８５．異動受付フラグ、１８６．口振種別、１８７．納付種別、１８８．クレジット区分、１８９．金融機関
コード、１９０．支店コード、１９１．口座種別、１９２．口座番号、１９３．名義人カナ氏名、１９４．名義人漢字氏名、１９５．本人区分、１９６．
開始期、１９７．終了期、１９８．口座申込日、１９９．依頼書発行済フラグ、２００．口座通知済フラグ、２０１．口座振替済通知有無フラグ、
２０２．受付番号、２０３．発行制限条件コード、２０４．設定日、２０５．解除日、２０６．発行禁止設定理由コード、２０７．発行禁止解除理
由コード、２０８．関連相手先宛名番号、２０９．最新宛名番号、２１０．連動フラグ、２１１．関連事由コード、２１２．連動処理日、２１３．連
動処理時刻、２１４．連動連番、２１５．連動処理端末名、２１６．履歴修正区分、２１７．履歴修正項目、２１８．連動済フラグ、２１９．連動
エラーフラグ、２２０．連動ファイルＩＤ、２２１．再転入区分、２２２．取消異動事由、２２３．チェックバイト、２２４．備考コード、２２５．アル
ファベット氏名カナ、２２６．アルファベット氏名、２２７．カタカナ表記名、２２８．納税者ＩＤ、２２９．利用者ＩＤ、２３０．所属コード、２３１．職
員番号、２３２．端末ＩＤ、２３３．電子申告利用届出異動事由、２３４．異動年月日、２３５．構成－構成管理情報版番号、２３６．構成－受
付行政機関ＩＤ、２３７．構成－手続ＩＤ、２３８．構成－手続名称、２３９．申告書属性－申告書様式ＩＤ、２４０．申告書属性－申告書様式
名称、２４１．業務手続－業務区分、２４２．業務手続－税務事務所コード、２４３．業務手続－所属コード、２４４．業務手続－受付行政
機関名称、２４５．業務手続－税目区分、２４６．業務手続－作成区分、２４７．業務手続－利用者ＩＤ、２４８．業務手続－税目情報格納
日時、２４９．様式－他有、２５０．様式－利用届出受付日時、２５１．様式－利用届出受付番号、２５２．様式－法人個人区分、２５３．様
式－法人格、２５４．様式－法人格名、２５５．様式－前後区分、２５６．様式－氏名法人名称カナ、２５７．様式－氏名法人名称漢字、２５
８．様式－本支店区分、２５９．様式－事業所名カナ、２６０．様式－事業所名、２６１．様式－郵便番号、２６２．様式－住所コード、２６
３．様式－住所所在地、２６４．様式－ビルマンション名など、２６５．様式－自宅電話番号、２６６．様式－事業所電話番号、２６７．様式
－代表者－氏名カナ、２６８．様式－代表者－氏名、２６９．様式－代表者－郵便番号、２７０．様式－代表者－住所コード、２７１．様式
－代表者－住所、２７２．様式－代表者－ビル名など、２７３．様式－代表者－電話番号、２７４．様式－照会番号、２７５．様式－送付先
－郵便番号、２７６．様式－送付先－住所コード、２７７．様式－送付先－住所、２７８．様式－送付先－ビル名など、２７９．様式－送付
先－所属役職など、２８０．様式－送付先－氏名、２８１．様式－代理人属性、２８２．様式－電子証明－認証局区分、２８３．様式－申告
先税目－地方公共団体、２８４．様式－申告先税目－受付日時、２８５．様式－申告先税目－受付番号、２８６．様式－申告先税目－税
目区分、２８７．様式－申告先税目－税事務所、２８８．様式－申告先税目－事業所名、２８９．様式－申告先税目－事業所住所、２９
０．様式－申告先税目－事業所所在地、２９１．様式－申告先税目－入力区分、２９２．様式－申告先税目－県市区分、２９３．様式－
申告先税目－税目有効区分、２９４．利用者－利用者ＩＤ、２９５．利用者－氏名名称カナ、２９６．利用者－氏名名称、２９７．利用者本店
－所在地、２９８．利用者本店－郵便番号、２９９．利用者本店－電話番号１、３００．利用者本店－電話番号２、３０１．利用者代表者－
代表者名カナ、３０２．利用者代表者－代表者名、３０３．利用者代表者－代表者住所、３０４．利用者代表者－代表者郵便番号、３０５．
利用者代表者－代表者電話番号、３０６．利用者－届出受付番号、３０７．利用者－代理人属性、３０８．利用者－事業所名カナ、３０９．
利用者－事業所名、３１０．利用者－本支店区分、３１１．審査更新－最終更新日、３１２．個人番号、３１３．法人番号、３１４．団体内統
合宛名番号、３１５．登録元コード、３１６．表示フラグ、３１７．信頼性フラグ、３１８．処理ＩＤ、３１９．処理日、３２０．処理時刻、３２１．連動
異動事由、３２２．有効期限開始、３２３．有効期限終了、３２４．支援措置を求める区分、３２５．加害者名、３２６．チェック結果区分、３２
７．更新結果区分、３２８．エラー内容
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

[個人市民税]１．更新年月日、２．更新時刻、３．更新職員番号、４．更新端末ＩＤ、５．更新アクセスコード、６．更新プログラムＩＤ、７．前
回更新年月日、８．前回更新時刻、９．前回更新職員番号、１０．前回更新端末ＩＤ、１１．前回更新アクセスコード、１２．前回更新プログ
ラムＩＤ、１３．削除フラグ、１４．排他フラグ、１５．自治体識別コード、１６．課税年度、１７．宛名番号、１８．自治体コード、１９．履歴番
号、２０．世帯番号、２１．その他扶養、２２．その他障害、２３．エラーメッセージＩＤ、２４．オンバッチ区分、２５．カナ住所、２６．カナ氏名、
２７．カナ通称名、２８．タイムスタンプ日付、２９．タイムスタンプ時刻、３０．データセットレコードのキー、３１．データセット識別項目コー
ド、３２．バッチ締めフラグ、３３．一時所得額総合、３４．一時所得額総合ＲＯＮ属性、３５．一般、３６．一般ＲＯＮ属性、３７．上場株式等
譲渡所得、３８．上場株式等譲渡所得ＲＯＮ属性、３９．上場株式等配当等分離、４０．上場株式等配当等分離ＲＯＮ属性、４１．上株等
譲渡損失繰控額、４２．上株等譲渡損失繰控額ＲＯＮ属性、４３．不動産所得額、４４．不動産所得額ＲＯＮ属性、４５．乙欄区分、４６．事
業所基本履歴番号、４７．事業所家屋敷区分、４８．事業所家屋敷課税区分、４９．事業所履歴番号、５０．事業所廃止理由、５１．事業
所得額、５２．事業所得額ＲＯＮ属性、５３．事業所課税履歴番号、５４．事業所送達履歴コード、５５．事業税開廃業区分、５６．事業税開
廃業年月日、５７．介護納付額－合計、５８．介護納付額－普徴、５９．介護納付額－特徴、６０．住宅借入金等特別控除区分、６１．住
宅借入金等特定取得区分、６２．住定日、６３．住所小枝番コード、６４．住所枝番コード、６５．住所枝番３コード、６６．住所町名コード、
６７．住所番地コード、６８．住所番地編集区分、６９．住所自治体コード、７０．住所、７１．住民日、７２．住民税申告書提出有無、７３．住
民税申告書提出有無ＲＯＮ属性、７４．住民税申告書通知日、７５．住登地住所、７６．住登地市外住所コード、７７．住登地方書、７８．住
登地登録フラグ、７９．余白、８０．併合結果区分、８１．併合結果徴収区分、８２．使用目的区分、８３．修正日時、８４．個人基本勤学区
分、８５．個人基本寡フ区分、８６．個人基本履歴番号、８７．個人基本廃止理由コード、８８．個人基本種別コード、８９．個人法人区分、
９０．個人法人詳細区分、９１．個人番号、９２．個人送達履歴コード、９３．停止依頼処理日、９４．停止依頼処理結果区分、９５．停止依
頼区分、９６．停止依頼月、９７．停止依頼結果受入処理日、９８．停止年月、９９．催告通知書通知日、１００．優先資料番号、１０１．優
先資料種別コード、１０２．元老非該当フラグ、１０３．充当該当フラグ、１０４．先物取引雑所得分離、１０５．先物取引雑所得分離ＲＯＮ
属性、１０６．先物決済損失繰控額ＲＯＮ属性、１０７．先物決済損失繰越控除額、１０８．入力カナ氏名、１０９．入力性別コード、１１０．
入力担当職員番号、１１１．入力生年月日、１１２．入力西暦生年月日、１１３．公年以外総合課税、１１４．公年以外総合課税ＲＯＮ属
性、１１５．公的年金等収入額、１１６．公的年金等収入額ＲＯＮ属性、１１７．公的年金等所得額、１１８．公的年金等所得額ＲＯＮ属性、
１１９．公開終了日、１２０．公開開始日、１２１．内同居老親、１２２．出力履歴、１２３．分離短期譲渡特控前、１２４．分離短期譲渡特控
前ＲＯＮ属性、１２５．分離短期譲渡特控額、１２６．分離短期譲渡特控額ＲＯＮ属性、１２７．分離長期譲渡特控前、１２８．分離長期譲渡
特控前ＲＯＮ属性、１２９．分離長期譲渡特控額、１３０．分離長期譲渡特控額ＲＯＮ属性、１３１．別居の控配扶養親族フラグ、１３２．利
子所得額総合、１３３．利子所得額総合ＲＯＮ属性、１３４．利用者識別番号、１３５．削除フラグ、１３６．前回更新アクセスコード、１３７．
前回更新プログラムＩＤ、１３８．前回更新年月日、１３９．前回更新時刻、１４０．前回更新端末ＩＤ、１４１．前回更新職員番号、１４２．前
年死亡フラグ、１４３．前年１２月３１日年齢、１４４．勤労学生区分、１４５．勤続年数、１４６．医療費控除額、１４７．医療費控除額ＲＯＮ
属性、１４８．医療費特例控除区分、１４９．収納指定番号変更年月、１５０．収納指定番号、１５１．受取方法、１５２．受給者番号、１５３．
合計所得金額、１５４．合計所得金額ＲＯＮ属性、１５５．同居特別障害、１５６．同居特障控配フラグ、１５７．同特、１５８．同特ＲＯＮ属
性、１５９．同老、１６０．同老ＲＯＮ属性、１６１．否認理由コード、１６２．営業等所得額、１６３．営業等所得額ＲＯＮ属性、１６４．回数割
実績フラグ、１６５．回数割額、１６６．国保納付額－合計、１６７．国保納付額－普徴、１６８．国保納付額－特徴、１６９．在留の資格コー
ド、１７０．在留期間終了日、１７１．在留期間開始日、１７２．在籍個人番号、１７３．在籍指定番号、１７４．地震保険料控除額、１７５．地
震保険料控除額ＲＯＮ属性、１７６．均等割区分、１７７．基幹系登録区分、１７８．基礎年金番号付設レベル、１７９．基礎年金番号、１８
０．変更区分、１８１．外国人区分、１８２．外国税額控除適用フラグ、１８３．外字フラグ、１８４．夫あり区分、１８５．媒体区分、１８６．宛
名付設コード、１８７．宛名履歴番号、１８８．宛名番号、１８９．宛名異動日、１９０．宛名異動理由コード、１９１．寡フ区分、１９２．対象者
通知区分、１９３．対象者通知受入処理日、１９４．専従その他、１９５．専従者個人番号確認区分、１９６．専従者個人番号、１９７．専従
者入力カナ氏名、１９８．専従者入力氏名、１９９．専従者入力西暦生年月日、２００．専従者宛名番号、２０１．専従者控除額、２０２．専
従者控除額ＲＯＮ属性、２０３．専従者氏名、２０４．専従者生年月日、２０５．専従者給与額、２０６．専従配偶有無フラグ、２０７．小規模
共済等掛金控除、２０８．小規模共済等掛金控除ＲＯＮ属性、２０９．就職退職区分、２１０．就職退職年月日、２１１．居住用損失額、２１
２．居住用損失額ＲＯＮ属性、２１３．居住開始年月日、２１４．居住開始年月日１、２１５．居住開始年月日２、２１６．居財譲渡損失繰控
額、２１７．居財譲渡損失繰控額ＲＯＮ属性、２１８．届出日、２１９．履歴番号、２２０．山林所得額、２２１．山林所得額ＲＯＮ属性、２２２．
市内市外区分、２２３．市均等割、２２４．市外住所コード、２２５．市所得割、２２６．市町村住借金等特控額、２２７．市町村住借金等特控
額ＲＯＮ属性、２２８．市町村均等割額減免前、２２９．市町村均等割額減免前ＲＯＮ属性、２３０．市町村均等割額、２３１．市町村均等割
額ＲＯＮ属性、２３２．市町村外国税控除額、２３３．市町村外国税控除額ＲＯＮ属性、２３４．市町村寄付金控除、２３５．市町村寄付金控
除ＲＯＮ属性、２３６．市町村所得割額減免前、２３７．市町村所得割額減免前ＲＯＮ属性、２３８．市町村所得割額、２３９．市町村所得割
額ＲＯＮ属性、２４０．市町村配当控除額、２４１．市町村配当控除額ＲＯＮ属性、２４２．平均課税適用フラグ、２４３．年度間減額措置フラ
グ、２４４．年調未済区分、２４５．年金コード、２４６．年金保険者用整理番号２、２４７．年金保険者番号、２４８．年金特徴中止区分、２４
９．年金特徴対象フラグ、２５０．年金特徴済月、２５１．年金特徴管理更新フラグ、２５２．年金特徴管理異動事由、２５３．年金額、２５４．
府均等割、２５５．府所得割、２５６．廃止年月日、２５７．当初イメージパンチフラグ、２５８．後期高齢納付額－合計、２５９．後期高齢納
付額－普徴、２６０．後期高齢納付額－特徴、２６１．従業員宛名番号、２６２．従業員状態区分、２６３．徴収区分、２６４．徴収希望コー
ド、２６５．性別コード、２６６．情報提供者ユーザＩＤ、２６７．情報提供者部署コード、２６８．所得割調整フラグ、２６９．所得割非課税措置
フラグ、２７０．所得控除コード（資料）、２７１．所得控除コード（賦課）、２７２．所得控除件数、２７３．所得控除合計額、２７４．所得控除
合計額ＲＯＮ属性、２７５．所得控除額（資料）、２７６．所得控除額（賦課）、２７７．所得税確申提出有無、２７８．所得税確申提出有無Ｒ
ＯＮ属性、２７９．扶養控除対象、２８０．扶養控除対象ＲＯＮ属性、２８１．扶養控除、２８２．扶養控除ＲＯＮ属性、２８３．扶養親族個人番
号確認区分、２８４．扶養親族個人番号、２８５．扶養親族入力カナ氏名、２８６．扶養親族入力氏名、２８７．扶養親族入力西暦生年月
日、２８８．扶養親族宛名番号、２８９．扶養親族控除額、２９０．扶養親族生年月日、２９１．扶養親族－他、２９２．扶養親族－同居老
親、２９３．扶養親族－特定、２９４．扶養親族－老人、２９５．扶養親族、２９６．扶養関連者区分、２９７．扶養関連者宛名番号、２９８．扶
養関連者状態区分、２９９．扶養関連者異動事由コード、３００．扶養関連者種別コード、３０１．扶養関連者自治体コード、３０２．扶養関
連者解除フラグ、３０３．扶養関連者資料履歴番号、３０４．扶養関連者資料番号、３０５．扶養関連者資料種別コード、３０６．扶養関連
者賦課履歴番号、３０７．扶養障害－他、３０８．扶養障害－同居特障、３０９．扶養障害－特別、３１０．指定番号変更年月、３１１．指定
番号、３１２．排他フラグ、３１３．控配区分、３１４．控除対象勤労学生、３１５．控除対象勤労学生ＲＯＮ属性、３１６．控除対象寡フ、３１
７．控除対象寡フＲＯＮ属性、３１８．控除対象配偶者個人番号確認区分、３１９．控除対象配偶者個人番号、３２０．控除対象配偶者入
力カナ氏名、３２１．控除対象配偶者入力氏名、３２２．控除対象配偶者入力西暦生年月日、３２３．控除対象配偶者宛名番号、３２４．控
除対象配偶者、３２５．控除対象配偶者ＲＯＮ属性、３２６．控除対象障害者、３２７．控除対象障害者ＲＯＮ属性、３２８．摘要欄１、３２９．
摘要欄２、３３０．摘要欄３、３３１．支所コード、３３２．新年度用宛名番号、３３３．方書、３３４．普徴事業所区分、３３５．普徴納付額、３３
６．普徴締めフラグ、３３７．普障、３３８．普障ＲＯＮ属性、３３９．更新アクセスコード、３４０．更新プログラムＩＤ、３４１．更新年月日、３４
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２．更新時刻、３４３．更新端末ＩＤ、３４４．更新職員番号、３４５．更正事由コード、３４６．更正事由強制メッセージ、３４７．更正補足コー
ド１、３４８．更正補足コード２、３４９．最終個人番号、３５０．最終催告通知書通知日、３５１．月別人数１月、３５２．月別人数２月、３５３．
月別人数３月、３５４．月別人数４月、３５５．月別人数５月、３５６．月別人数６月、３５７．月別人数７月、３５８．月別人数８月、３５９．月別
人数９月、３６０．月別人数１０月、３６１．月別人数１１月、３６２．月別人数１２月、３６３．月割額、３６４．月期割額、３６５．期割充当額、
３６６．期割実績フラグ、３６７．期割額、３６８．未公開株式等譲渡所得、３６９．未公開株式等譲渡所得ＲＯＮ属性、３７０．未成年者区
分、３７１．本人専従区分、３７２．本人障害区分、３７３．本年１月１日年齢、３７４．本籍地、３７５．株式等譲渡所得額分離、３７６．株式
等譲渡所得額分離ＲＯＮ属性、３７７．検索カナ氏名、３７８．歳出還付予定金額、３７９．死亡退職区分、３８０．消除日、３８１．済月期、３
８２．減免割合、３８３．減免区分、３８４．減免理由コード、３８５．減免税額、３８６．減免税額ＲＯＮ属性、３８７．滞納繰越予定金額、３８
８．滞納繰越差額金額、３８９．滞納繰越額取得エラーフラグ、３９０．漢字住所、３９１．漢字氏名、３９２．漢字通称名、３９３．災害者区
分、３９４．無申告調査コード、３９５．無申告調査結果コード、３９６．無申告調査結果内容、３９７．版番号、３９８．特例肉用牛所得額、３
９９．特例肉用牛所得額ＲＯＮ属性、４００．特例適用条文コード、４０１．特別障害、４０２．特定個人情報名コード、４０３．特定居住損区
分、４０４．特定扶養、４０５．特定、４０６．特定ＲＯＮ属性、４０７．特居財譲渡損失繰控額、４０８．特居財譲渡損失繰控額ＲＯＮ属性、４
０９．特徴依頼処理日、４１０．特徴依頼処理結果区分、４１１．特徴依頼処理結果受入処理日、４１２．特徴優先資料番号、４１３．特徴
処理結果区分１、４１４．特徴処理結果区分２、４１５．特徴処理結果区分３、４１６．特徴処理結果区分４、４１７．特徴処理結果区分５、４
１８．特徴処理結果区分６、４１９．特徴税額通知書出力区分、４２０．特徴納付額、４２１．特徴締めフラグ、４２２．特普区分、４２３．特株
等譲渡損失繰控額、４２４．特株等譲渡損失繰控額ＲＯＮ属性、４２５．特記コード１、４２６．特記コード２、４２７．特記コード３、４２８．特
記コード４、４２９．特記コード５、４３０．特記コード６、４３１．特記コード７、４３２．特記コード８、４３３．特記コード９、４３４．特記メモ、４３
５．特記入力日、４３６．特記情報、４３７．特障、４３８．特障ＲＯＮ属性、４３９．状態区分、４４０．生命保険料控除額、４４１．生命保険料
控除額ＲＯＮ属性、４４２．生年月日、４４３．生活扶助区分、４４４．生活扶助廃止日、４４５．生活扶助開始日、４４６．申告書提出フラ
グ、４４７．申告特例状態区分、４４８．番号体系、４４９．異動メモ内容、４５０．異動事由、４５１．異動区分、４５２．異動届課税年度、４５
３．異動年月日、４５４．異動戻り先履歴番号、４５５．異動日、４５６．発行自治体コード、４５７．登録区コード、４５８．登録年度、４５９．確
定フラグ、４６０．確定時点、４６１．確申青白区分、４６２．確認区分、４６３．社会保険料控除額、４６４．社会保険料控除額ＲＯＮ属性、４
６５．社会保険料額、４６６．租税条約区分、４６７．移行不整合フラグ、４６８．移行前履歴番号、４６９．税額変更等依頼処理日、４７０．
税額変更等依頼処理結果区分、４７１．税額変更等依頼区分、４７２．税額変更等依頼結果受入処理日、４７３．税額通知区分、４７４．
筆頭者名、４７５．納付額総合計、４７６．納入書区分、４７７．納期特例区分、４７８．納期特例終了年月、４７９．納期特例開始年月、４８
０．納税者住基ＣＳ問い合わせ区分、４８１．納税者個人番号確認区分、４８２．納税者個人番号、４８３．納税者入力カナ氏名、４８４．納
税者入力氏名、４８５．納税者入力西暦生年月日、４８６．納税者宛名番号、４８７．納税者番号、４８８．純損失繰越控除額、４８９．純損
失繰越控除額ＲＯＮ属性、４９０．給与収入額、４９１．給与収入額ＲＯＮ属性、４９２．給与専従者収入額、４９３．給与専従者収入額ＲＯ
Ｎ属性、４９４．給与所得額、４９５．給与所得額ＲＯＮ属性、４９６．給与支払者番号、４９７．給与支払額、４９８．給報種別コード、４９９．
統合宛名番号、５００．続柄コード、５０１．総合短期譲渡特控前、５０２．総合短期譲渡特控前ＲＯＮ属性、５０３．総合短期譲渡特控額、
５０４．総合短期譲渡特控額ＲＯＮ属性、５０５．総合長期譲渡特控前、５０６．総合長期譲渡特控前ＲＯＮ属性、５０７．総合長期譲渡特
控額、５０８．総合長期譲渡特控額ＲＯＮ属性、５０９．総所得金額等、５１０．総所得金額等ＲＯＮ属性、５１１．総所得金額、５１２．総所
得金額ＲＯＮ属性、５１３．総括表区分、５１４．総括表資料番号、５１５．繰越控除額、５１６．繰越控除額ＲＯＮ属性、５１７．翌年廃止理
由コード、５１８．翌年申告書発送区分、５１９．老人扶養、５２０．老人、５２１．老人ＲＯＮ属性、５２２．老年者区分、５２３．自動生成フラ
グ、５２４．自治体コード、５２５．自治体識別コード、５２６．葬祭費、５２７．親データセットレコードのキー、５２８．証明年度、５２９．証明
書区分、５３０．証明書番号、５３１．課税区分、５３２．課税年度、５３３．課税年度ＲＯＮ属性、５３４．課税所得額課税標準額、５３５．課
税所得額課税標準額ＲＯＮ属性、５３６．調定データ区分、５３７．調定不整合フラグ、５３８．調定年度、５３９．調定表出力日、５４０．警
告メッセージ、５４１．警告メッセージＩＤ、５４２．譲渡所得額分離、５４３．譲渡所得額分離ＲＯＮ属性、５４４．譲渡所得額総合、５４５．譲
渡所得額総合ＲＯＮ属性、５４６．資料仮登録フラグ、５４７．資料併合済フラグ、５４８．資料収入種別コード、５４９．資料履歴番号、５５
０．資料廃止理由コード、５５１．資料番号、５５２．資料種別コード、５５３．資料種別、５５４．資料連絡箋出力対象フラグ、５５５．資料連
絡箋出力理由コード、５５６．賦課履歴番号、５５７．賦課更正事由コード、５５８．賦課課税区分、５５９．農業所得額、５６０．農業所得額
ＲＯＮ属性、５６１．退職による減フラグ、５６２．退職以外による減フラグ、５６３．退職所得額総合、５６４．退職所得額総合ＲＯＮ属性、５
６５．退職金額、５６６．送付先、５６７．送付通知書区分、５６８．通知先アドレス更新日、５６９．通知先アドレス、５７０．通知日、５７１．通
知書番号等、５７２．通知書番号、５７３．通称名優先区分、５７４．連携対象区分、５７５．連番、５７６．連絡先、５７７．郵便番号、５７８．
都道府県均等割額、５７９．都道府県均等割額ＲＯＮ属性、５８０．都道府県所得割額、５８１．都道府県所得割額ＲＯＮ属性、５８２．配偶
者控除等、５８３．配偶者控除等ＲＯＮ属性、５８４．配偶者氏名、５８５．配偶者特別控除額、５８６．配偶者特別控除額ＲＯＮ属性、５８
７．配偶者生年月日、５８８．配当所得額総合、５８９．配当所得額総合ＲＯＮ属性、５９０．開始月期、５９１．関連指定番号、５９２．障害
者控除、５９３．障害者控除ＲＯＮ属性、５９４．雑所得額総合、５９５．雑所得額総合ＲＯＮ属性、５９６．雑損失繰越控除額、５９７．雑損
失繰越控除額ＲＯＮ属性、５９８．雑損控除額、５９９．雑損控除額ＲＯＮ属性、６００．非課税コード、６０１．１６歳未満扶養者数、６０２．１
６歳未満扶養者数ＲＯＮ属性、６０３．１６歳未満扶養親族、６０４．１６歳未満扶養親族ＲＯＮ属性、６０５．ＣＳＶファイル名、６０６．ＸＭＬ
ファイル名、６０７．市住借金特控額移譲前、６０８．市住借金特控額移譲前ＲＯＮ属性、６０９．市寄附金控除額移譲前－ＮＭ、６１０．市
寄附金控除額移譲前ＲＯＮ属性、６１１．市所得割額移譲前－ＮＭ、６１２．市所得割額移譲前ＲＯＮ属性－ＣＨ、６１３．新年度受取方
法、６１４．新年度通知先アドレス、６１５．新年度通知先アドレス更新日
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

［固定資産税］
１．更新年月日、２．更新時刻、３．更新職員番号、４．更新端末ＩＤ、５．更新アクセスコード、６．更新プログラムＩＤ、７．前回更新年月
日、８．前回更新時刻、９．前回更新職員番号、１０．前回更新端末ＩＤ、１１．前回更新アクセスコード、１２．前回更新プログラムＩＤ、１
３．町丁コード、１４．字コード、１５．町丁名カナ、１６．町丁名漢字、１７．地区コード、１８．市街化区分、１９．自治体コード、２０．編集区
分、２１．番地編集区分、２２．番地名称、２３．名称編集フラグ、２４．減額コードＩＤ、２５．減額コード値、２６．正式名称、２７．略称、２８．
条文、２９．土地使用フラグ、３０．家屋使用フラグ、３１．償却使用フラグ、３２．賦課使用フラグ、３３．減額種類区分、３４．減額適用区
分、３５．適用開始年度、３６．適用終了年度、３７．判定開始年月日、３８．判定終了年月日、３９．分子、４０．分母、４１．適用年数、４
２．特殊計算区分、４３．概要調書連携用コード値、４４．予備フラグ、４５．予備数字、４６．予備文字、４７．予備領域、４８．区分、４９．共
通－最新年度、５０．共通－保有可能年数、５１．共通－オンライン更新開始年度、５２．共通－一期一括徴収税額、５３．共通－年税切
り捨て額、５４．共通－期別切り捨て額、５５．共通－課標切り捨て額、５６．共通－当初中フラグ、５７．共通－オンライン決裁フラグ、５
８．共通－税目単位コード、５９．共通－家屋課税明細出力区分、６０．共通－持分違い管理区分、６１．共通－土地家屋決裁年月日、６
２．共通－償却決裁年月日、６３．共通－即時連動開始年月日、６４．共通－即時連動終了年月日、６５．土地－農地本則年度、６６．土
地－宅地等本則年度、６７．土地－単価算出区分、６８．土地－特定市フラグ、６９．土地－仮換地番号コード、７０．土地－評価額単価
区分、７１．土地－不整形地計算開始年度、７２．土地－面積計算開始年度、７３．土地－通路開設計算開始年度、７４．土地－無道路
地計算開始年度、７５．土地－三角地計算開始年度、７６．家屋－評価替フラグ、７７．家屋－評価計算開始年度、７８．償却－決定区
分、７９．償却－償却最新年度、８０．償却－みなし課税フラグ、８１．償却－異動入力開始年月日、８２．償却－異動入力終了年月日、
８３．編集－土地所在地コード、８４．編集－家屋所在地コード、８５．編集－家屋番号コード、８６．管理番号区分、８７．年度、８８．管理
番号、８９．共通－自治体識別コード、９０．共通－課税年度、９１．共通－基準年度、９２．共通－固定資産税率、９３．共通－都市計画
税率、９４．共通－土地免税点、９５．共通－家屋免税点、９６．共通－償却資産免税点、９７．家屋－新軽床面積要件下限、９８．家屋
－新軽床面積要件貸家下限、９９．家屋－新軽床面積要件上限、１００．家屋－新軽対象床面積上限、１０１．償却－課標上限額、１０
２．自治体識別コード、１０３．閉鎖区分、１０４．課非区分、１０５．課税年度、１０６．土地物件番号、１０７．号番、１０８．室番、１０９．履
歴番号、１１０．物件所在地町丁コード、１１１．物件所在地字コード、１１２．物件所在地本番、１１３．物件所在地枝番、１１４．物件所在
地分離、１１５．物件所在地編集コード、１１６．物件所在地漢字、１１７．複合利用用地合算区分、１１８．画地番号、１１９．画地番号区
分、１２０．画地判定区分、１２１．分合筆元先区分、１２２．分合筆受付年月日、１２３．土地表示受付年月日、１２４．土地表示原因年月
日、１２５．土地表示変更区分、１２６．土地表示の目的コード、１２７．土地表示原因コード、１２８．土地表示受付番号、１２９．登記地目
コード、１３０．登記地積、１３１．土地権利受付年月日、１３２．土地権利原因年月日、１３３．土地権利変更区分、１３４．土地権利の目的
コード、１３５．土地権利原因コード、１３６．土地権利受付番号、１３７．義務者宛名番号、１３８．義務者持分番号、１３９．個人法人区
分、１４０．名義人宛名番号、１４１．名義人持分番号、１４２．名義人氏名、１４３．名義人住所、１４４．所有者判定区分、１４５．農地区
分、１４６．農地転用区分、１４７．農地転用目的コード、１４８．農地転用条項区分、１４９．農地転用年月日、１５０．農地転用期限、１５
１．標準地番号、１５２．比準土地物件番号、１５３．比準地目コード、１５４．比準割合、１５５．一筆造成費コード、１５６．一筆造成費深
さ、１５７．都市計画区分、１５８．市街化適用年度、１５９．土地調査年月日、１６０．未調査区分、１６１．異動年月日、１６２．評価区分、
１６３．評価方法区分、１６４．課税地目コード、１６５．課税地積、１６６．現況地積、１６７．現況原因事由コード、１６８．敷地権判定区分、
１６９．地図番号、１７０．図面番号、１７１．仮換地番号、１７２．区画整理区分、１７３．農業用施設用地区分、１７４．宅地比準区分、１７
５．類似土地物件番号、１７６．水利組合詳細コード、１７７．水利組合開始年度、１７８．水利組合終了年度、１７９．市街化編入年度区
分、１８０．施行区域コード、１８１．土地非課税コード、１８２．土地非課税開始年度、１８３．土地非課税終了年度、１８４．土地非課税適
用区分、１８５．土地非課税地積、１８６．土地特例コード、１８７．土地特例開始年度、１８８．土地特例終了年度、１８９．土地特例率分
子、１９０．土地特例率分母、１９１．土地特例適用区分、１９２．土地特例地積、１９３．軽減理由コード、１９４．土地軽減コード、１９５．土
地軽減開始年度、１９６．土地軽減終了年度、１９７．土地軽減率分子、１９８．土地軽減率分母、１９９．土地軽減適用区分、２００．土地
軽減地積、２０１．土地減免コード、２０２．土地減免開始年度、２０３．土地減免開始期、２０４．土地減免終了年度、２０５．土地減免終了
期、２０６．土地減免率分子、２０７．土地減免率分母、２０８．土地減免適用区分、２０９．土地減免地積、２１０．土地猶予免除コード、２
１１．土地猶予免除開始年度、２１２．土地猶予免除開始期、２１３．土地猶予免除課税開始期、２１４．土地猶予免除終了年度、２１５．
土地猶予免除終了期、２１６．土地猶予免除率分子、２１７．土地猶予免除率分母、２１８．土地猶予免除適用区分、２１９．土地猶予免
除地積、２２０．使用制限階数区分、２２１．地上阻害物補正率、２２２．制限荷重、２２３．地下阻害物補正率、２２４．高圧線下地積、２２
５．崖地地積、２２６．都市計画施設用地地積、２２７．都市計画施設用地変更地積、２２８．拡幅指定補正地積、２２９．拡幅指定補正変
更地積、２３０．一筆補正コード、２３１．一筆補正コード枝番、２３２．一筆補正開始年、２３３．一筆補正終了年、２３４．一筆補正率、２３
５．追加一筆補正率有無フラグ、２３６．前年度評価額、２３７．一筆平米当り評点数、２３８．本年度評価額、２３９．Ｓ農地単価、２４０．価
格単位区分、２４１．前年度価格、２４２．本年度価格、２４３．按分率、２４４．地積強制入力フラグ、２４５．小規模住宅用地割合、２４６．
小規模地積、２４７．小規外住宅用地割合、２４８．小規外地積、２４９．非住宅割合、２５０．非住宅地積、２５１．固定小規模課標額評価
額、２５２．固定小規模課標額本則、２５３．固定小規模課標額前年度、２５４．固定小規模課標額負担水準、２５５．固定小規模課標額
負担調整率、２５６．固定小規模課標額本年度、２５７．固定小規模負担調整区分、２５８．固定小規模本則区分、２５９．固定小規模課
標額本年度特例前、２６０．固定小規模類似土地比準割合、２６１．固定小規外課標額評価額、２６２．固定小規外課標額本則、２６３．
固定小規外課標額前年度、２６４．固定小規外課標額負担水準、２６５．固定小規外課標額負担調整率、２６６．固定小規外課標額本年
度、２６７．固定小規外負担調整区分、２６８．固定小規外本則区分、２６９．固定小規外課標額本年度特例前、２７０．固定小規外類似
土地比準割合、２７１．固定非住宅課標額評価額、２７２．固定非住宅課標額本則、２７３．固定非住宅課標額前年度、２７４．固定非住
宅課標額負担水準、２７５．固定非住宅課標額負担調整率、２７６．固定非住宅課標額本年度、２７７．固定非住宅負担調整区分、２７
８．固定非住宅本則区分、２７９．固定非住宅課標額本年度特例前、２８０．固定非住宅類似土地比準割合、２８１．固定非住宅課標額
条例前年度、２８２．固定非住宅課標額条例本年度、２８３．固定非住宅課標額条例本年度特例、２８４．固定非住宅条例類似土地比準
割合、２８５．固定課税標準額合計評価額、２８６．固定課税標準額合計本則、２８７．固定課税標準額合計前年度、２８８．固定課税標
準額合計本年度、２８９．固定課税標準額合計本年度特例前、２９０．固定特例課標額、２９１．固定軽減課標額、２９２．固定軽減税額、
２９３．固定減免課標、２９４．固定減免税額、２９５．固定条例減税額、２９６．固定徴収猶予税額、２９７．固定免除税額、２９８．固定徴
収猶予期別税額、２９９．固定決定徴収猶予税額、３００．固定相当算出税額、３０１．都計小規模課標額評価額、３０２．都計小規模課
標額本則、３０３．都計小規模課標額前年度、３０４．都計小規模課標額負担水準、３０５．都計小規模課標額負担調整率、３０６．都計
小規模課標額本年度、３０７．都計小規模負担調整区分、３０８．都計小規模本則区分、３０９．都計小規模課標額本年度特例前、３１
０．都計小規模類似土地比準割合、３１１．都計小規外課標額評価額、３１２．都計小規外課標額本則、３１３．都計小規外課標額前年
度、３１４．都計小規外課標額負担水準、３１５．都計小規外課標額負担調整率、３１６．都計小規外課標額本年度、３１７．都計小規外
負担調整区分、３１８．都計小規外本則区分、３１９．都計小規外課標額本年度特例前、３２０．都計小規外類似土地比準割合、３２１．
都計非住宅課標額評価額、３２２．都計非住宅課標額本則、３２３．都計非住宅課標額前年度、３２４．都計非住宅課標額負担水準、３２
５．都計非住宅課標額負担調整率、３２６．都計非住宅課標額本年度、３２７．都計非住宅負担調整区分、３２８．都計非住宅本則区分、
３２９．都計非住宅課標額本年度特例前、３３０．都計非住宅類似土地比準割合、
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３３１．都計非住宅課標額条例前年度、３３２．都計非住宅課標額条例本年度、３３３．都計非住宅課標額条例本年度特例、３３４．都計
非住宅条例類似土地比準割合、３３５．都計課税標準額合計評価額、３３６．都計課税標準額合計本則、３３７．都計課税標準額合計前
年度、３３８．都計課税標準額合計本年度、３３９．都計課税標準額合計本年度特例前、３４０．都計特例課標額、３４１．都計軽減課標
額、３４２．都計軽減税額、３４３．都計減免課標、３４４．都計減免税額、３４５．都計条例減税額、３４６．都計徴収猶予税額、３４７．都計
免除税額、３４８．都計徴収猶予期別税額、３４９．都計決定徴収猶予税額、３５０．都計相当算出税額、３５１．農地並課税標準額、３５
２．前年地目コード、３５３．標準地区分、３５４．土地更正年月日、３５５．土地更正事由コード、３５６．土地更正中フラグ、３５７．画地住
非区分、３５８．画地住宅用地割合、３５９．画地住宅戸数、３６０．区分所有宛名番号、３６１．家屋物件番号、３６２．区分所有持分分
子、３６３．区分所有持分分母、３６４．区分所有減免コード、３６５．区分所有減免率分子、３６６．区分所有減免率分母、３６７．区分所有
減免適用区分、３６８．区分所有免税点区分、３６９．計算不整合フラグ、３７０．価格凍結区分、３７１．価格凍結年度、３７２．価格、３７
３．日本語項目名、３７４．画地構成区分、３７５．画地総地積、３７６．図面上の地積、３７７．平米当り評点数、３７８．控除前評点数、３７
９．画地筆数、３８０．正面路線番号、３８１．正面間口距離実測、３８２．正面奥行距離実測、３８３．正面水路幅員、３８４．正面低差、３８
５．正面高低差、３８６．正面その他補正率、３８７．正面奥行価格逓減率、３８８．正面間口狭小補正率、３８９．正面奥行長大補正率、３
９０．正面水路補正率、３９１．正面低差補正率、３９２．正面高低差補正率、３９３．正面評点数、３９４．加算路線番号、３９５．加算間口
距離実測、３９６．加算奥行距離実測、３９７．加算水路幅員、３９８．加算低差、３９９．加算高低差、４００．加算その他補正率、４０１．加
算奥行価格逓減率、４０２．加算間口狭小補正率、４０３．加算奥行長大補正率、４０４．加算水路補正率、４０５．加算低差補正率、４０
６．加算高低差補正率、４０７．加算加算率、４０８．加算角地区分、４０９．加算評点数、４１０．不整形想定間口実測、４１１．不整形想定
奥行実測、４１２．想定整形地積、４１３．蔭地割合、４１４．不整形地補正率、４１５．不整形地補正率採用区分、４１６．採用不整形地補
正率、４１７．無道路近い奥行実測、４１８．通路開設補正率、４１９．無道路遠い奥行実測、４２０．無道路奥行価格逓減率、４２１．無道
路地補正率、４２２．無道路補正率、４２３．道路幅員実測、４２４．道路幅員補正率、４２５．道路条件補正率、４２６．広大地補正率、４２
７．宅地比準割合コード、４２８．宅地比準割合、４２９．私道適用フラグ、４３０．私道補正率、４３１．鉄塔敷適用フラグ、４３２．鉄塔敷補
正率、４３３．方位区分、４３４．崖地総地積、４３５．崖地補正率、４３６．高圧線下区分、４３７．高圧線下総地積、４３８．高圧線下補正
率、４３９．決定認可区分、４４０．都市計画施設用地計画決定年度、４４１．都市計画施設用地総地積、４４２．都市計画施設用地補正
率、４４３．都市計画施設用地計画変更年度、４４４．都市計画施設用地変更総地積、４４５．都市計画施設用地変更補正率、４４６．道
路指定区分、４４７．拡幅指定補正決定年度、４４８．拡幅指定補正総地積、４４９．拡幅指定補正率、４５０．変更道路指定区分、４５１．
拡幅指定補正変更年度、４５２．拡幅指定補正変更総地積、４５３．拡幅指定補正変更補正率、４５４．奥行きＡ、４５５．標準地比準方式
区分、４５６．面積補正率採用区分、４５７．面積補正率、４５８．造成費コード、４５９．造成費深さ、４６０．造成費採用区分、４６１．旧正
面路線番号、４６２．旧正面間口距離実測、４６３．旧正面奥行距離実測、４６４．旧正面奥行価格逓減率、４６５．旧正面間口狭小補正
率、４６６．旧正面奥行長大補正率、４６７．旧正面奥行短小補正率、４６８．旧正面評点数、４６９．旧側方路線番号、４７０．旧側方間口
距離実測、４７１．旧側方奥行距離実測、４７２．旧側方奥行価格逓減率、４７３．旧側方間口狭小補正率、４７４．旧側方奥行長大補正
率、４７５．旧側方奥行短小補正率、４７６．旧側方加算率、４７７．旧側方角地区分、４７８．旧側方評点数、４７９．旧二方路線番号、４８
０．旧二方間口距離実測、４８１．旧二方奥行距離実測、４８２．旧二方奥行価格逓減率、４８３．旧二方間口狭小補正率、４８４．旧二方
奥行長大補正率、４８５．旧二方奥行短小補正率、４８６．旧二方加算率、４８７．旧二方評点数、４８８．三角地区分、４８９．三角地角
度、４９０．三角地地積、４９１．三角地補正率、４９２．画地補正コード、４９３．画地補正コード枝番、４９４．画地補正開始年、４９５．画地
補正終了年、４９６．画地補正率、４９７．追加画地補正率有無フラグ、４９８．非住宅コード、４９９．住非区分、５００．住宅用地割合、５０
１．住宅戸数、５０２．家屋延床面積、５０３．画地更正中フラグ、５０４．類似宅地物件番号、５０５．排他フラグ、５０６．標準地路線価番
号、５０７．街路区分、５０８．状況類似番号、５０９．鑑定価格、５１０．閉鎖年度、５１１．主要路線価番号、５１２．路線価、５１３．単価、５
１４．用途地区区分、５１５．用途比地コード、５１６．標準地間口距離、５１７．標準地奥行距離、５１８．時点修正率、５１９．建築規制コー
ド、５２０．道路通路コード、５２１．土地管理番号区分、５２２．補正コード、５２３．補正コード枝番、５２４．補正開始年、５２５．補正終了
年、５２６．補正率、５２７．特記情報、５２８．土地一筆更新前、５２９．土地一筆価格更新前、５３０．画地更新前、５３１．土地一筆更新
後、５３２．土地一筆価格更新後、５３３．画地更新後、５３４．課税土地一筆更新前、５３５．課税土地一筆価格更新前、５３６．課税画地
更新前、５３７．課税土地一筆更新後、５３８．課税土地一筆価格更新後、５３９．課税画地更新後、５４０．標準地路線価更新前、５４１．
標準地路線価更新後、５４２．分合筆区分、５４３．表示受付年月日、５４４．補正名称、５４５．補正枝番名称、５４６．直接入力可能区
分、５４７．開始年、５４８．終了年、５４９．該当フラグ、５５０．家屋所在地町丁コード、５５１．家屋所在地字コード、５５２．家屋所在地本
番、５５３．家屋所在地枝番、５５４．家屋所在地外筆、５５５．家屋所在地編集コード、５５６．家屋所在地漢字、５５７．検票番号、５５８．
未登記区分、５５９．家屋番号町丁コード、５６０．家屋番号字コード、５６１．家屋番号本番、５６２．家屋番号枝番、５６３．家屋番号編集
コード、５６４．家屋番号漢字、５６５．棟番、５６６．建物名称、５６７．該当階、５６８．規約共用区分、５６９．共用区分、５７０．登記所在地
町丁コード、５７１．登記所在地字コード、５７２．登記所在地本番、５７３．登記所在地枝番、５７４．登記所在地外筆、５７５．登記所在地
編集コード、５７６．登記所在地漢字、５７７．登記種類コード、５７８．登記構造コード、５７９．登記屋根コード、５８０．登記階層地上、５８
１．登記階層地下、５８２．登記床面積一階、５８３．登記床面積二階以上、５８４．登記床面積地下、５８５．登記延床面積、５８６．家屋表
示変更区分、５８７．家屋表示の目的コード、５８８．家屋表示受付年月日、５８９．家屋表示原因コード、５９０．家屋表示原因年月日、５
９１．家屋表示受付番号、５９２．家屋権利変更区分、５９３．家屋権利の目的コード、５９４．家屋権利受付年月日、５９５．家屋権利原因
コード、５９６．家屋権利原因年月日、５９７．家屋権利受付番号、５９８．仮換地フラグ、５９９．家屋一棟更正年月日、６００．家屋一棟更
正事由コード、６０１．家屋一棟更正中フラグ、６０２．建物番号、６０３．明細番号、６０４．主たる明細区分、６０５．木非区分、６０６．プレ
ハブ区分、６０７．明細用途コード、６０８．明細構造コード、６０９．明細屋根コード、６１０．明細種類コード、６１１．明細階層地上、６１２．
明細階層地下、６１３．明細床面積一階、６１４．明細床面積二階以上、６１５．明細床面積地下、６１６．明細延床面積、６１７．住宅部分
床面積、６１８．非住宅部分床面積、６１９．共用部住宅床面積、６２０．共用部非住宅床面積、６２１．家屋非課税コード、６２２．家屋非課
税開始年度、６２３．家屋非課税終了年度、６２４．家屋非課税適用区分、６２５．家屋非課税床面積、６２６．家屋特例コード、６２７．家屋
特例開始年度、６２８．家屋特例終了年度、６２９．家屋特例率分子、６３０．家屋特例率分母、６３１．家屋特例適用区分、６３２．家屋特
例床面積、６３３．家屋軽減コード、６３４．家屋軽減開始年度、６３５．家屋軽減終了年度、６３６．家屋軽減率分子、６３７．家屋軽減率分
母、６３８．家屋軽減適用区分、６３９．家屋軽減床面積、６４０．家屋軽減住宅戸数、６４１．家屋軽減切れフラグ、６４２．家屋減免コー
ド、６４３．家屋減免開始年度、６４４．家屋減免開始期、６４５．家屋減免終了年度、６４６．家屋減免終了期、６４７．家屋減免率分子、６
４８．家屋減免率分母、６４９．家屋減免適用区分、６５０．家屋減免床面積、６５１．当初平米当再建築費評点数、６５２．前基準年平米
当再建築費評点数、６５３．平米当再建築費評点数、６５４．前基準年再建築費評点数、６５５．再建築費評点数、６５６．前基準年評価
額、６５７．評価額強制入力フラグ、６５８．評価額、６５９．設計管理費、６６０．補正増減率、６６１．補正増減率理由、６６２．減価処置年
度、６６３．前基準年理論評価額、６６４．理論評価額、６６５．前基準年上昇率、６６６．上昇率、６６７．前基準年経年減点補正率、６６８．
経年減点補正率、６６９．一点単価、６７０．積雪補正率、６７１．損耗補正率、６７２．需給補正率、６７３．不均衡、６７４．その他の補正
率、６７５．比準コード、６７６．比準検票、６７７．耐用年数、６７８．発行禁止フラグ、６７９．新減非該当コード、６８０．未完成コード、６８
１．評価戸数、６８２．分離課税区分、６８３．登記建築日、６８４．建築年次、６８５．建築事由コード、６８６．調査年月日、６８７．明細原因
事由コード、６８８．明細原因年月日、６８９．明細都市計画区分、６９０．固定課税標準額、
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６９１．都計課税標準額、６９２．固定特例課税標準額、６９３．都計特例課税標準額、６９４．固定軽減課税標準額、６９５．都計軽減課税
標準額、６９６．固定減免課税標準額、６９７．都計減免課税標準額、６９８．家屋明細更正年月日、６９９．家屋明細更正事由コード、７０
０．家屋明細更正中フラグ、７０１．按分元宛名番号、７０２．按分元家屋物件番号、７０３．按分元号番、７０４．按分元室番、７０５．規約
共用分専有床面積合計、７０６．規約共用分専有床面積、７０７．規約按分区分、７０８．共有者宛名番号、７０９．人数、７１０．構成員宛
名番号、７１１．構成員持分番号、７１２．住宅割合、７１３．敷地権コード、７１４．敷地権持分分子、７１５．敷地権持分分母、７１６．区分
所有非課税コード、７１７．区分所有非課税開始年度、７１８．区分所有非課税終了年度、７１９．区分所有非課税適用区分、７２０．区分
所有減免開始年度、７２１．区分所有減免開始期、７２２．区分所有減免終了年度、７２３．区分所有減免終了期、７２４．区分所有更正
事由コード、７２５．区分所有更正年月日、７２６．規約分専有床面積合計、７２７．一般分専有床面積合計、７２８．専有床面積、７２９．種
類コード、７３０．関連家屋物件番号、７３１．関連家屋号番、７３２．棟数、７３３．明細数、７３４．家屋更正年月日、７３５．家屋更正事由
コード、７３６．家屋更正中フラグ、７３７．家屋一棟未登記区分、７３８．家屋一棟予備フラグ、７３９．家屋一棟予備数字、７４０．家屋一
棟予備文字、７４１．家屋一棟予備領域、７４２．家屋明細未登記区分、７４３．家屋明細予備フラグ、７４４．家屋明細予備数字、７４５．
家屋明細予備文字、７４６．家屋明細予備領域、７４７．外筆区分、７４８．外筆管理番号、７４９．地上地下フラグ、７５０．階数、７５１．床
面積、７５２．更新前一棟情報、７５３．更新前明細情報、７５４．更新後一棟情報、７５５．更新後明細情報、７５６．更新前課税一棟集計
情報、７５７．更新後課税一棟集計情報、７５８．上昇率構造区分、７５９．上昇率用途区分、７６０．基準年度、７６１．表ＮＯ、７６２．評点
数構成区、７６３．経過年数、７６４．評点数、７６５．表示名称、７６６．開始年度、７６７．一点単価木造、７６８．一点単価非木造、７６９．
一点単価簡易木造、７７０．一点単価簡易非木造、７７１．積寒補正率木造、７７２．積寒補正率非木造、７７３．宛名番号、７７４．償却更
正事由コード、７７５．償却更正年月日、７７６．屋号、７７７．合算区分、７７８．償却グループ番号、７７９．業種種目コード、７８０．資本
金、７８１．事業開始年月日、７８２．決算期、７８３．担当者氏名、７８４．担当者電話番号、７８５．税理士宛名番号、７８６．税理士コー
ド、７８７．税理士変更年月日、７８８．税理士氏名、７８９．税理士電話番号、７９０．税理士住所、７９１．短縮年数資産有無フラグ、７９
２．増加償却資産有無フラグ、７９３．非課税資産有無フラグ、７９４．課税特例資産有無フラグ、７９５．特別償却圧縮記帳有無フラグ、７
９６．償却方法、７９７．青色申告有無フラグ、７９８．資産の所在地市内市外区分、７９９．資産の所在地市外住所コード、８００．資産の
所在地住所自治体コード、８０１．資産の所在地住所町名コード、８０２．資産の所在地住所番地コード、８０３．資産の所在地住所枝番
コード、８０４．資産の所在地住所小枝番コード、８０５．資産の所在地住所番地編集区分、８０６．資産の所在地漢字、８０７．事業所用
家屋の所有区分、８０８．借用資産有無フラグ、８０９．申告書発送番号、８１０．申告書発送年月日、８１１．申告書受付年月日、８１２．
申告状況区分、８１３．申告区分、８１４．申告書発送区分、８１５．催告状況、８１６．実地調査対象区分、８１７．減免資産有無フラグ、８
１８．家屋除外分区分、８１９．削除フラグ、８２０．償却更正中フラグ、８２１．前年度帳簿価額、８２２．前年度帳簿価額合計、８２３．前年
度評価額合計、８２４．前年前取得価額、８２５．前年前取得価額合計、８２６．前年中減少価額、８２７．前年中減少価額合計、８２８．前
年中取得価額、８２９．前年中取得価額合計、８３０．取得価額、８３１．取得価額合計、８３２．帳簿価額、８３３．帳簿価額合計、８３４．評
価額合計、８３５．決定価格区分、８３６．決定価格、８３７．決定価格合計、８３８．課税標準額、８３９．課税標準額合計、８４０．減免相当
帳簿価額、８４１．減免相当帳簿価額合計、８４２．減免相当評価額、８４３．減免相当評価額合計、８４４．減免対象課標、８４５．減免対
象課標合計、８４６．減免税額帳簿、８４７．減免税額帳簿合計、８４８．減免税額評価、８４９．減免税額評価合計、８５０．減免税額、８５
１．減免税額合計、８５２．特例減少帳簿価額、８５３．特例減少帳簿価額合計、８５４．特例減少評価額、８５５．特例減少評価額合計、８
５６．特例減少課標、８５７．特例減少課標合計、８５８．免税点判定、８５９．明細数合計、８６０．種類区分、８６１．資産コード、８６２．資
産名称、８６３．数量、８６４．増加事由コード、８６５．取得年月、８６６．取得特例日区分、８６７．耐用年数変更年度、８６８．耐用年数変
更耐年、８６９．申告年度、８７０．償却特例コード、８７１．償却特例率分子、８７２．償却特例率分母、８７３．償却特例開始年度、８７４．
償却特例終了年度、８７５．減少事由コード、８７６．減少区分、８７７．減少年月、８７８．減少取得価額、８７９．増加償却率、８８０．増加
償却月、８８１．陳腐化年度、８８２．陳腐化耐用年数、８８３．残存率帳簿、８８４．残存率評価、８８５．本年度帳簿価額、８８６．控除帳簿
価額、８８７．控除評価額、８８８．加算帳簿価額、８８９．加算評価額、８９０．課税標準帳簿価額、８９１．課税標準評価額、８９２．帳簿価
額限度額フラグ、８９３．評価額限度額フラグ、８９４．償却非課税コード、８９５．償却減免コード、８９６．償却減免率分子、８９７．償却減
免率分母、８９８．償却減免開始年度、８９９．償却減免開始期、９００．償却減免終了年度、９０１．償却減免終了期、９０２．災害コード、
９０３．その他補正コード、９０４．分離対象家屋物件番号、９０５．分離対象号番、９０６．分離対象室番、９０７．特例減免対象区分、９０
８．償却強制修正区分、９０９．課税保留区分、９１０．償却調査年月日、９１１．調査場所区分、９１２．発見取得価格、９１３．調査内容、
９１４．職員番号、９１５．申告受付日、９１６．氏名漢字、９１７．償却課標異動前、９１８．償却課標異動後、９１９．償却明細異動前、９２
０．償却明細異動後、９２１．申告連番、９２２．受付番号、９２３．プレ申告作成年月日、９２４．プレ申告送信有無フラグ、９２５．減価率区
分、９２６．減価率、９２７．税目コード、９２８．調定年度、９２９．通知書番号、９３０．決定書番号、９３１．納税組合番号、９３２．口座振替
有無フラグ、９３３．調定区分、９３４．更正年度、９３５．賦課更正事由コード、９３６．賦課修正理由コード、９３７．更正決定年月日、９３
８．更正予定年月日、９３９．通知年月日、９４０．強制修正年月日、９４１．分割課税有無フラグ、９４２．土地物件数、９４３．家屋物件
数、９４４．課税土地物件数、９４５．課税家屋物件数、９４６．土地合計地積、９４７．家屋合計床面積、９４８．償却資産有無フラグ、９４
９．土地免税点判定区分、９５０．土地区分免税点判定区分、９５１．家屋免税点判定区分、９５２．償却免税点判定区分、９５３．収納異
動連番、９５４．固定土地課税標準額、９５５．固定家屋課税標準額、９５６．償却資産課税標準額、９５７．都計土地課税標準額、９５８．
都計家屋課税標準額、９５９．固定合計課標、９６０．都計合計課標、９６１．固定土地按分課税標準額、９６２．固定家屋按分課税標準
額、９６３．都計土地按分課税標準額、９６４．都計家屋按分課税標準額、９６５．固定区分土地課税標準額、９６６．都計区分土地課税
標準額、９６７．固定土地軽減対象課標額、９６８．固定土地軽減税額、９６９．都計土地軽減対象課標額、９７０．都計土地軽減税額、９
７１．固定土地按分軽減対象課標額、９７２．固定土地按分軽減税額、９７３．都計土地按分軽減対象課標額、９７４．都計土地按分軽減
税額、９７５．固定区分土地軽減対象課標額、９７６．固定区分土地軽減税額、９７７．都計区分土地軽減対象課標額、９７８．都計区分
土地軽減税額、９７９．固定家屋軽減対象課標額、９８０．固定家屋軽減税額、９８１．都計家屋軽減対象課標額、９８２．都計家屋軽減
税額、９８３．固定家屋按分軽減対象課標額、９８４．固定家屋按分軽減税額、９８５．都計家屋按分軽減対象課標額、９８６．都計家屋
按分軽減税額、９８７．固定土地免除税額、９８８．都計土地免除税額、９８９．固定土地減免対象課標額、９９０．固定家屋減免対象課
標額、９９１．償却資産減免対象課標額、９９２．都計土地減免対象課標額、９９３．都計家屋減免対象課標額、９９４．固定土地減免税
額、９９５．固定家屋減免税額、９９６．償却資産減免税額、９９７．都計土地減免税額、９９８．都計家屋減免税額、９９９．固定土地按分
減免対象課標額、１０００．固定家屋按分減免対象課標額、
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１００１．都計土地按分減免対象課標額、１００２．都計家屋按分減免対象課標額、１００３．固定土地按分減免税額、１００４．固定家屋
按分減免税額、１００５．都計土地按分減免税額、１００６．都計家屋按分減免税額、１００７．固定区分土地減免対象課標額、１００８．都
計区分土地減免対象課標額、１００９．固定区分土地減免税額、１０１０．都計区分土地減免税額、１０１１．固定土地税額、１０１２．固定
家屋税額、１０１３．償却資産税額、１０１４．都計土地税額、１０１５．都計家屋税額、１０１６．固定土地按分税額、１０１７．固定家屋按分
税額、１０１８．都計土地按分税額、１０１９．都計家屋按分税額、１０２０．固定土地家屋税額、１０２１．固定区分土地税額、１０２２．都計
区分土地税額、１０２３．固定資産税額、１０２４．都市計画税額、１０２５．固定算出税額、１０２６．都計算出税額、１０２７．固定減税額、
１０２８．都計減税額、１０２９．土地徴収猶予税額、１０３０．家屋徴収猶予税額、１０３１．固定猶予税額、１０３２．都計猶予税額、１０３
３．固定差引後税額、１０３４．都計差引後税額、１０３５．年税額、１０３６．決定税額、１０３７．既課税額、１０３８．増減調定額、１０３９．
年税額過年度合計、１０４０．確定税額、１０４１．確定税額過随、１０４２．徴収猶予税額、１０４３．徴収猶予税額過随、１０４４．徴収猶予
取消額、１０４５．徴収猶予取消額過随、１０４６．期別税額、１０４７．過年度随時税額、１０４８．納期限１期、１０４９．納期限２期、１０５
０．納期限３期、１０５１．納期限４期、１０５２．過年度納期限、１０５３．賦課減免コード、１０５４．賦課減免率分子、１０５５．賦課減免率
分母、１０５６．賦課減免開始期コード、１０５７．固定その他減免税額、１０５８．都計その他減免税額、１０５９．更正期別コード、１０６０．
通知書発行禁止フラグ、１０６１．証明発行禁止フラグ、１０６２．賦課オンライン決裁処理フラグ、１０６３．収納連携禁止フラグ、１０６４．
新築軽減切れフラグ、１０６５．強制入力フラグ、１０６６．徴収猶予対象フラグ、１０６７．更新前賦課情報、１０６８．更新後賦課情報、１０
６９．調定年月、１０７０．調定年月日、１０７１．調定内訳分類コード、１０７２．固定土地課標件数、１０７３．固定家屋課標件数、１０７４．
償却資産課標件数、１０７５．固定課標件数、１０７６．都計土地課標件数、１０７７．都計家屋課標件数、１０７８．都計課標件数、１０７９．
固定区分土地課標件数、１０８０．都計区分土地課標件数、１０８１．固定土地税額件数、１０８２．固定家屋税額件数、１０８３．償却資産
税額件数、１０８４．固定資産税額件数、１０８５．都計土地税額件数、１０８６．都計家屋税額件数、１０８７．都市計画税額件数、１０８８．
固定区分土地税額件数、１０８９．都計区分土地税額件数、１０９０．固定土地軽減税額件数、１０９１．固定家屋軽減税額件数、１０９２．
固定軽減税額件数、１０９３．都計土地軽減税額件数、１０９４．都計家屋軽減税額件数、１０９５．都計軽減税額件数、１０９６．固定区分
土地軽減税額件数、１０９７．都計区分土地軽減税額件数、１０９８．固定免除税額件数、１０９９．都計免除税額件数、１１００．固定土地
減免税額件数、１１０１．固定家屋減免税額件数、１１０２．償却資産減免税額件数、１１０３．固定減免税額件数、１１０４．都計土地減免
税額件数、１１０５．都計家屋減免税額件数、１１０６．都計減免税額件数、１１０７．固定区分土地減免税額件数、１１０８．都計区分土地
減免税額件数、１１０９．按分固定土地課標件数、１１１０．按分固定家屋課標件数、１１１１．按分固定課標件数、１１１２．按分都計土地
課標件数、１１１３．按分都計家屋課標件数、１１１４．按分都計課標件数、１１１５．按分固定土地税額件数、１１１６．按分固定家屋税額
件数、１１１７．按分固定資産税額件数、１１１８．按分都計土地税額件数、１１１９．按分都計家屋税額件数、１１２０．按分都市計画税額
件数、１１２１．按分固定土地軽減税額件数、１１２２．按分固定家屋軽減税額件数、１１２３．按分固定軽減税額件数、１１２４．按分都計
土地軽減税額件数、１１２５．按分都計家屋軽減税額件数、１１２６．按分都計軽減税額件数、１１２７．按分固定土地減免税額件数、１１
２８．按分固定家屋減免税額件数、１１２９．按分固定減免税額件数、１１３０．按分都計土地減免税額件数、１１３１．按分都計家屋減免
税額件数、１１３２．按分都計減免税額件数、１１３３．固定その他減免税額件数、１１３４．都計その他減免税額件数、１１３５．固定土地
確定税額件数、１１３６．固定家屋確定税額件数、１１３７．償却資産確定税額件数、１１３８．固定確定税額件数、１１３９．都計土地確定
税額件数、１１４０．都計家屋確定税額件数、１１４１．都計確定税額件数、１１４２．固定徴収猶予税額件数、１１４３．都計徴収猶予税額
件数、１１４４．固定土地納付年税額件数、１１４５．固定家屋納付年税額件数、１１４６．償却資産納付年税額件数、１１４７．固定納付年
税額件数、１１４８．都計土地納付年税額件数、１１４９．都計家屋納付年税額件数、１１５０．都計納付年税額件数、１１５１．納付年税額
件数、１１５２．第１期税額件数、１１５３．第２期税額件数、１１５４．第３期税額件数、１１５５．第４期税額件数、１１５６．過年度随時税額
件数、１１５７．固定土地課標、１１５８．固定家屋課標、１１５９．償却資産課標、１１６０．都計土地課標、１１６１．都計家屋課標、１１６２．
固定区分土地課標、１１６３．都計区分土地課標、１１６４．按分固定土地課標、１１６５．按分固定家屋課標、１１６６．按分固定合計課
標、１１６７．按分都計土地課標、１１６８．按分都計家屋課標、１１６９．按分都計合計課標、１１７０．按分固定土地税額、１１７１．按分固
定家屋税額、１１７２．按分固定資産税額、１１７３．按分都計土地税額、１１７４．按分都計家屋税額、１１７５．按分都市計画税額、１１７
６．按分固定土地軽減税額、１１７７．按分固定家屋軽減税額、１１７８．按分固定軽減税額、１１７９．按分都計土地軽減税額、１１８０．
按分都計家屋軽減税額、１１８１．按分都計軽減税額、１１８２．按分固定土地減免税額、１１８３．按分固定家屋減免税額、１１８４．按分
固定減免税額、１１８５．按分都計土地減免税額、１１８６．按分都計家屋減免税額、１１８７．按分都計減免税額、１１８８．固定土地確定
税額、１１８９．固定家屋確定税額、１１９０．償却資産確定税額、１１９１．固定確定税額、１１９２．都計土地確定税額、１１９３．都計家屋
確定税額、１１９４．都計確定税額、１１９５．固定土地納付年税額、１１９６．固定家屋納付年税額、１１９７．償却資産納付年税額、１１９
８．固定納付年税額、１１９９．都計土地納付年税額、１２００．都計家屋納付年税額、１２０１．都計納付年税額、１２０２．納付年税額、１
２０３．第１期税額、１２０４．第２期税額、１２０５．第３期税額、１２０６．第４期税額、１２０７．決定書番号 、１２０８．調定増減区分、１２０
９．固定土地課標増減件数、１２１０．固定家屋課標増減件数、１２１１．償却資産課標増減件数、１２１２．固定合計課標増減件数、１２１
３．都計土地課標増減件数、１２１４．都計家屋課標増減件数、１２１５．都計合計課標増減件数、１２１６．固定区分土地課標増減件数、
１２１７．都計区分土地課標増減件数、１２１８．固定土地税額増減件数、１２１９．固定家屋税額増減件数、１２２０．償却資産税額増減
件数、１２２１．固定資産税額増減件数、１２２２．都計土地税額増減件数、１２２３．都計家屋税額増減件数、１２２４．都市計画税額増減
件数、１２２５．固定区分土地税額増減件数、１２２６．都計区分土地税額増減件数、１２２７．固定土地軽減税額増減件数、１２２８．固定
家屋軽減税額増減件数、１２２９．固定軽減税額増減件数、１２３０．都計土地軽減税額増減件数、１２３１．都計家屋軽減税額増減件
数、１２３２．都計軽減税額増減件数、１２３３．固定区分土地軽減税額増減件数、１２３４．都計区分土地軽減税額増減件数、１２３５．固
定免除税額増減件数、１２３６．都計免除税額増減件数、１２３７．固定土地減免税額増減件数、１２３８．固定家屋減免税額増減件数、
１２３９．償却資産減免税額増減件数、１２４０．固定減免税額増減件数、１２４１．都計土地減免税額増減件数、１２４２．都計家屋減免
税額増減件数、１２４３．都計減免税額増減件数、１２４４．固定区分土地減免税額増減件数、１２４５．都計区分土地減免税額増減件
数、１２４６．按分固定土地課標増減件数、１２４７．按分固定家屋課標増減件数、１２４８．按分固定合計課標増減件数、１２４９．按分都
計土地課標増減件数、１２５０．按分都計家屋課標増減件数、１２５１．按分都計合計課標増減件数、１２５２．按分固定土地税額増減件
数、１２５３．按分固定家屋税額増減件数、１２５４．按分固定資産税額増減件数、１２５５．按分都計土地税額増減件数、１２５６．按分都
計家屋税額増減件数、１２５７．按分都市計画税額増減件数、１２５８．按分固定土地軽減税額増減件数、１２５９．按分固定家屋軽減税
額増減件数、１２６０．按分固定軽減税額増減件数、１２６１．按分都計土地軽減税額増減件数、１２６２．按分都計家屋軽減税額増減件
数、１２６３．按分都計軽減税額増減件数、１２６４．按分固定土地減免税額増減件数、１２６５．按分固定家屋減免税額増減件数、１２６
６．按分固定減免税額増減件数、１２６７．按分都計土地減免税額増減件数、１２６８．按分都計家屋減免税額増減件数、１２６９．按分
都計減免税額増減件数、１２７０．固定その他減免税額増減件数、１２７１．都計その他減免税額増減件数、１２７２．固定土地確定税額
増減件数、１２７３．固定家屋確定税額増減件数、１２７４．償却資産確定税額増減件数、１２７５．固定確定税額増減件数、１２７６．都計
土地確定税額増減件数、１２７７．都計家屋確定税額増減件数、１２７８．都計確定税額増減件数、１２７９．固定徴収猶予税額増減件
数、１２８０．都計徴収猶予税額増減件数、１２８１．固定土地年税額増減件数、１２８２．固定家屋年税額増減件数、１２８３．償却資産年
税額増減件数、１２８４．固定年税額増減件数、１２８５．都計土地年税額増減件数、１２８６．都計家屋年税額増減件数、１２８７．都計年
税額増減件数、１２８８．年税額増減件数、１２８９．第１期税額増減件数、１２９０．第２期税額増減件数、
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１２９１．第３期税額増減件数、１２９２．第４期税額増減件数、１２９３．過年度随時税額増減件数、１２９４．固定土地課税標準額差額、１
２９５．固定家屋課税標準額差額、１２９６．償却資産課税標準額差額、１２９７．固定合計課税標準額差額、１２９８．都計土地課税標準
額差額、１２９９．都計家屋課税標準額差額、１３００．都計合計課税標準額差額、１３０１．固定区分土地課税標準額差額、１３０２．都計
区分土地課税標準額差額、１３０３．固定土地税額差額、１３０４．固定家屋税額差額、１３０５．償却資産税額差額、１３０６．固定資産税
額差額、１３０７．都計土地税額差額、１３０８．都計家屋税額差額、１３０９．都市計画税額差額、１３１０．固定区分土地税額差額、１３１
１．都計区分土地税額差額、１３１２．固定土地軽減税額差額、１３１３．固定家屋軽減税額差額、１３１４．固定軽減税額差額、１３１５．
都計土地軽減税額差額、１３１６．都計家屋軽減税額差額、１３１７．都計軽減税額差額、１３１８．固定区分土地軽減税額差額、１３１９．
都計区分土地軽減税額差額、１３２０．固定免除税額差額、１３２１．都計免除税額差額、１３２２．固定土地減免税額差額、１３２３．固定
家屋減免税額差額、１３２４．償却資産減免税額差額、１３２５．固定減免税額差額、１３２６．都計土地減免税額差額、１３２７．都計家屋
減免税額差額、１３２８．都計減免税額差額、１３２９．固定区分土地減免税額差額、１３３０．都計区分土地減免税額差額、１３３１．按分
固定土地課税標準額差額、１３３２．按分固定家屋課税標準額差額、１３３３．按分固定合計課税標準額差額、１３３４．按分都計土地課
税標準額差額、１３３５．按分都計家屋課税標準額差額、１３３６．按分都計合計課税標準額差額、１３３７．按分固定土地税額差額、１３
３８．按分固定家屋税額差額、１３３９．按分固定資産税額差額、１３４０．按分都計土地税額差額、１３４１．按分都計家屋税額差額、１３
４２．按分都市計画税額差額、１３４３．按分固定土地軽減税額差額、１３４４．按分固定家屋軽減税額差額、１３４５．按分固定軽減税額
差額、１３４６．按分都計土地軽減税額差額、１３４７．按分都計家屋軽減税額差額、１３４８．按分都計軽減税額差額、１３４９．按分固定
土地減免税額差額、１３５０．按分固定家屋減免税額差額、１３５１．按分固定減免税額差額、１３５２．按分都計土地減免税額差額、１３
５３．按分都計家屋減免税額差額、１３５４．按分都計減免税額差額、１３５５．固定その他減免税額差額、１３５６．都計その他減免税額
差額、１３５７．固定土地確定税額差額、１３５８．固定家屋確定税額差額、１３５９．償却資産確定税額差額、１３６０．固定確定税額差
額、１３６１．都計土地確定税額差額、１３６２．都計家屋確定税額差額、１３６３．都計確定税額差額、１３６４．固定徴収猶予税額差額、
１３６５．都計徴収猶予税額差額、１３６６．固定土地年税額差額、１３６７．固定家屋年税額差額、１３６８．償却資産年税額差額、１３６
９．固定年税額差額、１３７０．都計土地年税額差額、１３７１．都計家屋年税額差額、１３７２．都計年税額差額、１３７３．年税額差額、１
３７４．第１期税額差額、１３７５．第２期税額差額、１３７６．第３期税額差額、１３７７．第４期税額差額、１３７８．過年度随時税額差額、１
３７９．土地家屋区分、１３８０．物件番号、１３８１．更正事由コード、１３８２．更正年月日、１３８３．元先義務者宛名番号、１３８４．更正
前物件所在地町丁コード、１３８５．更正前物件所在地字コード、１３８６．更正前物件所在地本番、１３８７．更正前物件所在地枝番、１３
８８．更正前物件所在地分離、１３８９．更正前物件所在地外筆、１３９０．更正前物件所在地編集コード、１３９１．更正前物件所在地漢
字、１３９２．更正前家屋番号町丁コード、１３９３．更正前家屋番号字コード、１３９４．更正前家屋番号本番、１３９５．更正前家屋番号枝
番、１３９６．更正前家屋番号編集コード、１３９７．更正前家屋番号漢字、１３９８．更正前棟番、１３９９．更正前検票番号、１４００．更正
前登記地目コード、１４０１．更正前課税地目コード、１４０２．更正前登記種類コード、１４０３．更正前登記構造コード、１４０４．更正前登
記屋根コード、１４０５．更正前登記階層地上、１４０６．更正前登記階層地下、１４０７．更正前号番、１４０８．更正前室番、１４０９．更正
前登記地積又は床面積、１４１０．更正前課税地積又は床面積、１４１１．更正前市街化区分、１４１２．更正前都市計画区分、１４１３．更
正前明細用途コード、１４１４．更正前明細構造コード、１４１５．更正前明細屋根コード、１４１６．更正前明細種類コード、１４１７．更正前
明細階層地上、１４１８．更正前明細階層地下、１４１９．更正前評価額、１４２０．更正前固定課税標準額、１４２１．更正前都計課税標準
額、１４２２．更正前固定相当算出税額、１４２３．更正前都計相当算出税額、１４２４．更正前減免コード、１４２５．更正前固定減免課標
額、１４２６．更正前固定減免税額、１４２７．更正前都計減免課標額、１４２８．更正前都計減免税額、１４２９．更正前減免地積、１４３０．
更正前軽減コード、１４３１．更正前固定軽減税額、１４３２．更正前都計軽減税額、１４３３．更正前猶予免除コード、１４３４．更正前固定
免除税額、１４３５．更正前都計免除税額、１４３６．更正前固定徴収猶予税額、１４３７．更正前都計徴収猶予税額、１４３８．更正前区分
所有持分分子、１４３９．更正前区分所有持分分母、１４４０．更正前免税点判定区分、１４４１．更正後物件所在地町丁コード、１４４２．
更正後物件所在地字コード、１４４３．更正後物件所在地本番、１４４４．更正後物件所在地枝番、１４４５．更正後物件所在地分離、１４４
６．更正後物件所在地外筆、１４４７．更正後物件所在地編集コード、１４４８．更正後物件所在地漢字、１４４９．更正後家屋番号町丁
コード、１４５０．更正後家屋番号字コード、１４５１．更正後家屋番号本番、１４５２．更正後家屋番号枝番、１４５３．更正後家屋番号編集
コード、１４５４．更正後家屋番号漢字、１４５５．更正後棟番、１４５６．更正後検票番号、１４５７．更正後登記地目コード、１４５８．更正後
課税地目コード、１４５９．更正後登記種類コード、１４６０．更正後登記構造コード、１４６１．更正後登記屋根コード、１４６２．更正後登記
階層地上、１４６３．更正後登記階層地下、１４６４．更正後号番、１４６５．更正後室番、１４６６．更正後登記地積又は床面積、１４６７．更
正後課税地積又は床面積、１４６８．更正後市街化区分、１４６９．更正後都市計画区分、１４７０．更正後明細用途コード、１４７１．更正
後明細構造コード、１４７２．更正後明細屋根コード、１４７３．更正後明細種類コード、１４７４．更正後明細階層地上、１４７５．更正後明
細階層地下、１４７６．更正後評価額、１４７７．更正後固定課税標準額、１４７８．更正後都計課税標準額、１４７９．更正後固定相当算出
税額、１４８０．更正後都計相当算出税額、１４８１．更正後減免コード、１４８２．更正後固定減免課標額、１４８３．更正後固定減免税
額、１４８４．更正後都計減免課標額、１４８５．更正後都計減免税額、１４８６．更正後減免地積、１４８７．更正後軽減コード、１４８８．更
正後固定軽減税額、１４８９．更正後都計軽減税額、１４９０．更正後猶予免除コード、１４９１．更正後固定免除税額、１４９２．更正後都
計免除税額、１４９３．更正後固定徴収猶予税額、１４９４．更正後都計徴収猶予税額、１４９５．更正後区分所有持分分子、１４９６．更正
後区分所有持分分母、１４９７．更正後免税点判定区分、１４９８．更正前決定価格、１４９９．更正前決定価格合計、１５００．更正前課税
標準額、１５０１．更正前課税標準額合計、１５０２．更正前減免対象課標、１５０３．更正前特例減少課標、１５０４．更正前償却資産税
額、１５０５．更正後決定価格、１５０６．更正後決定価格合計、１５０７．更正後課税標準額、１５０８．更正後課税標準額合計、１５０９．更
正後減免対象課標、１５１０．更正後特例減少課標、１５１１．更正後償却資産税額、１５１２．共有者持分番号、１５１３．共有区分、１５１
４．共有理由コード、１５１５．共有人数、１５１６．分割課税開始年度、１５１７．個人分持分合計分子、１５１８．個人分持分合計分母、１５
１９．法人分持分合計分子、１５２０．法人分持分合計分母、１５２１．共有者告知区分、１５２２．共有構成員宛名番号、１５２３．共有構成
員氏名、１５２４．共有構成員住所、１５２５．共有構成員連番、１５２６．共有代表者区分、１５２７．共有持分分子、１５２８．共有持分分
母、１５２９．個人番号、１５３０．法人番号
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

［軽自動車税］
１．更新年月日、２．更新時刻、３．更新職員番号、４．更新端末ＩＤ、５．更新アクセスコード、６．更新プログラムＩＤ、７．前回更新年月
日、８．前回更新時刻、９．前回更新職員番号、１０．前回更新端末ＩＤ、１１．前回更新アクセスコード、１２．前回更新プログラムＩＤ、１
３．排他フラグ、１４．自治体識別コード、１５．車両コード、１６．車両履歴番号、１７．レコード区分、１８．標識コード、１９．標識記号、２
０．義務者自治体コード、２１．義務者町名コード、２２．義務者番地コード、２３．義務者枝番コード、２４．義務者小枝番コード、２５．義務
者枝番３コード、２６．義務者番地編集区分、２７．型式、２８．年式、２９．原動機型式、３０．排気量、３１．定格出力、３２．認定番号、３
３．課税区分、３４．特例区分、３５．所有形態コード、３６．登録理由コード、３７．登録年月日、３８．登録処理年月日、３９．登録処理支
所コード、４０．廃車理由コード、４１．廃車年月日、４２．廃車処理年月日、４３．廃車処理支所コード、４４．標識回収区分、４５．保留減
免有無フラグ、４６．自治体コード、４７．定置場区分、４８．定置場自治体コード、４９．定置場町名コード、５０．定置場番地コード、５１．
定置場枝番コード、５２．定置場小枝番コード、５３．定置場枝番３コード、５４．定置場番地編集区分、５５．課税年度、５６．賦課履歴番
号、５７．調定年度、５８．通知書番号、５９．通知税額、６０．義務者宛名番号、６１．納期限区分、６２．納期限、６３．通知年月日、６４．
通知書作成年月日、６５．口座有無フラグ、６６．納税組合番号、６７．調定年月日、６８．予定決定区分、６９．保留減免履歴番号、７０．
格納種別、７１．申請年月日、７２．開始理由コード、７３．解除処理支所コード、７４．特記情報、７５．取込年月日、７６．申告書連番、７
７．標識番号、７８．使用者氏名、７９．車名コード、８０．車台番号、８１．旧標識コード、８２．旧標識記号、８３．旧標識番号、８４．処理済
年月日、８５．処理年月日、８６．処理時刻、８７．処理事由コード、８８．支所コード、８９．賦課異動フラグ－過年７、９０．保留減免開始フ
ラグ、９１．保留減免解除フラグ、９２．異動後データ、９３．異動前データ、９４．初度検査年月、９５．税率１、９６．車齢１、９７．税率２、９
８．車齢２、９９．税率３、１００．個人番号、１０１．法人番号
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

［事業所税］
１．更新年月日、２．更新時刻、３．更新職員番号、４．更新端末ＩＤ、５．更新アクセスコード、６．更新プログラムＩＤ、７．前回更新年月
日、８．前回更新時刻、９．前回更新職員番号、１０．前回更新端末ＩＤ、１１．前回更新アクセスコード、１２．前回更新プログラムＩＤ、１
３．排他フラグ、１４．自治体識別コード、１５．宛名番号、１６．レコード区分、１７．作成年月日、１８．登録年月日、１９．消滅年月日、２
０．決算月１、２１．決算日１、２２．決算月２、２３．決算日２、２４．自治体コード、２５．漢字税理士名、２６．税理士電話番号、２７．別表
－１号、２８．別表－２号、２９．別表－３号、３０．別表－４号、３１．減免申請書、３２．家屋休止部分申請書、３３．貸付申告書、３４．資
産割免税点判定区分、３５．従業者割免税点判定区分、３６．発送区分、３７．不均一課税有無、３８．特記情報、３９．特殊関係人番号、
４０．特殊関係人名称、４１．宛名番号１、４２．床面積１、４３．従業者数１、４４．情報日１、４５．情報元区分１、４６．宛名番号２、４７．床
面積２、４８．従業者数２、４９．情報日２、５０．情報元区分２、５１．宛名番号３、５２．床面積３、５３．従業者数３、５４．情報日３、５５．情
報元区分３、５６．宛名番号４、５７．床面積４、５８．従業者数４、５９．情報日４、６０．情報元区分４、６１．宛名番号５、６２．床面積５、６
３．従業者数５、６４．情報日５、６５．情報元区分５、６６．宛名番号６、６７．床面積６、６８．従業者数６、６９．情報日６、７０．情報元区分
６、７１．宛名番号７、７２．床面積７、７３．従業者数７、７４．情報日７、７５．情報元区分７、７６．宛名番号８、７７．床面積８、７８．従業者
数８、７９．情報日８、８０．情報元区分８、８１．宛名番号９、８２．床面積９、８３．従業者数９、８４．情報日９、８５．情報元区分９、８６．宛
名番号１０、８７．床面積１０、８８．従業者数１０、８９．情報日１０、９０．情報元区分１０、９１．宛名番号１１、９２．床面積１１、９３．従業
者数１１、９４．情報日１１、９５．情報元区分１１、９６．宛名番号１２、９７．床面積１２、９８．従業者数１２、９９．情報日１２、１００．情報元
区分１２、１０１．宛名番号１３、１０２．床面積１３、１０３．従業者数１３、１０４．情報日１３、１０５．情報元区分１３、１０６．宛名番号１４、１
０７．床面積１４、１０８．従業者数１４、１０９．情報日１４、１１０．情報元区分１４、１１１．宛名番号１５、１１２．床面積１５、１１３．従業者
数１５、１１４．情報日１５、１１５．情報元区分１５、１１６．課税年度、１１７．申告番号、１１８．申告連番、１１９．収納申告連番、１２０．事
業年度開始年月日、１２１．事業年度終了年月日、１２２．事業年度算定期間、１２３．申告区分、１２４．収納異動連番、１２５．処理年月
日、１２６．受付年月日、１２７．調定年度、１２８．調定年月、１２９．事業所床面積１、１３０．事業所床面積２、１３１．非課税事業所床面
積３、１３２．非課税事業所床面積４、１３３．控除事業所床面積５、１３４．控除事業所床面積６、１３５．課税標準事業所床面積７、１３６．
課税標準事業所床面積８、１３７．課税標準事業所床面積９、１３８．資産割額１０、１３９．納付の確定した資産割額１１、１４０．従業者
数、１４１．非課税従業者数、１４２．課税対象従業者数、１４３．従業者給与総額１２、１４４．非課税従業者給与総額１３、１４５．控除従
業者給与総額１４、１４６．課税標準従業者給与総額１５、１４７．従業者割額１６、１４８．納付の確定した従業者割額１７、１４９．資産割
額従業者割額合計額１８、１５０．納付の確定した事業所税額１９、１５１．事業所税額２０、１５２．減免される資産割額、１５３．減免され
る従業者割額、１５４．減免される事業所税額、１５５．既確定した減免事業所税額、１５６．申告により減免事業所税額、１５７．減免後事
業所税額、１５８．非課税給与額１、１５９．非課税給与人数１、１６０．非課税給与コード１、１６１．非課税給与額２、１６２．非課税給与人
数２、１６３．非課税給与コード２、１６４．非課税給与額３、１６５．非課税給与人数３、１６６．非課税給与コード３、１６７．特例給与額１、１
６８．特例給与人数１、１６９．特例給与コード１、１７０．特例給与額２、１７１．特例給与人数２、１７２．特例給与コード２、１７３．特例給与
額３、１７４．特例給与人数３、１７５．特例給与コード３、１７６．法定納期限、１７７．指定納期限、１７８．更正請求日、１７９．更正決議
日、１８０．更正通知日、１８１．減免決議日、１８２．減免通知日、１８３．更正事由コード、１８４．加算金区分、１８５．加算金額、１８６．利
用者ＩＤ、１８７．更新有無フラグ、１８８．強制修正フラグ、１８９．収納受渡調定額、１９０．通知書更正事由、１９１．減免申請年月日、１９
２．強修資産割減免区分、１９３．強修月割減免対象床面積、１９４．強修従業者割減免区分、１９５．強修減免対象給与総額、１９６．歳
入歳出還付判定フラグ、１９７．歳入還付税額、１９８．歳出還付税額、１９９．控除事業所床面積５休止分、２００．控除事業所床面積６
休止分、２０１．不均一事業所所在地１、２０２．不均一課税標準面積１、２０３．不均一課税割合１、２０４．不均一適用前税額１、２０５．
不均一適用後税額１、２０６．不均一差引税額１、２０７．不均一事業所所在地２、２０８．不均一課税標準面積２、２０９．不均一課税割合
２、２１０．不均一適用前税額２、２１１．不均一適用後税額２、２１２．不均一差引税額２、２１３．不均一適用前税額合計、２１４．不均一
適用後資産割税額、２１５．不均一適用後税額合計、２１６．不均一適用差引資産割税額、２１７．不均一適用差引税額合計、２１８．不
均一課税申請年月日、２１９．不均一課税決議日、２２０．不均一課税通知日、２２１．不均一課税減額事業所税額、２２２．既に不均一
課税減額事業所税額、２２３．申告不均一課税減額事業所税額、２２４．不均一課税適用後事業所税額、２２５．減免課税標準床面積、
２２６．減免前事業所額、２２７．減免後資産割額、２２８．減免後従業者割額、２２９．減免後事業所額、２３０．不均一事業所所在地３、２
３１．不均一課税標準面積３、２３２．不均一課税割合３、２３３．不均一適用前税額３、２３４．不均一適用後税額３、２３５．不均一差引税
額３、２３６．削除フラグ、２３７．特例明細区分、２３８．特例コード、２３９．特例明細番号、２４０．特例控除事業所床面積、２４１．特例給
与額、２４２．特例特記情報、２４３．個人番号、２４４．法人番号、２４５．増築等後床面積１、２４６．増築等後床面積２、２４７．増築等後
床面積３、２４８．増築等前床面積１、２４９．増築等前床面積２、２５０．増築等前床面積３、２５１．不均一課税対象床面積１、２５２．不均
一課税対象床面積２、２５３．不均一課税対象床面積３、２５４．不均一事業所所在地４、２５５．不均一課税標準面積４、２５６．不均一課
税割合４、２５７．不均一適用前税額４、２５８．不均一適用後税額４、２５９．不均一差引税額４
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

［収滞納］
１．更新年月日、２．更新時刻、３．更新職員番号、４．更新端末ＩＤ、５．更新アクセスコード、６．更新プログラムＩＤ、７．前回更新年月
日、８．前回更新時刻、９．前回更新職員番号、１０．前回更新端末ＩＤ、１１．前回更新アクセスコード、１２．前回更新プログラムＩＤ、１
３．税保コード、１４．税目コード、１５．調定年度、１６．課税年度、１７．通知書番号、１８．事業年度開始日、１９．申告区分、２０．申告連
番、２１．宛名番号、２２．自治体コード、２３．収納異動連番、２４．口振不能回数、２５．年調定額、２６．前納報奨金、２７．前納報奨金予
備、２８．支払済報奨金、２９．支払済報奨金予備、３０．個人基本種別コード、３１．国保記号番号、３２．都市計画税区分、３３．法定納
期限、３４．更正決定通知日、３５．所得税更正通知日、３６．特土徴収区分、３７．事業年度終了日、３８．申告基準日、３９．申告年月
日、４０．確定申告日、４１．更正請求日、４２．指定納期限、４３．低率終了日、４４．除算期間開始日、４５．除算期間終了日、４６．申告
基礎区分、４７．申告基礎年月日、４８．延長申告期限、４９．調定履歴有無フラグ、５０．法人番号、５１．指定番号、５２．強制作成フラ
グ、５３．期別、５４．月別、５５．納期限、５６．課税状況コード、５７．車両コード、５８．車両履歴番号、５９．車検有無フラグ、６０．更正事
由コード、６１．調定年月、６２．更正日、６３．完納日、６４．最終領収日、６５．最終収入日、６６．本税調定額、６７．本税収入額、６８．本
税仮消込額、６９．本税未納額、７０．本税過誤納額、７１．本税過誤納処理中額、７２．督促手数料調定額、７３．督促手数料収入額、７
４．督促手数料仮消込額、７５．督促手数料未納額、７６．督促手数料過誤納額、７７．督促手数料過誤納処理中額、７８．延滞金調定
額、７９．延滞金収入額、８０．延滞金仮消込額、８１．延滞金未納額、８２．延滞金過誤納額、８３．延滞金過誤納処理中額、８４．申告加
算金種類、８５．申告加算金調定額、８６．申告加算金収入額、８７．申告加算金仮消込額、８８．申告加算金未納額、８９．申告加算金
過誤納額、９０．申告加算金過誤納処理中額、９１．退職納入申告日、９２．退職人員数、９３．退職通知書発付日、９４．退職市区町村
民税差額、９５．退職都道府県民税差額、９６．督促納付番号、９７．督促確認番号、９８．督促停止区分、９９．督促状停止理由コード、１
００．督促状発行日、１０１．督促公示日、１０２．督促納期、１０３．督促取消日、１０４．時効予定日、１０５．不納欠損処理日、１０６．不納
欠損区分、１０７．不納欠損事由コード、１０８．退職調定入力フラグ、１０９．延滞金減免区分、１１０．延滞金執行日、１１１．口座振替区
分、１１２．振替金額、１１３．口振不能理由コード、１１４．口座振替日、１１５．変更納期限、１１６．法定納期限等、１１７．催告書発行
日、１１８．催告納期、１１９．授命年月日、１２０．納期特例区分、１２１．延滞金補正区分、１２２．共有宛名番号、１２３．受付番号、１２
４．決裁番号、１２５．内訳調定額１、１２６．内訳調定額２、１２７．内訳調定額３、１２８．内訳調定額４、１２９．内訳調定額５、１３０．内訳
調定額６、１３１．記号番号、１３２．国保徴収区分、１３３．賦課時年金保険者コード、１３４．納付時年金保険者コード、１３５．予備１、１３
６．予備２、１３７．予備３、１３８．予備４、１３９．予備５、１４０．消込子番、１４１．調書番号、１４２．分納回数、１４３．領収日、１４４．収入
日、１４５．延滞金計算日、１４６．納付区分、１４７．収納種別、１４８．納付書種類、１４９．納付番号、１５０．確認番号、１５１．消込金額、
１５２．消込本税額、１５３．消込督促手数料、１５４．消込延滞金、１５５．消込申告加算金、１５６．消込報奨金、１５７．機械処理日、１５
８．括束番号、１５９．括束連番、１６０．確認前領収日、１６１．収納更正日、１６２．収納更正元子番、１６３．振替処理日、１６４．振替理
由コード、１６５．振替税目コード、１６６．振替調定年度、１６７．振替課税年度、１６８．振替通知書番号、１６９．振替事業年度開始日、１
７０．振替申告区分、１７１．振替申告連番、１７２．振替期別、１７３．振替消込子番、１７４．振替宛名番号、１７５．歳入歳出区分、１７６．
取消区分、１７７．異動額合計、１７８．異動本税額、１７９．異動督促手数料、１８０．異動延滞金、１８１．異動申告加算金、１８２．削除フ
ラグ、１８３．排他フラグ、１８４．担当区コード、１８５．仮消込納付区分、１８６．データ識別コード、１８７．備考、１８８．開始期、１８９．終
了期、１９０．登録日、１９１．登録時刻、１９２．削除日、１９３．削除時刻、１９４．データ部、１９５．更正元調定年度、１９６．更正元課税年
度、１９７．更正元通知書番号、１９８．更正元事業年度開始日、１９９．更正元申告区分、２００．更正元申告連番、２０１．更正元収納異
動連番、２０２．更正元申告年月日、２０３．税額異動レコード区分、２０４．税額異動エラー事由、２０５．税額異動抽出区分、２０６．税額
異動作成区分、２０７．繰越年度、２０８．滞繰調定本税、２０９．最終更正日、２１０．最終調定本税、２１１．収入総本税、２１２．不納欠損
本税、２１３．調定子番、２１４．更正後本税調定額、２１５．更正後延滞金調定額、２１６．更正後督促手数料調定額、２１７．更正後申告
加算金調定額、２１８．更正後調定年月、２１９．更正前滞繰本税調定額、２２０．更正後滞繰本税調定額、２２１．月計終了年月、２２２．
更正後内訳調定額１、２２３．更正後内訳調定額２、２２４．更正後内訳調定額３、２２５．更正後内訳調定額４、２２６．更正後内訳調定額
５、２２７．更正後内訳調定額６、２２８．振分子番、２２９．宛先識別番号、２３０．通知書作成日、２３１．通知書発行日、２３２．本税納付
額、２３３．督促手数料納付額、２３４．延滞金納付額、２３５．加算金納付額、２３６．回数、２３７．前納分納付番号、２３８．前納分確認番
号、２３９．識別番号、２４０．差替前納付番号、２４１．差替前確認番号、２４２．ＯＣＲ情報１、２４３．ＯＣＲ情報２、２４４．コンビニバー
コード、２４５．納付情報摘要フラグ、２４６．延滞金自動計算有無フラグ、２４７．状態区分、２４８．ＭＰＮ連動無フラグ、２４９．状態更新
日、２５０．取扱期限、２５１．抽出年月日、２５２．指定納付期限、２５３．データ番号、２５４．期月、２５５．子番、２５６．消込退職税額、２５
７．仮消込有無フラグ、２５８．修正区分、２５９．入金データ種別、２６０．年金保険者コード、２６１．修正前税目コード、２６２．修正前調
定年度、２６３．修正前課税年度、２６４．修正前通知書番号、２６５．修正前事業年度開始日、２６６．修正前申告区分、２６７．修正前申
告連番、２６８．修正前期月、２６９．修正前子番、２７０．修正前納付番号、２７１．修正前確認番号、２７２．修正前宛名番号、２７３．修正
前自治体コード、２７４．修正前領収日、２７５．修正前収入日、２７６．修正前納付区分、２７７．修正前収納種別、２７８．修正前納付書種
類、２７９．修正前消込金額、２８０．修正前消込本税額、２８１．修正前消込督促手数料、２８２．修正前消込延滞金、２８３．修正前消込
申告加算金、２８４．修正前消込報奨金、２８５．修正前消込退職税額、２８６．修正前括束番号、２８７．修正前括束連番、２８８．修正前
調書番号、２８９．修正前回数、２９０．修正前年金保険者コード、２９１．税目コードフラグ、２９２．調定年度フラグ、２９３．課税年度フラ
グ、２９４．通知書番号フラグ、２９５．期月フラグ、２９６．事業年度開始日フラグ、２９７．申告区分フラグ、２９８．申告連番フラグ、２９９．
納付書番号フラグ、３００．領収日フラグ、３０１．収入日フラグ、３０２．納付区分フラグ、３０３．収納種別フラグ、３０４．納付書種類フラ
グ、３０５．消込金額フラグ、３０６．消込本税額フラグ、３０７．消込督促手数料フラグ、３０８．消込延滞金フラグ、３０９．消込申告加算金
フラグ、３１０．消込報奨金フラグ、３１１．消込消込退職税額フラグ、３１２．消込括束番号フラグ、３１３．消込括束連番フラグ、３１４．消
込調書番号フラグ、３１５．消込回数フラグ、３１６．年金保険者コードフラグ、３１７．決算処理待区分、３１８．消込エラーコード、３１９．滞
納処分費、３２０．コンビニ用自治体コード、３２１．コンビニ受付店コード、３２２．領収時間、３２３．支払予定日、３２４．コンビニ用自治体
コードフラグ、３２５．消込退職税額フラグ、３２６．消込入金種類、３２７．金融機関コード、３２８．振替予定日、３２９．対象フラグ、３３０．
現年滞繰区分、３３１．歳入年度、３３２．本税収入件数、３３３．督促手数料収入件数、３３４．延滞金収入件数、３３５．申告加算金収入
件数、３３６．報奨金収入件数、３３７．報奨金収入額、３３８．分納子番、３３９．処分コード、３４０．分納区分、３４１．支払区分、３４２．受
付年月日、３４３．初回支払日、３４４．最終支払日、３４５．証券種類コード、３４６．証券番号、３４７．支払人、３４８．支払場所、３４９．支
払予定額、３５０．収入額、３５１．仮消込額、３５２．納付予定日、３５３．本税分納額、３５４．督手分納額、３５５．延滞金分納額、３５６．
加算金分納額、３５７．履行不履行サイン、３５８．収納金額、３５９．取消日、３６０．履歴連番、３６１．納付額、３６２．店舗コード、３６３．
カナ金融機関名、３６４．カナ支店名、３６５．金融機関名、３６６．支店名、３６７．口座種別、３６８．口座番号、３６９．口座名義人カナ、３
７０．口座名義人漢字、３７１．文書種類、３７２．文書確定フラグ、３７３．媒体作成区分、３７４．振替不能通知書作成済区分、３７５．分
納有無フラグ、３７６．納付額１、３７７．納付額２、３７８．納付額３、３７９．納付額４、３８０．納付額５、３８１．納付額６、３８２．納付額７、３
８３．納付額８、３８４．納付額９、３８５．納付額１０、３８６．納付額１１、３８７．納付額１２、３８８．過誤納番号、３８９．履歴番号、３９０．過
誤納状態区分、３９１．過誤納区分、
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３９２．還付理由入力、３９３．過納誤納区分、３９４．過誤納発生日、３９５．過誤納金額、３９６．過誤納本税分、３９７．過誤納督促手数
料分、３９８．過誤納延滞金分、３９９．過誤納申告加算金分、４００．過誤納還付加算金分、４０１．未処理金額、４０２．未処理本税分、４
０３．未処理督促手数料分、４０４．未処理延滞金分、４０５．未処理申告加算金分、４０６．未処理還付加算金分、４０７．特徴事業所宛
名番号、４０８．還付加算金計算区分、４０９．確定申告期限、４１０．免除認定日、４１１．減免日、４１２．消失認定日、４１３．農地変更
日、４１４．決裁書番号、４１５．決裁書発行日、４１６．決裁日、４１７．充当処理日、４１８．充当執行日、４１９．還付先宛名番号、４２０．
還付充当通知書発行日、４２１．通知時還付方法、４２２．加算金通知書発行日、４２３．還付本税加算金、４２４．還付延滞金加算金、４
２５．還付金額、４２６．還付加算金、４２７．変更締切日、４２８．還付方法、４２９．還付請求日、４３０．還付支払予定日、４３１．還付支払
日、４３２．還付支払自治体コード、４３３．支店コード、４３４．還付時効日、４３５．還付充当停止区分、４３６．送付先郵便番号、４３７．送
付先住所、４３８．送付先方書、４３９．送付先氏名、４４０．歳入還付支払日、４４１．歳出還付支払日、４４２．記事更新日、４４３．記事入
力担当者コード、４４４．再発行通知日、４４５．再々発行通知日、４４６．過誤納期別、４４７．過誤納子番、４４８．管理子番、４４９．発生
調定本税分、４５０．発生調定督促手数料分、４５１．発生調定延滞金分、４５２．発生調定申告加算金分、４５３．発生収入本税分、４５
４．発生収入督促手数料分、４５５．発生収入延滞金分、４５６．発生収入申告加算金分、４５７．発生元収入日、４５８．発生元領収日、４
５９．決裁番号、４６０．充当子番、４６１．充当金額、４６２．充当元税目コード、４６３．充当元調定年度、４６４．充当元課税年度、４６５．
充当元通知書番号、４６６．充当元事業年度開始日、４６７．充当元申告区分、４６８．充当元申告連番、４６９．充当元期別、４７０．充当
元消込子番、４７１．充当元月別、４７２．充当元宛名番号、４７３．充当元本税分、４７４．充当元督促手数料分、４７５．充当元延滞金
分、４７６．充当元申告加算金分、４７７．充当先税目コード、４７８．充当先調定年度、４７９．充当先課税年度、４８０．充当先通知書番
号、４８１．充当先事業年度開始日、４８２．充当先申告区分、４８３．充当先申告連番、４８４．充当先期別、４８５．充当先消込子番、４８
６．充当先月別、４８７．充当先宛名番号、４８８．充当先未納本税分、４８９．充当先未納督促手数料分、４９０．充当先未納延滞金分、４
９１．充当先未納申告加算金分、４９２．充当先本税分、４９３．充当先督促手数料分、４９４．充当先延滞金分、４９５．充当先申告加算
金分、４９６．充当先納期限、４９７．加算金計算始期、４９８．加算金計算終期、４９９．加算金除算始期、５００．加算金除算終期、５０１．
加算金計算日数、５０２．加算金除算日数、５０３．充当加算金、５０４．充当本税加算金、５０５．充当延滞金加算金、５０６．自動処理フ
ラグ、５０７．還付元税目コード、５０８．還付元調定年度、５０９．還付元課税年度、５１０．還付元通知書番号、５１１．還付元事業年度開
始日、５１２．還付元申告区分、５１３．還付元申告連番、５１４．還付元期別、５１５．還付元消込子番、５１６．還付元月別、５１７．還付元
宛名番号、５１８．還付元本税分、５１９．還付元督促手数料分、５２０．還付元延滞金分、５２１．還付元申告加算金分、５２２．取戻子
番、５２３．発生元過誤納状態区分、５２４．取戻状態区分、５２５．控除不足発生事由コード、５２６．更正前控除不足額、５２７．更正後控
除不足額、５２８．取戻額、５２９．確定申告受付日、５３０．賦課決定日、５３１．決裁書発付日、５３２．納税通知書発付日、５３３．取戻発
生日、５３４．送付先住所、５３５．送付先方書、５３６．送付先氏名、５３７．備考、５３８．通知書種類、５３９．文書作成日、５４０．文書発
行日、５４１．返戻年月日、５４２．返戻理由コード、５４３．調査票出力年月日、５４４．公示フラグ、５４５．公示日、５４６．公示入力日、５４
７．記事番号、５４８．調査記事通番、５４９．調査記事、５５０．調査年月日、５５１．口座停止税目コード０１、５５２．口座停止税目コード０
２、５５３．口座停止税目コード０３、５５４．口座停止税目コード０４、５５５．口座停止税目コード０５、５５６．口座停止税目コード０６、５５
７．口座停止税目コード０７、５５８．口座停止税目コード０８、５５９．口座停止税目コード０９、５６０．口座停止税目コード１０、５６１．現年
催告書停止区分、５６２．ジョブＩＤ、５６３．一連番号、５６４．加算金調定額、５６５．加算金収入額、５６６．加算金仮消込額、５６７．本税
通知額、５６８．督促手数料通知額、５６９．延滞金通知額、５７０．加算金通知額、５７１．調定異動予定有無、５７２．死亡有無、５７３．除
外不納欠損、５７４．除外時効完成、５７５．除外繰上徴収、５７６．除外納付委託、５７７．除外納付誓約、５７８．除外分割納付、５７９．除
外徴収猶予、５８０．除外延滞金減免、５８１．除外差押、５８２．除外参加差押、５８３．除外交付要求、５８４．除外換価猶予、５８５．除外
執行停止、５８６．除外時効中断、５８７．除外納通返戻、５８８．除外納通公示、５８９．除外督促返戻、５９０．除外督促公示、５９１．除外
予備１、５９２．除外予備２、５９３．除外予備３、５９４．除外予備４、５９５．除外予備５、５９６．延滞金督促催告有無、５９７．記事宛名番
号、５９８．記事連番、５９９．記事作成日、６００．更新前催告書発行日、６０１．更新前催告納期、６０２．引抜済フラグ、６０３．自治体識
別コード、６０４．旧税目コード、６０５．旧調定年度、６０６．旧課税年度、６０７．旧通知書番号、６０８．旧事業年度開始日、６０９．旧事業
年度終了日、６１０．旧申告区分、６１１．旧申告連番、６１２．旧期別、６１３．標識、６１４．車種コード、６１５．登録年月日、６１６．廃車年
月日、６１７．会計年度、６１８．集計月、６１９．国保内訳区分、６２０．現年調定額、６２１．現年収入額、６２２．現年過誤納額、６２３．現
年還付未済額、６２４．現年未納額、６２５．現年仮収入額、６２６．現年還付済額、６２７．現年充当済額、６２８．過年調定額、６２９．過年
収入額、６３０．過年過誤納額、６３１．過年還付未済額、６３２．過年未納額、６３３．過年仮収入額、６３４．過年還付済額、６３５．過年充
当済額、６３６．移管年月日、６３７．パラメタＩＤ、６３８．パラメタコード、６３９．数値１、６４０．数値２、６４１．数値３、６４２．英数字１、６４
３．英数字２、６４４．英数字３、６４５．漢字１、６４６．漢字２、６４７．漢字３、６４８．カラム１、６４９．カラム２、６５０．カラム３、６５１．番号
区分、６５２．年度、６５３．管理番号、６５４．新年度、６５５．現年度、６５６．滞繰年度繰越日、６５７．現年年度繰越日、６５８．滞繰年度
末日、６５９．現年年度末日、６６０．最終消込処理日、６６１．最終消込公金日、６６２．口座還付作成日、６６３．控除不足口座還付作成
日、６６４．勤続年数、６６５．退職手当支払額、６６６．退職手当控除額、６６７．退職区分、６６８．収入日管理種別、６６９．入金元機関、
６７０．今回設定収入年月日、６７１．前回設定収入年月日、６７２．設定領収日、６７３．予備２、６７４．消込前オンライン利用可否区分、
６７５．精算データ区分、６７６．区分、６７７．収納年度、６７８．収納年月、６７９．精算マスタ表、６８０．還付組替区分、６８１．税区分、６８
２．税種類、６８３．収入件数、６８４．合計金額、６８５．作成年月日、６８６．作成時刻、６８７．精算マスタ反映区分、６８８．精算マスタ反
映年月、６８９．履歴区分、６９０．元税目コード、６９１．元調定年度、６９２．元課税年度、６９３．元通知書番号、６９４．元事業年度開始
日、６９５．元申告区分、６９６．元申告連番、６９７．元期別、６９８．元消込子番、６９９．元宛名番号、７００．先税目コード、７０１．先調定
年度、７０２．先課税年度、７０３．先通知書番号、７０４．先事業年度開始日、７０５．先申告区分、７０６．先申告連番、７０７．先期別、７０
８．先消込子番、７０９．先宛名番号、７１０．最終日、７１１．義務者数、７１２．納税者数、７１３．市民税額、７１４．府民税額、７１５．累積
義務者数、７１６．累積納税者数、７１７．累積市民税額、７１８．累積府民税額、７１９．調定取込日、７２０．精算反映区分、７２１．精算反
映年月、７２２．ＯＣＲ有無、７２３．オーバレイＩＤ、７２４．コード、７２５．コードＩＤ、７２６．コール催告禁止する、７２７．タイトル名称、７２８．
ドライバ用紙名、７２９．フォームＩＤ、７３０．マンション－一棟－屋根コード、７３１．マンション－一棟－階層－地下、７３２．マンション－
一棟－階層－地上、７３３．マンション－一棟－建物の番号、７３４．マンション－一棟－構造コード、７３５．マンション－一棟－所在、７３
６．マンション－一棟－登記階、７３７．マンション－一棟－登記階地下、７３８．マンション－一棟－登記各床面積、７３９．マンション－一
棟－登記各床面積地下、７４０．マンション－課税標準額－固定、７４１．マンション－課税標準額－都計、７４２．マンション－市外住所
コード、７４３．マンション－市内市外区分、７４４．マンション－住所自治体コード、７４５．マンション－住所町名コード、７４６．マンション
－先行権利有無、７４７．マンション－専有－屋根コード、７４８．マンション－専有－家屋番号、７４９．マンション－専有－階、７５０．マン
ション－専有－階層、７５１．マンション－専有－各床面積、７５２．マンション－専有－建物の番号、７５３．マンション－専有－構造コー
ド、７５４．マンション－専有－持分－分子、７５５．マンション－専有－持分－分母、７５６．マンション－専有－種類コード、７５７．マン
ション－専有－登記階、７５８．マンション－専有－登記階地下、７５９．マンション－専有－登記各床面積、７６０．マンション－専有－登
記各床面積地下、７６１．マンション－築年月、７６２．マンション－登記氏名漢字、７６３．マンション－登記住所漢字、７６４．マンション－
登記年月日、７６５．マンション－登記方書漢字、７６６．マンション－備考、７６７．マンション－備考更新職員番号、７６８．マンション－備
考更新日、７６９．マンション－評価額、７７０．マンション－不動産番号、７７１．マンション－敷地権－割合－分子、７７２．マンション－敷
地権－割合－分母、７７３．マンション－敷地権－種類コード、７７４．マンション－敷地権－所在及び地番、７７５．マンション－敷地権－
地積、
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７７６．マンション－敷地権－地目コード、７７７．マンション－敷地権－土地の符号、７７８．マンション－敷地権－土地の符号２、７７９．
マンション－附属建物－屋根コード、７８０．マンション－附属建物－階層－地下、７８１．マンション－附属建物－階層－地上、７８２．マ
ンション－附属建物－構造コード、７８３．マンション－附属建物－種類コード、７８４．マンション－附属建物－床面積、７８５．マンション
－附属建物－符号、７８６．メールアドレス１、７８７．メールアドレス２、７８８．メッセージ、７８９．メッセージコード、７９０．レコード番号、７
９１．宛名番号、７９２．按分率、７９３．依頼年月日、７９４．異動禁止フラグ、７９５．異動事由コード、７９６．異動年月日、７９７．印刷形
式、７９８．延滞金減免－延滞金減免額、７９９．延滞金減免－延滞金処分額、８００．延滞金減免－開始年月日、８０１．延滞金減免－
基準年月日、８０２．延滞金減免－決裁年月日、８０３．延滞金減免－決定職員番号、８０４．延滞金減免－決定入力年月日、８０５．延
滞金減免件数、８０６．延滞金減免－減免率、８０７．延滞金減免－公示年月日、８０８．延滞金減免－事由コード、８０９．延滞金減免－
取消起案年月日、８１０．延滞金減免－取消公示年月日、８１１．延滞金減免－取消事由コード、８１２．延滞金減免－取消所見、８１３．
延滞金減免－取消職員番号、８１４．延滞金減免－取消通知年月日、８１５．延滞金減免－取消入力年月日、８１６．延滞金減免－取消
年月日、８１７．延滞金減免－取消配達方法コード、８１８．延滞金減免－終了年月日、８１９．延滞金減免－所見、８２０．延滞金減免－
申請年月日、８２１．延滞金減免－通知年月日、８２２．延滞金減免－配達方法コード、８２３．延滞金減免－備考、８２４．延滞金減免－
備考更新職員番号、８２５．延滞金減免－備考更新日、８２６．延滞金減免－予定職員番号、８２７．延滞金減免－予定入力年月日、８２
８．延滞金処分額、８２９．延滞金分納額、８３０．仮登記用の受付年月日、８３１．仮登記用の番号、８３２．加算金処分額、８３３．加算金
分納額、８３４．家屋－一棟屋根コード、８３５．家屋－一棟階、８３６．家屋－一棟階層－地下、８３７．家屋－一棟階層－地上、８３８．家
屋－一棟各床面積、８３９．家屋－一棟構造コード、８４０．家屋－家屋番号、８４１．家屋－課税屋根コード、８４２．家屋－課税階、８４
３．家屋－課税階層－地下、８４４．家屋－課税階層－地上、８４５．家屋－課税各床面積、８４６．家屋－課税構造コード、８４７．家屋－
課税種類コード、８４８．家屋－課税標準額－固定、８４９．家屋－課税標準額－都計、８５０．家屋－建物の番号、８５１．家屋－権利異
動事由コード、８５２．家屋－権利異動年月日、８５３．家屋－市外住所コード、８５４．家屋－市内市外区分、８５５．家屋－持分－分子、
８５６．家屋－持分－分母、８５７．家屋－住所自治体コード、８５８．家屋－住所町名コード、８５９．家屋－所在、８６０．家屋－先行権利
有無、８６１．家屋－築年月、８６２．家屋－登記宛名番号、８６３．家屋－登記屋根コード、８６４．家屋－登記階、８６５．家屋－登記階層
－地下、８６６．家屋－登記階層－地上、８６７．家屋－登記階地下、８６８．家屋－登記各床面積、８６９．家屋－登記各床面積地下、８
７０．家屋－登記構造コード、８７１．家屋－登記氏名漢字、８７２．家屋－登記種類コード、８７３．家屋－登記住所漢字、８７４．家屋－
登記年月日、８７５．家屋－登記方書漢字、８７６．家屋－特例コード、８７７．家屋－特例床面積、８７８．家屋－非課税コード、８７９．家
屋－非課税床面積、８８０．家屋－備考、８８１．家屋－備考更新職員番号、８８２．家屋－備考更新日、８８３．家屋－表示異動事由コー
ド、８８４．家屋－表示異動年月日、８８５．家屋－評価額、８８６．家屋－不動産番号、８８７．家屋－附属建物－屋根コード、８８８．家屋
－附属建物－階層－地下、８８９．家屋－附属建物－階層－地上、８９０．家屋－附属建物－構造コード、８９１．家屋－附属建物－種
類コード、８９２．家屋－附属建物－床面積、８９３．家屋－附属建物－符号、８９４．課税資料、８９５．課税年度、８９６．解除事由コー
ド、８９７．解除年月日、８９８．解除番号、８９９．回数、９００．回答出力－ＦＬＧ、９０１．回答年月日、９０２．開札開始時刻、９０３．開札
終了時刻、９０４．開札年月日、９０５．開始日、９０６．該当年度、９０７．確認済フラグ、９０８．換価猶予－開始年月日、９０９．換価猶予
－期間区分コード、９１０．換価猶予－起案年月日、９１１．換価猶予－決裁年月日、９１２．換価猶予－決定職員番号、９１３．換価猶予
－決定入力年月日、９１４．換価猶予件数、９１５．換価猶予－減免率、９１６．換価猶予－公示年月日、９１７．換価猶予－事由コード、９
１８．換価猶予－取消起案年月日、９１９．換価猶予－取消公示年月日、９２０．換価猶予－取消事由コード、９２１．換価猶予－取消所
見、９２２．換価猶予－取消職員番号、９２３．換価猶予－取消通知年月日、９２４．換価猶予－取消入力年月日、９２５．換価猶予－取
消年月日、９２６．換価猶予－取消配達方法コード、９２７．換価猶予－終了年月日、９２８．換価猶予－所見、９２９．換価猶予－担保種
類コード、９３０．換価猶予－担保提供年月日、９３１．換価猶予－担保提供有無、９３２．換価猶予－通知年月日、９３３．換価猶予－配
達方法コード、９３４．換価猶予－備考、９３５．換価猶予－備考更新職員番号、９３６．換価猶予－備考更新日、９３７．換価猶予－予定
職員番号、９３８．換価猶予－予定入力年月日、９３９．管理番号、９４０．関連事由コード、９４１．期別、９４２．期別順番、９４３．記事
コード、９４４．記事時刻、９４５．記事内容、９４６．記事年月日、９４７．記事連番、９４８．起案年月日、９４９．給紙方法、９５０．給与－そ
の他、９５１．給与－依頼日、９５２．給与－回答日、９５３．給与－基本給、９５４．給与－給与支払日、９５５．給与－金融機関コード、９
５６．給与－月分、９５７．給与－見出し、９５８．給与－源泉所得税、９５９．給与－口座種別コード、９６０．給与－口座番号、９６１．給与
－差押可件数、９６２．給与－支払方法コード、９６３．給与－社会保険料、９６４．給与－住民税、９６５．給与－諸手当、９６６．給与－賞
与支払月１、９６７．給与－賞与支払月２、９６８．給与－賞与等１、９６９．給与－賞与等２、９７０．給与－先行権利有無、９７１．給与－
退職年月日、９７２．給与－第三債務者、９７３．給与－超勤手当、９７４．給与－店舗コード、９７５．給与－届出住所漢字、９７６．給与－
届出電話番号、９７７．給与－届出方書漢字、９７８．給与－被扶養者人数、９７９．給与－備考、９８０．給与－備考更新職員番号、９８
１．給与－備考更新日、９８２．給与－扶養手当、９８３．勤務先、９８４．勤務先郵便番号、９８５．区特記事項、９８６．区特記事項更新職
員番号、９８７．区特記事項更新日、９８８．繰上徴収－起案年月日、９８９．繰上徴収－決裁年月日、９９０．繰上徴収－決定職員番号、
９９１．繰上徴収－決定入力年月日、９９２．繰上徴収件数、９９３．繰上徴収－公示年月日、９９４．繰上徴収－事由コード、９９５．繰上
徴収－取消起案年月日、９９６．繰上徴収－取消公示年月日、９９７．繰上徴収－取消事由コード、９９８．繰上徴収－取消職員番号、９
９９．繰上徴収－取消通知年月日、１０００．繰上徴収－取消入力年月日、１００１．繰上徴収－取消年月日、１００２．繰上徴収－取消配
達方法コード、１００３．繰上徴収－通知年月日、１００４．繰上徴収－納付場所、１００５．繰上徴収－納付場所コード、１００６．繰上徴収
－配達方法コード、１００７．繰上徴収－備考、１００８．繰上徴収－備考更新職員番号、１００９．繰上徴収－備考更新日、１０１０．繰上
徴収－変更納期限、１０１１．繰上徴収－予定職員番号、１０１２．繰上徴収－予定入力年月日、１０１３．敬称有無フラグ、１０１４．計算
－券面額、１０１５．決議出力－ＦＬＧ、１０１６．決済年月日、１０１７．決定公告年月日、１０１８．決定公告番号、１０１９．決定時点徴収
区、１０２０．決定通知年月日、１０２１．決定通知番号、１０２２．券面額、１０２３．権利者氏名カナ、１０２４．権利者氏名漢字、１０２５．権
利者住所漢字、１０２６．権利者番号、１０２７．権利者方書漢字、１０２８．権利用の受付番号、１０２９．見出し、１０３０．見積価額、１０３
１．現年－その他、１０３２．現年－たばこ、１０３３．現年－延滞金、１０３４．現年－介護保険料、１０３５．現年－軽自、１０３６．現年－固
定、１０３７．現年－固定償、１０３８．現年－鉱産、１０３９．現年－合計、１０４０．現年－国税、１０４１．現年－国税年、１０４２．現年－国
料、１０４３．現年－国料年、１０４４．現年－市県退、１０４５．現年－市県特、１０４６．現年－市県年、１０４７．現年－市県普、１０４８．現
年－事業所、１０４９．現年－特土地、１０５０．現年－入湯、１０５１．現年－法人、１０５２．戸籍連番、１０５３．交渉コード、１０５４．交渉
時刻、１０５５．交渉年月日、１０５６．交付要求－解除起案年月日、１０５７．交付要求－解除決裁年月日、１０５８．交付要求－解除公示
年月日、１０５９．交付要求－解除事由コード、１０６０．交付要求－解除職員番号、１０６１．交付要求－解除通知年月日、１０６２．交付
要求－解除登録年月日、１０６３．交付要求－解除入力年月日、１０６４．交付要求－解除配達方法コード、１０６５．交付要求－管轄裁
判所コード、１０６６．交付要求－起案年月日、１０６７．交付要求－業種コード、１０６８．交付要求－決裁年月日、１０６９．交付要求－決
定職員番号、１０７０．交付要求－決定入力年月日、１０７１．交付要求件数、１０７２．交付要求－公示年月日、１０７３．交付要求－財産
種類コード、１０７４．交付要求－施行年月日、１０７５．交付要求－事件番号－記号、１０７６．交付要求－事件番号－年度、１０７７．交
付要求－事件番号－連番、１０７８．交付要求－執行機関コード、１０７９．交付要求－執行機関差押日、１０８０．交付要求－種類コー
ド、１０８１．交付要求－申立人氏名漢字、１０８２．交付要求－申立人住所漢字、１０８３．交付要求－申立人電話番号、１０８４．交付要
求－申立人方書漢字、１０８５．交付要求－申立人郵便番号、１０８６．交付要求－担当書記官、１０８７．交付要求－通知年月日、１０８
８．交付要求－破産手続開始日、１０８９．交付要求－配達方法コード、１０９０．交付要求－配当期日、１０９１．交付要求－配当金額、１
０９２．交付要求－配当時刻、１０９３．交付要求－配当順位、１０９４．交付要求－配当職員番号、１０９５．交付要求－配当請求日、
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１０９６．交付要求－配当通知日、１０９７．交付要求－配当入力年月日、１０９８．交付要求－備考、１０９９．交付要求－備考更新職員
番号、１１００．交付要求－備考更新日、１１０１．交付要求－法務局受付日、１１０２．交付要求－法務局受付番号、１１０３．交付要求－
予定職員番号、１１０４．交付要求－予定入力年月日、１１０５．交付要求－様式、１１０６．公定歩合、１１０７．公売公告年月日、１１０８．
公売公告番号、１１０９．公売参加申込開始時刻、１１１０．公売参加申込開始年月日、１１１１．公売参加申込終了時刻、１１１２．公売参
加申込終了年月日、１１１３．公売事由コード、１１１４．公売取消年月日、１１１５．公売場所、１１１６．公売場所コード、１１１７．公売中止
フラグ、１１１８．公売通知年月日、１１１９．公売通知番号、１１２０．公売保証金、１１２１．公売方法、１１２２．公売連番、１１２３．更新ア
クセスコード、１１２４．更新プログラムＩＤ、１１２５．更新時刻、１１２６．更新職員番号、１１２７．更新端末ＩＤ、１１２８．更新年月日、１１２
９．合計－合計、１１３０．差押可否、１１３１．差押－解除起案年月日、１１３２．差押－解除決裁年月日、１１３３．差押－解除公示年月
日、１１３４．差押－解除事由コード、１１３５．差押－解除職員番号、１１３６．差押－解除通知年月日、１１３７．差押－解除登録年月
日、１１３８．差押－解除入力年月日、１１３９．差押－解除配達方法コード、１１４０．差押－解除番号、１１４１．差押－起案年月日、１１
４２．差押－業種コード、１１４３．差押－決裁年月日、１１４４．差押－決定職員番号、１１４５．差押－決定入力年月日、１１４６．差押件
数、１１４７．差押－公示年月日、１１４８．差押－公売決定通知日、１１４９．差押－公売広告年月日、１１５０．差押－公売職員番号、１１
５１．差押－公売代金、１１５２．差押－公売入力年月日、１１５３．差押－公売年月日、１１５４．差押－公売予告年月日、１１５５．差押－
財産種類コード、１１５６．差押－施行年月日、１１５７．差押－事件番号－記号、１１５８．差押－事件番号－年度、１１５９．差押－事件
番号－連番、１１６０．差押－執行機関コード、１１６１．差押－執行機関差押日、１１６２．差押－執行裁判所コード、１１６３．差押－通知
年月日、１１６４．差押－登録機関コード、１１６５．差押－登録番号、１１６６．差押－配達方法コード、１１６７．差押－配当金額、１１６８．
差押－備考、１１６９．差押－備考更新職員番号、１１７０．差押－備考更新日、１１７１．差押－予定職員番号、１１７２．差押－予定入力
年月日、１１７３．差押－様式、１１７４．債権－依頼日、１１７５．債権－回答日、１１７６．債権額、１１７７．債権－見出し、１１７８．債権－
差押可件数、１１７９．債権－先行権利有無、１１８０．債権－送付先、１１８１．債権－第三債務者、１１８２．債権－調査内容、１１８３．債
権－備考、１１８４．債権－備考更新職員番号、１１８５．債権－備考更新日、１１８６．債権－履行期限、１１８７．債務者氏名、１１８８．債
務者住所、１１８９．催告停止期限、１１９０．催告停止事由コード、１１９１．催告停止日、１１９２．最高価決定年月日、１１９３．最高価申
込価額、１１９４．最高価申込者氏名、１１９５．最高価申込者住所、１１９６．最高価申込者方書、１１９７．最高価申込者郵便番号、１１９
８．最終記事連番、１１９９．最終催告期限、１２００．最終催告種別コード、１２０１．最終催告年月日、１２０２．最終折衝日、１２０３．最終
納付金額、１２０４．最終納付年月日、１２０５．最終番号、１２０６．最大公売連番、１２０７．財産の表示、１２０８．財産種類コード、１２０
９．財産内容、１２１０．財産番号、１２１１．作成日、１２１２．作成年度、１２１３．参加差押件数、１２１４．市特記事項、１２１５．市特記事
項更新職員番号、１２１６．市特記事項更新日、１２１７．市内市外区分、１２１８．指定期限有無フラグ、１２１９．指定期日、１２２０．支払
期日、１２２１．支払場所、１２２２．支払人、１２２３．事業年度開始日、１２２４．事業年度終了日、１２２５．事件番号－記号、１２２６．事件
番号－執行機関コード、１２２７．事件番号－先行権利有無、１２２８．事件番号－年度、１２２９．事件番号－発行日、１２３０．事件番号
－備考、１２３１．事件番号－備考更新職員番号、１２３２．事件番号－備考更新日、１２３３．事件番号－連番、１２３４．時効中断－開始
年月日、１２３５．時効中断－決定職員番号、１２３６．時効中断－決定入力年月日、１２３７．時効中断－決定年月日、１２３８．時効中断
件数、１２３９．時効中断－債務の承認日、１２４０．時効中断－取消事由コード、１２４１．時効中断－取消職員番号、１２４２．時効中断
－取消入力年月日、１２４３．時効中断－取消年月日、１２４４．時効中断－終了年月日、１２４５．時効中断－中断事由コード、１２４６．
時効中断－中断停止区分コード、１２４７．時効中断－停止事由コード、１２４８．時効中断－備考、１２４９．時効中断－備考更新職員番
号、１２５０．時効中断－備考更新日、１２５１．時効予定日、１２５２．次順位決定年月日、１２５３．次順位申込価額、１２５４．次順位申込
者氏名、１２５５．次順位申込者住所、１２５６．次順位申込者方書、１２５７．次順位申込者郵便番号、１２５８．自治体コード、１２５９．自
動更新禁止フラグ、１２６０．自動作成フラグ、１２６１．自動車－型式、１２６２．自動車－見出し、１２６３．自動車－使用の本拠の位置、
１２６４．自動車－自動車登録番号、１２６５．自動車－車体番号、１２６６．自動車－車名、１２６７．自動車－初年度登録年月、１２６８．
自動車－先行権利有無、１２６９．自動車－捜索開始時刻、１２７０．自動車－捜索終了時刻、１２７１．自動車－捜索場所、１２７２．自動
車－捜索年月日、１２７３．自動車－走行距離、１２７４．自動車－備考、１２７５．自動車－備考更新職員番号、１２７６．自動車－備考更
新日、１２７７．自動車－有効期間満了日、１２７８．自動車－立会人、１２７９．執行権有無、１２８０．執行停止－一括決裁、１２８１．執行
停止－起案年月日、１２８２．執行停止－決裁年月日、１２８３．執行停止－決定職員番号、１２８４．執行停止－決定入力年月日、１２８
５．執行停止－公示年月日、１２８６．執行停止－事由コード、１２８７．執行停止－取消起案年月日、１２８８．執行停止－取消公示年月
日、１２８９．執行停止－取消事由コード、１２９０．執行停止－取消職員番号、１２９１．執行停止－取消調査顛末、１２９２．執行停止－
取消通知年月日、１２９３．執行停止－取消入力年月日、１２９４．執行停止－取消年月日、１２９５．執行停止－取消配達方法コード、１
２９６．執行停止－種類コード、１２９７．執行停止－詳細事由コード、１２９８．執行停止－即時欠損時の事由コード、１２９９．執行停止－
調査顛末、１３００．執行停止－通知年月日、１３０１．執行停止－配達方法コード、１３０２．執行停止－備考、１３０３．執行停止－備考
更新職員番号、１３０４．執行停止－備考更新日、１３０５．執行停止－予定職員番号、１３０６．執行停止－予定入力年月日、１３０７．実
態調査－依頼日、１３０８．実態調査－回答日、１３０９．実態調査－判明区分、１３１０．取扱窓口、１３１１．取消事由コード、１３１２．取
消年月日、１３１３．首長名有無フラグ、１３１４．受入年月日、１３１５．受付年月日、１３１６．受付番号、１３１７．終了日、１３１８．住所
コード、１３１９．従宛名番号、１３２０．従連番、１３２１．出力プリンタ名１、１３２２．出力プリンタ名２、１３２３．処分コード、１３２４．処分停
止件数、１３２５．処分内容、１３２６．処分番号、１３２７．処分連番、１３２８．所得金額、１３２９．所得金額対象年、１３３０．所得内容、１
３３１．証券種類コード、１３３２．証券状態、１３３３．証券番号、１３３４．詳細記事連番、１３３５．詳細財産種類コード、１３３６．詳細有無
フラグ、１３３７．状態コード、１３３８．職業コード、１３３９．振出人氏名漢字、１３４０．振出人住所漢字、１３４１．振出年月日、１３４２．申
告区分、１３４３．申告連番、１３４４．世帯番号、１３４５．生活保護開始日、１３４６．生活保護終了日、１３４７．生活保護有無、１３４８．生
保－依頼日、１３４９．生保－回答日、１３５０．生保－差押可件数、１３５１．税保コード、１３５２．税目コード、１３５３．税目等、１３５４．折
衝相手コード、１３５５．折衝相手－その他、１３５６．前回更新アクセスコード、１３５７．前回更新プログラムＩＤ、１３５８．前回更新時刻、
１３５９．前回更新職員番号、１３６０．前回更新端末ＩＤ、１３６１．前回更新年月日、１３６２．組戻事由コード、１３６３．組戻年月日、１３６
４．送付出力－ＦＬＧ、１３６５．滞繰－その他、１３６６．滞繰－たばこ、１３６７．滞繰－延滞金、１３６８．滞繰－介護保険料、１３６９．滞繰
－軽自、１３７０．滞繰－固定、１３７１．滞繰－固定償、１３７２．滞繰－鉱産、１３７３．滞繰－合計、１３７４．滞繰－国税、１３７５．滞繰－
国税年、１３７６．滞繰－国料、１３７７．滞繰－国料年、１３７８．滞繰－市県退、１３７９．滞繰－市県特、１３８０．滞繰－市県年、１３８１．
滞繰－市県普、１３８２．滞繰－事業所、１３８３．滞繰－特土地、１３８４．滞繰－入湯、１３８５．滞繰－法人、１３８６．滞納金額、１３８７．
滞納区分コード、１３８８．滞納理由コード、１３８９．滞納理由補足、１３９０．滞納理由補足更新職員番号、１３９１．滞納理由補足更新
日、１３９２．代金取立明細日、１３９３．代金納付期限、１３９４．代金納付時刻、１３９５．担当コード、１３９６．担当区分、１３９７．担保権
設定年月日、１３９８．地区コード、１３９９．地区名、１４００．貯金－記号番号、１４０１．貯金－金融機関届出住所、１４０２．貯金－見出
し、１４０３．貯金－現在日、１４０４．貯金－残高、１４０５．貯金－先行権利有無、１４０６．貯金－貸付金額－当初、１４０７．貯金－貸付
残高、１４０８．貯金－貸付年月日、１４０９．貯金－第三債務者、１４１０．貯金－貯金種類コード、１４１１．貯金－備考、１４１２．貯金－
備考更新職員番号、１４１３．貯金－備考更新日、１４１４．貯金－満期年月日、１４１５．貯金－名義人、１４１６．貯金－預入年月日、１４
１７．帳票ＩＤ、１４１８．徴収区、１４１９．徴収猶予－開始年月日、１４２０．徴収猶予－期間区分コード、１４２１．徴収猶予－決裁年月
日、１４２２．徴収猶予－決定職員番号、１４２３．徴収猶予－決定入力年月日、１４２４．徴収猶予件数、１４２５．徴収猶予－減免率、１４
２６．徴収猶予－公示年月日、１４２７．徴収猶予－事由コード、１４２８．徴収猶予－取消起案年月日、１４２９．徴収猶予－取消公示年
月日、１４３０．徴収猶予－取消事由コード、１４３１．徴収猶予－取消所見、１４３２．徴収猶予－取消職員番号、
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１４３３．徴収猶予－取消通知年月日、１４３４．徴収猶予－取消入力年月日、１４３５．徴収猶予－取消年月日、１４３６．徴収猶予－取
消配達方法コード、１４３７．徴収猶予－終了年月日、１４３８．徴収猶予－所見、１４３９．徴収猶予－申請年月日、１４４０．徴収猶予－
担保種類コード、１４４１．徴収猶予－担保提供年月日、１４４２．徴収猶予－担保提供有無、１４４３．徴収猶予－通知年月日、１４４４．
徴収猶予－登録機関コード、１４４５．徴収猶予－配達方法コード、１４４６．徴収猶予－備考、１４４７．徴収猶予－備考更新職員番号、
１４４８．徴収猶予－備考更新日、１４４９．徴収猶予－予定職員番号、１４５０．徴収猶予－予定入力年月日、１４５１．調査年月日、１４５
２．調書番号、１４５３．調定年度、１４５４．通知書番号、１４５５．定数－システム名、１４５６．定数－デバッグＩＤ、１４５７．定数－デバッ
グ有無、１４５８．定数－ログ出力有無、１４５９．定数－印刷ページ指定、１４６０．定数－延滞金計算方法、１４６１．定数－過誤納表示
有無、１４６２．定数－会計基準年月日、１４６３．定数－会計年度、１４６４．定数－該当なし表示有無、１４６５．定数－管理外年数、１４
６６．定数－記事ウィザード、１４６７．定数－記事終了表示有無、１４６８．定数－記事表示順、１４６９．定数－記事表示方法、１４７０．
定数－金銭出納員名、１４７１．定数－金融機関選択方法、１４７２．定数－決裁欄、１４７３．定数－元号、１４７４．定数－減免率－処
分、１４７５．定数－減免率－停止、１４７６．定数－減免率－猶予、１４７７．定数－更新終了表示有無、１４７８．定数－国保課名、１４７
９．定数－国保会計区分、１４８０．定数－国保係名、１４８１．定数－国保電話番号、１４８２．定数－国保部局名、１４８３．定数－最大
検索件数、１４８４．定数－市区文字、１４８５．定数－指定期日プロテクト、１４８６．定数－支払方法、１４８７．定数－資産状況入力方
法、１４８８．定数－時効完成年数、１４８９．定数－時効日パラメタ、１４９０．定数－自治体コード、１４９１．定数－自治体名、１４９２．定
数－首長名表示方法、１４９３．定数－受入延滞金計算有無、１４９４．定数－終了確認表示有無、１４９５．定数－処分停止年数、１４９
６．定数－処分停止表示有無、１４９７．定数－処分明細表示順、１４９８．定数－処分履歴表示順、１４９９．定数－初期画面表示有無、
１５００．定数－税保コード、１５０１．定数－操作マニュアル、１５０２．定数－滞納明細表示方法、１５０３．定数－帳票グループＡ、１５０
４．定数－帳票グループＢ、１５０５．定数－帳票グループＣ、１５０６．定数－帳票グループＤ、１５０７．定数－帳票印刷状態、１５０８．定
数－徴収簿延滞金表示方法、１５０９．定数－徴収猶予予定記事、１５１０．定数－徴税吏員職名、１５１１．定数－登記書印刷状態、１５
１２．定数－督促発行チェック、１５１３．定数－督促発付経過日数、１５１４．定数－納付委託分割方法、１５１５．定数－納付委託予定
記事、１５１６．定数－納付書出力区分、１５１７．定数－納付書予定記事、１５１８．定数－納付履歴表示順、１５１９．定数－納付履歴表
示方法、１５２０．定数－配－分割方法、１５２１．定数－発行年月日プロテクト、１５２２．定数－分割納付予定記事、１５２３．定数－分割
方法、１５２４．定数－分納回数の上限、１５２５．定数－分納不履行経過日数、１５２６．定数－法定納期限表示有無、１５２７．定数－未
折衝とする日数、１５２８．定数－未到来表示有無、１５２９．電子公印－ＦＬＧ、１５３０．電話－依頼日、１５３１．電話加入権－局番、１５
３２．電話加入権－契約者宛名番号、１５３３．電話加入権－契約者氏名漢字、１５３４．電話加入権－契約者住所漢字、１５３５．電話加
入権－契約者方書漢字、１５３６．電話加入権－契約年月日、１５３７．電話加入権－市外局番、１５３８．電話加入権－先行権利有無、
１５３９．電話加入権－電話機の設置場所、１５４０．電話加入権－電話種類コード、１５４１．電話加入権－電話番号、１５４２．電話加入
権－備考、１５４３．電話加入権－備考更新職員番号、１５４４．電話加入権－備考更新日、１５４５．電話加入権－別住所フラグ、１５４
６．電話加入権－別姓フラグ、１５４７．電話－回答日、１５４８．電話－差押可件数、１５４９．電話番号、１５５０．登録事由コード、１５５
１．登録年月日、１５５２．土地－課税地積、１５５３．土地－課税地目コード、１５５４．土地－課税標準額－固定、１５５５．土地－課税標
準額－都計、１５５６．土地－権利異動事由コード、１５５７．土地－権利異動年月日、１５５８．土地－市外住所コード、１５５９．土地－市
内市外区分、１５６０．土地－持分－分子、１５６１．土地－持分－分母、１５６２．土地－住所自治体コード、１５６３．土地－住所町名
コード、１５６４．土地－所在、１５６５．土地－先行権利有無、１５６６．土地－地番、１５６７．土地－登記宛名番号、１５６８．土地－登記
氏名漢字、１５６９．土地－登記住所漢字、１５７０．土地－登記地積、１５７１．土地－登記地目コード、１５７２．土地－登記年月日、１５
７３．土地－登記方書漢字、１５７４．土地－特例コード、１５７５．土地－特例地積、１５７６．土地－非課税コード、１５７７．土地－非課税
地積、１５７８．土地－備考、１５７９．土地－備考更新職員番号、１５８０．土地－備考更新日、１５８１．土地－表示異動事由コード、１５
８２．土地－表示異動年月日、１５８３．土地－評価額、１５８４．土地－不動産番号、１５８５．動産－見出し、１５８６．動産－自動車フラ
グ、１５８７．動産－先行権利有無、１５８８．動産－捜索開始時刻、１５８９．動産－捜索終了時刻、１５９０．動産－捜索場所、１５９１．動
産－捜索年月日、１５９２．動産－調査内容、１５９３．動産－備考、１５９４．動産－備考更新職員番号、１５９５．動産－備考更新日、１５
９６．動産－立会人、１５９７．特定－開始年、１５９８．特定－月、１５９９．特定－終了年、１６００．特定－日、１６０１．特土徴収区分、１６
０２．特例基準割合、１６０３．督手処分額、１６０４．督手分納額、１６０５．入金予定額、１６０６．入札開始時刻、１６０７．入札開始年月
日、１６０８．入札終了時刻、１６０９．入札終了年月日、１６１０．年度、１６１１．納期限、１６１２．納付委託－延滞金基準日、１６１３．納付
委託－延滞金計算方法コード、１６１４．納付委託－延滞金減免率、１６１５．納付委託－延滞金定額指定、１６１６．納付委託－延滞金
有無、１６１７．納付委託－加算金有無、１６１８．納付委託－決定回数、１６１９．納付委託－決定職員番号、１６２０．納付委託－決定入
力年月日、１６２１．納付委託件数、１６２２．納付委託－取消事由コード、１６２３．納付委託－取消職員番号、１６２４．納付委託－取消
入力年月日、１６２５．納付委託－取消年月日、１６２６．納付委託－受付年月日、１６２７．納付委託－証券枚数、１６２８．納付委託－振
分順コード、１６２９．納付委託－督手有無、１６３０．納付委託－備考、１６３１．納付委託－備考更新職員番号、１６３２．納付委託－備
考更新日、１６３３．納付委託－分割方法コード、１６３４．納付委託－明細－開始年月日、１６３５．納付委託－明細－終了年月日、１６３
６．納付書出力、１６３７．破産事件フラグ、１６３８．排他フラグ、１６３９．配当充当－期別優先ボタン、１６４０．配当充当－権利者項番、
１６４１．配当充当－公売代金、１６４２．配当充当－告示番号、１６４３．配当充当－債権額、１６４４．配当充当－財産種類コード、１６４
５．配当充当－財産番号、１６４６．配当充当－残余金、１６４７．配当充当－市長の債権額、１６４８．配当充当－支払時刻－時、１６４
９．配当充当－支払時刻－分、１６５０．配当充当－支払場所、１６５１．配当充当－支払場所コード、１６５２．配当充当－支払年月日、１
６５３．配当充当－自治体名、１６５４．配当充当－受入の適用、１６５５．配当充当－充当年月日、１６５６．配当充当－詳細財産種類
コード、１６５７．配当充当－滞納処分費、１６５８．配当充当－滞納処分費項番、１６５９．配当充当－滞納処分費有、１６６０．配当充当
－配当金、１６６１．配当充当－配当金受領日、１６６２．配当充当－配当元処分コード、１６６３．配当充当－配当元調書番号、１６６４．
配当充当－配当日、１６６５．配当充当－備考、１６６６．配当充当－本税優先ボタン、１６６７．買受区分、１６６８．売却区分、１６６９．売
却決定時刻、１６７０．売却決定場所、１６７１．売却決定場所コード、１６７２．売却決定年月日、１６７３．売却連番、１６７４．判明事由
コード、１６７５．番号ＩＤ、１６７６．番号キー、１６７７．備考、１６７８．備考更新職員番号、１６７９．備考更新日、１６８０．筆頭者、１６８１．
標識番号、１６８２．不渡年月日、１６８３．不動産－依頼日、１６８４．不動産－回答日、１６８５．不動産－差押可件数、１６８６．不特定－
開始年、１６８７．不特定－月、１６８８．不特定－終了年、１６８９．不特定－第何、１６９０．不特定－曜日、１６９１．不服文言、１６９２．不
服文言市区区分、１６９３．不服文言帳票区分、１６９４．分割納付－延滞金基準日１、１６９５．分割納付－延滞金基準日２、１６９６．分
割納付－延滞金計算方法コード、１６９７．分割納付－延滞金減免率、１６９８．分割納付－延滞金定額指定、１６９９．分割納付－延滞
金有無、１７００．分割納付－加算金有無、１７０１．分割納付－開始年月日、１７０２．分割納付－隔月指定コード、１７０３．分割納付－
割増月、１７０４．分割納付－割増月の納付額、１７０５．分割納付－計算方法コード、１７０６．分割納付件数、１７０７．分割納付－支払
方法コード、１７０８．分割納付－取消事由コード、１７０９．分割納付－取消職員番号、１７１０．分割納付－取消入力日、１７１１．分割納
付－取消年月日、１７１２．分割納付－受付年月日、１７１３．分割納付－初回の納付額、１７１４．分割納付－振分順コード、１７１５．分
割納付－端数処理方法コード、１７１６．分割納付－督手有無、１７１７．分割納付－内入金額、１７１８．分割納付－入力職員番号、１７１
９．分割納付－入力年月日、１７２０．分割納付－備考、１７２１．分割納付－備考更新職員番号、１７２２．分割納付－備考更新日、１７２
３．分割納付－分割方法コード、１７２４．分割納付－分納回数、１７２５．分割納付－分納誓約有無、１７２６．分割納付－分納明細数、１
７２７．分割納付－訪問徴収フラグ、１７２８．分割納付－毎月の納付額、１７２９．分割納付－明細－開始年月日、１７３０．分割納付－
明細－終了年月日、１７３１．分納用フラグ、１７３２．分類コード、１７３３．文章、１７３４．別途保管文書有り、１７３５．変更納期限、
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１７３６．返却年月日、１７３７．返戻事由コード、１７３８．返戻年月日、１７３９．保険－一時払い、１７４０．保険－金融機関コード、１７４
１．保険－契約者氏名漢字、１７４２．保険－契約者住所漢字、１７４３．保険－契約者電話番号、１７４４．保険－契約者方書漢字、１７４
５．保険－契約状況、１７４６．保険－契約年月日、１７４７．保険－月額保険料、１７４８．保険－見出し、１７４９．保険－現在日、１７５
０．保険－口座種別コード、１７５１．保険－口座番号、１７５２．保険－口座名義人、１７５３．保険－支払年月日、１７５４．保険－死亡受
取人氏名、１７５５．保険－失効年月日、１７５６．保険－証券番号、１７５７．保険－振替有無、１７５８．保険－先行権利有無、１７５９．保
険－送付先、１７６０．保険－貸付残高、１７６１．保険－貸付内訳、１７６２．保険－第三債務者、１７６３．保険－担当者電話番号、１７６
４．保険－店舗コード、１７６５．保険－配当金、１７６６．保険－被保険者氏名漢字、１７６７．保険－被保険者住所漢字、１７６８．保険－
備考、１７６９．保険－備考更新職員番号、１７７０．保険－備考更新日、１７７１．保険－払込終了年月、１７７２．保険－払込状況、１７７
３．保険－返戻金、１７７４．保険－保険の種類、１７７５．保険－保険金額、１７７６．保険－満期受取金額、１７７７．保険－満期受取人
氏名、１７７８．保険－満期年月日、１７７９．保険－問い合せ先、１７８０．法定納期限、１７８１．法定納期限等、１７８２．訪問予定時刻、
１７８３．訪問予定日、１７８４．訪問予定年月日、１７８５．本税処分額、１７８６．本税分納額、１７８７．本籍地、１７８８．本庁移管フラグ、
１７８９．本庁移管開始日、１７９０．本庁移管終了日、１７９１．優先区分、１７９２．郵貯－依頼日、１７９３．郵貯－回答日、１７９４．郵貯
－差押可件数、１７９５．郵便番号、１７９６．予定コード、１７９７．予定時刻、１７９８．予定内容、１７９９．予定年月日、１８００．預金－依
頼日、１８０１．預金－回答日、１８０２．預金－金融機関コード、１８０３．預金－金融機関届出住所、１８０４．預金－契約年月日、１８０
５．預金－見出し、１８０６．預金－現在日、１８０７．預金－口座種別コード、１８０８．預金－口座番号、１８０９．預金－口座名義人、１８
１０．預金－口座名義人カナ、１８１１．預金－口数、１８１２．預金－差押可件数、１８１３．預金－最終取引年月日、１８１４．預金－残
高、１８１５．預金－種類名義、１８１６．預金－出資金額、１８１７．預金－先行権利有無、１８１８．預金－組合員番号、１８１９．預金－貸
付形式コード、１８２０．預金－貸付残高、１８２１．預金－担保種類コード、１８２２．預金－店舗コード、１８２３．預金－反対債権金額、１
８２４．預金－備考、１８２５．預金－備考更新職員番号、１８２６．預金－備考更新日、１８２７．預金－保護現在日、１８２８．預金－本店
コード、１８２９．預金－満期年月日、１８３０．用紙サイズ、１８３１．用紙種別、１８３２．用紙名称、１８３３．利害関係区分コード、１８３４．
履行サイン、１８３５．履行期限、１８３６．臨戸分納区分、１８３７．連帳給紙方法、１８３８．連番、１８３９．連絡先ＦＡＸ、１８４０．連絡先種
別コード、１８４１．連絡先住所漢字、１８４２．連絡先電話番号、１８４３．連絡先内線番号、１８４４．連絡先方書漢字、１８４５．連絡先名
称カナ、１８４６．連絡先名称漢字、１８４７．連絡先郵便番号、１８４８．連絡先連番、１８４９．個人番号、１８５０．法人番号、１８５１．所属
課コード、１８５２．所属係コード
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 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・申請書類等の様式を、本人が必要な情報以外を誤って記載することがないような書式にしている。ま
た、記載要領も必要最小限の情報の記載となるようにしている。
・必要な書類を明確に示して、不必要な書類の提出を防止している。
・課税資料が電子記録媒体で提出された場合、本市で受領すべきものかその内容を十分に確認し、本
市分でない場合は返却している。

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・窓口での申請等情報入手の際には、個人番号カード又は通知カード及びその他本人確認書類（運転
免許証等）の確認を行い、対象者以外の情報の入手を防止している。
・届出・申請内容や本人の住所、氏名、生年月日等が相違ないか税総合電算システムを用いて確認を
行う。
・申請書等は１人につき１通ずつ記載する様式として、申請書等の記載例を窓口で示すなど申請者が本
人以外の申請を誤って行うことのないようにしている。
・他の機関及び庁内連携を通じて入手する際も、入手元とあらかじめ対象者の関連付けを行っておくこと
により、対象者以外の情報を入手できないようにしている。

 １．特定個人情報ファイル名

税情報ファイル

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

・窓口において、個人番号カード又は通知カード及び運転免許証等、本人確認書類による本人確認を行
う。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

・窓口において、個人番号カード又は通知カード及び運転免許証等、本人確認書類により個人番号の真
正性の確認を行う。真正性に疑問がある場合は、既に登録された宛名情報により真正性の確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

・入手した情報については、窓口での聴き取りや添付書類との照合等を通じて確認することで正確性を
確保している。
・入力者、審査者、決裁者を分担して複数のチェックを行っている。

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・税情報の取得に関して、書面での本人あるいは代理人による届出のみを受領することとし、窓口での
受領の際には、本人確認及び委任状の確認を行っている。
・システムを利用する必要がある場合は、ユーザID及びパスワードによる認証を行い、操作者が利用可
能な権限を限定している。
・当該税業務に関係のない情報を入手できないよう、システム的に制限している。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 その他の措置の内容 －

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・申告書等受付の際には、カウンターに衝立を設置し隣席からは手元が見えないようにするとともに、不
必要な大声で対応しないようにしている。また、受付時の会話が聞こえないよう、待合スペースからは適
当な距離を確保している。
・受付時の個人情報が記載されたメモは当該受付終了時にはカウンターから片づけ、確実にシュレッ
ダー処理を行う。
・申告書類等については、特定個人情報の漏えい及び紛失を防止するため、入力及び照合した後は施
錠可能な書庫に保管する。
・税総合電算システムは、インターネットと直接接続していない。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている
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 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている

 宛名システム等における措置
の内容

＜税総合電算システムにおける措置＞
・個人番号利用事務実施者以外（税務事務実施者以外）から特定個人情報の要求があった場合は、個
人番号と個人情報の紐付けが行われないようシステムでアクセス制御を行っている。

＜統合利用番号連携サーバーにおける措置＞
・評価対象の事務に必要な情報のみを記録している。
・個人番号を利用する業務からは個人番号にアクセスすることはできない。

 事務で使用するその他のシス
テムにおける措置の内容

・税総合電算システムから他のシステムへの特定個人情報の連携は必要となる情報のみに制限し、必
要のない情報との紐付けは行われないよう制限している。

・税総合電算システムには、地方税業務に関係のない情報を保有しない。

 その他の措置の内容 －

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

1） 行っている 2） 行っていない
＜選択肢＞]

 具体的な管理方法

１　ユーザの認証方法
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１３条（職員等の責務）第３項に規定する「(9)操作を許可された者
以外に端末機若しくはサーバの操作方法を教示し、又は端末機若しくはサーバの操作をさせないこと。」
に基づき、以下の対策を行っている。
①ユーザ認証は3段階で実施している。税総合電算システムを利用するときは、まずWindowsログイン認
証前に生体（顔）による認証を行い、次に共通基盤システムのディレクトリサービス機能において、許可さ
れた個人ごとに付与したユーザIDとパスワードにより、個人ごとのWindowsログイン認証を行う二要素認
証を実施している。次に、ログインした端末から税総合電算システムを利用する際、ユーザIDとパスワー
ドによる認証を行っている。

②なりすましが行われないための対策
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１３条（職員等の責務）第４項に規定する「(1)他人に自己の保有す
るIDを使用させないこと。」、「(2)自己の保有するパスワードに関し、他に知られないよう適切な管理を行
うこと。」、「（3）パスワードは、十分な長さのもので第三者が想像しにくいものとすること。」、「（4）パス
ワードは、定期的に変更すること。」及び「（5）端末機及びサーバにパスワードを記憶させないこと。」に基
づき、以下の対策を行っている。
・なりすましによる不正を防止する観点から、共用ＩＤの利用を禁止するとともに、離席時は必ずログアウ
トしている。
・パスワードは、他者に知られないように、パスワードの照会等には一切応じない、パスワードのメモを机
上等に置かないなどの対策を実施している。
・パスワードが流出したおそれがある場合には、電算管理者に速やかに報告し、パスワードを速やかに
変更する。
・端末やシステムに初めてログインする時は、パスワードの変更を促し、以降定期的にパスワードの変更
を要求している。パスワードは定期的に変更し、前回使用したパスワードに変更することはできないよう
になっている。
・仮のパスワードは、最初のログイン時点で強制的に変更している。

２　共通基盤システムにおける管理
・共通基盤システムのWindowsログイン認証において、パスワードは一定以上の長さとすることが必須と
なっており、自己により随時変更可能である。
・共通基盤システムのWindowsログイン認証において、初回パスワードは、初回ログイン時に強制的に変
更している。
・共通基盤システムのWindowsログイン認証において、パスワードは強制的に一定期間ごとに変更してい
る。
・共通基盤システムのWindowsログイン認証において、パスワード変更時は前回使用のパスワードに変
更することはできないようになっている（継続使用不可）。
・共通基盤システムのWindowsログイン認証前に生体（顔）による認証を行うことにより、なりすましが行
われないよう講じている。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

]

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク
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 具体的な管理方法

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（アクセス制御）第１項に規定している「(3) 情報システムの
管理に係る権限の付与は、必要最小限の者に限ることとし、厳重に管理すること。」に基づき、以下の対
策を行っている。
・利用されていないIDが放置されないよう、人事情報をもとに定期的に点検を行っている。

＜共通基盤システムにおける管理＞
共通基盤システムにおいて、以下のとおり、アクセス権限の管理を行っている。
・ディレクトリサービス機能において、操作者の業務内容に応じた最低限のアクセス権限が付与されるよ
うに管理している。
・利用していないIDが放置されないよう、システム所管課において、操作者の業務内容に応じた最低限
のアクセス権限が付与されることを年次で確認している。

＜統合利用番号連携サーバーにおける管理＞
統合利用番号連携サーバーにおいて、以下のとおり、アクセス権限の管理を行っている。
・連携機能については、システム単位で制限し、対象システムに該当する範囲のみに限定してアクセス
権を付与している。
・オンライン機能については、利用していないIDが放置されないよう、システム所管課において、操作者
の業務内容に応じた最低限のアクセス権限が付与されることを年次で確認している。

 アクセス権限の管理 [ 行っている ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

]

 具体的な管理方法

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（アクセス制御）第１項に規定している「(3) 情報システムの
管理に係る権限の付与は、必要最小限の者に限ることとし、厳重に管理すること。」に基づき、以下の対
策を行っている。
・利用されていないIDが放置されないよう、人事情報をもとに定期的に点検を行っている。

＜共通基盤システムにおける管理＞
共通基盤システムにおいて、以下のとおり、アクセス権限の管理を行っている。
・ディレクトリサービス機能において、操作者の業務内容に応じた最低限のアクセス権限が付与されるよ
うに管理している。
・利用していないIDが放置されないよう、システム所管課において、操作者の業務内容に応じた最低限
のアクセス権限が付与されることを年次で確認している。

＜統合利用番号連携サーバーにおける管理＞
統合利用番号連携サーバーにおいて、以下のとおり、アクセス権限の管理を行っている。
・連携機能については、システム単位で制限し、対象システムに該当する範囲のみに限定してアクセス
権を付与している。
・オンライン機能については、利用していないIDが放置されないよう、システム所管課において、操作者
の業務内容に応じた最低限のアクセス権限が付与されることを年次で確認している。

 特定個人情報の使用の記録

 具体的な方法

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１６条（電子計算機及びネットワークの管理）第１項に規定する
「(1)各種アクセス記録及び情報セキュリティの確保に必要な記録を取得し、不正なアクセス等に対処でき
るよう一定の期間保存し、及び記録の改ざん、窃取又は不正な削除の防止のために必要な措置を講ず
ること。」に基づき、以下の対策を行っている。

・税総合電算システム内での特定個人情報の更新・参照・発行の記録をアクセスログとして保管する。
・アクセス記録項目：処理日時、職員情報、部署情報、端末情報、処理事由、宛名番号、処理内容など
・アクセス記録は、刑事訴訟手続上の証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項第４号（長期１５年
未満の懲役又は禁錮に当たる罪）の公訴時効である７年間分を媒体で管理する。
・アクセス記録はディスク上に保管するとともに、媒体に退避することにより、改ざん、誤消去を防止して
いる。ディスク上のデータはあらかじめ許可された担当者以外はアクセスできないようにしている。

＜共通基盤システムにおける方法＞
共通基盤システムにおいて、以下のとおり、特定個人情報の使用の記録を行っている。
・ディレクトリサービス機能において、いつ、どの端末で、誰が、ネットワークにログイン／ログアウトした
かを記録し、一定期間保存している。
・データ連携機能により特定個人情報ファイルにアクセスしたログ（いつ、どのシステムが）を取得し、一
定期間保存している。

＜統合利用番号連携サーバーにおける方法＞
統合利用番号連携サーバーにおいて、以下のとおり、特定個人情報の使用の記録を行っている。
・いつ、どの端末で、誰が、ネットワークにログイン／ログアウトしたかを記録し、一定期間保存している。
・データ連携機能によりデータ連携（特定個人情報にアクセス）したログを取得し、一定期間保存してい
る。
・オンライン機能により特定個人情報にアクセスしたログを取得し、一定期間保存している。

記録を残している[
2) 記録を残していない1） 記録を残している

＜選択肢＞]
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 リスクに対する措置の内容

１　教育・啓発
・年1回、地方公共団体情報システム機構の「e-Learningによる情報セキュリティ研修」を実施し、本市に
おける個人情報の取扱い等に関する一般知識の習得及び意識レベルの向上に取り組んでいる。
・年1回、各課で選任されている情報セキュリティ担当者を対象に、「所属内における情報セキュリティの
普及・啓発に係る取組み」に必要な知識の習得を目的とした研修を実施している。
・毎年度、新任管理職及び新規採用の職員等を対象とした、情報漏えいの防止などを目的とした人的セ
キュリティに係る研修を実施している。
・他市町村等での個人情報の漏えい等に関する事象が発生・報道された際には、随時周知を行い注意
喚起している。

２　違反行為を行った職員に対する措置
・地方税法第22条及び地方公務員法第34条第1項、第60条第2号により、守秘義務及び罰則が規定され
ている。
・堺市個人情報保護条例第6章（罰則）規定及び堺市情報セキュリティ対策基準要綱第15条（情報セキュ
リティインシデント等への対応）第１０項に「市長は、職員による不正なアクセス又はその結果により、
データの漏洩、破壊若しくは改ざん又はこれらを原因とするシステムダウン等により業務に深刻な影響を
もたらした場合は、当該職員を懲戒処分等の対象とする」と定め、それらの処分を行うものとしている。

３　その他の措置
・委託業務の従業者については、契約時に当該業務従事者全員から秘密の保持に関する誓約書、委託
事業者からセキュリティ等に関する社員教育の実績書及び計画書等の提出を義務付けている。業務上
知り得た情報の業務外利用の禁止に関する条項を含む誓約書に署名をする。
・税総合電算システムにおいては、当該職員の権限に応じて処理可能なメニューのみを表示することで、
当該職員の業務に必要な処理のみを行える仕組みとしている。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている

＜選択肢＞]

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
・許可のない外部記録媒体が使用できないように制限している。
・ファイルの持ち出しについて、持出し申請者を限定するとともに、上長の承認が必要であり、また、上長の承認を得たファイルは、申請
した者しか持ち出すことが出来ないように制限している。
・いつ、誰が、どの端末で、どのデバイスに、どのファイルを持ち出し、持ち込みしたか、誰が持出し承認したかを記録するとともに、記録
を取得していることを関係者に周知し、不正な持出しを抑止している。
・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわたり本人確認情報を表示させない 。
・端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く。

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜人的措置＞
・特定個人情報の提供は、法令等の規定がある場合以外は認められない旨を職員等に周知する。
・地方税法第22条および地方公務員法第34条第1項、第60条第2号による罰則が規定されている。

＜サーバー＞
・バックアップファイルの取得は入退室管理をしている電算機室での作業に限定されている。
・電算機室は常時監視カメラによる監視を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている
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 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

] 委託しない

[ 制限している

・委託調達仕様書において、個人情報保護体制に関する条件として、一般財団法人日本情報経済社会
推進協会認定の「プライバシーマーク」等を取得している者とするほか、社内教育に関する条件として、
セキュリティに関する研修及びプライバシー保護に関する研修等を実施する旨を規定し、特定個人情報
の保護を適切に行える委託先であることを確認する。

・契約時には、必要に応じ個人情報等の保護に係る誓約書、業務従事者届、業務従事者の経歴書、業
務従事者からの秘密保持に関する誓約書、実施体制図、セキュリティ等に関する社員教育の実績書及
び計画書の提出を義務付けている。

[ ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

2） 制限していない1） 制限している
＜選択肢＞]

 具体的な制限方法

・作業者を限定するために、委託作業者の名簿を提出させる。
・閲覧／更新権限を持つ者を必要最小限にする。
・閲覧／更新権限を持つ者のアカウント管理を行い、システム上で操作を制限する。
・閲覧／更新の履歴（ログ）を取得し保管する。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している

]
1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

2） 記録を残していない1） 記録を残している
＜選択肢＞]

 具体的な方法

・端末の操作ログを全て記録し、７年間保管している。
・契約書等に基づき、委託業務が実施されていることを適時確認するとともに、その記録を残す。
・委託業者から適時セキュリティ対策の実施状況の報告を受けるとともに、その記録を残す。
・端末へのログイン記録を取得し、７年間保管している。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

業務の一部を再委託する場合については、契約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委託先に対
し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出される個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本市に提出
すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出される秘密保持に関する誓約書の写しを本市に提出する
こと。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティに係る教育状況についてその実施状況が確認できる書類
を本市に提出すること。
また再委託の許諾については、本市に提出される再委託申請書を以下の観点から審査した上で、判断
する。
　‐再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号が、正確に記載されていること。
　‐再委託が、業務の一部分かつ専門的な作業であること。
　‐再委託する作業内容を具体的に明記していること。
　‐全部又は大部分の再委託でないこと。
　‐再委託する作業内容に関して、契約の履行に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは他の自
治体における対象業務の実績を有していること。

また、契約書で、本市が「必要があると認めるときは、この業務の履行に立会い、又は報告を求めること
ができる」と定め、必要があれば本市職員が現地調査する。

101



1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞]

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

特定個人情報の取扱いについては、堺市個人情報保護条例に則り、個人情報の保護の重要性を認識
し、個人の権利利益を侵害することのないよう適正に取り扱うように委託契約書において特記事項として
定めている。
（規定内容）
・契約終了又は解除された後においても秘密保持すること
・従事者に対して堺市個人情報保護条例で定める罰則の教示を行うこと
・個人情報の収集の制限と適正管理を行うこと
・目的外の使用と第三者への提供の禁止
・個人情報の返還と廃棄に関すること
・複写、複製の禁止
・事故発生時の速やかな報告
・契約事項の違反による損害賠償の担保

また、契約書で、本市が「必要があると認めるときは、この業務の履行に立会い、又は報告を求めること
ができる」と定め、必要があれば本市職員が現地調査する。

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている

 規定の内容

個人情報の取扱いについては、堺市個人情報保護条例に則り、個人情報の保護の重要性を認識し、個
人の権利利益を侵害することのないよう適正に取り扱うように委託契約書において特記事項として定め
ている。
（規定内容）
・契約終了又は解除された後においても秘密保持すること
・従事者に対して堺市個人情報保護条例で定める罰則の教示を行うこと
・個人情報の収集の制限と適正管理を行うこと
・目的外の使用と第三者への提供の禁止
・複写及び複製の禁止
・個人情報の返還と廃棄に関すること
・事故発生時の速やかな報告
・契約事項の違反による損害賠償の担保

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

[ 特に力を入れて行っている

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

＜ルールの内容＞
契約書において、業務委託が終了した場合、本市の指示に従い、委託業者の責任と負担において個人
情報を本市に返還若しくは破棄、消去しなければならない旨を規定している。

＜ルール遵守の確認方法＞
委託契約の報告条項に基づき、特定個人情報の取扱いについて書面にて、破棄、消去の方法、完了日
等を報告させ、必要があれば本市職員が現地調査する。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

定めている[

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている]

4） 再委託していない
2） 十分に行っている

＜選択肢＞

]

 具体的な方法 ・委託先と同等のリスク対策を実施する

 その他の措置の内容 ―

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞]

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置
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 その他の措置の内容

・入室権限を厳格に管理している電算機室にサーバ－を設置し、情報の持ち出しを制限している。
・共通基盤システムにおいて、個人番号管理ファイルを扱うシステムへのアクセス権限を有する者を厳格
に管理し、基本的に媒体接続は禁止しており、情報の持ち出しを制限している。
・統合利用番号連携サーバーにおいて、特定個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限は限定
し、事務に必要な情報に限定して連携している。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

＜共通基盤システムによる情報の移転＞
・システムの仕様を定める際に関係各課と協議を行い、法令上の根拠等を確認した上でシステムを構築
し、適切なタイミングで自動で提供する仕組みを構築している。随時で行う際も、その都度不適切な移転
でないことを確認し、決裁行為を経たうえで行っている。
・特定個人情報の提供・移転に関するルール（規程類）の詳細については、今後公布される政省令等の
内容を踏まえて策定することを予定している。

定めている[ ]
1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

＜共通基盤システムによる情報の移転＞
・共通基盤システムにおいて、連携データごとにデータ種別、通信相手ごとに持つIDとパスワードを取り
決め、認証行為を行っている。
　なお、上記記録については刑事訴訟手続上の証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項第４号
（長期１５年未満の懲役又は禁錮に当たる罪）の公訴時効である７年間分保存する。

・統合利用番号連携サーバーにおいて、以下の措置を行っている。
【連携機能】
　-システムごとにIDとパスワードを取り決め、認証行為を行った上で、定義したデータ種別／項目に限定
して連携している。
【オンライン機能】
　-個人単位でIDとパスワードを取り決め、認証行為を行った上で、必要な情報にに限定して連携してい
る。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

［共通基盤システム］
・連携手段として情報連携の記録が逐一保存され、不適切な方法による特定個人情報の提供を防止し
ている。
・許可のない外部記録媒体が使用できないように制限している。
・ファイルの持ち出しについて、持出し申請者を限定するとともに、上長の承認が必要であり、また、上長
の承認を得たファイルは、申請した者しか持ち出すことが出来ないように制限している。
・いつ、誰が、どの端末で、どのデバイスに、どのファイルを持ち出し、持ち込みしたか、誰が持出し承認
したかを記録するとともに、記録を取得していることを関係者に周知し、不正な持出しを抑止している。

［統合利用番号連携サーバー］
・情報連携の記録が逐一保存され、不適切な方法による特定個人情報の提供を防止している。
なお、中間サーバー間の通信では相互認証を実施するため、認証できない相手先への情報の移転はな
されないことがシステム上担保されている。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対す
る措置

情報提供ネットワークシステム（中間サーバー）と各業務個別に連携I/Fを設けるのではなく、庁内の連携を連携サーバーに全て集約す
ることで対策している。

 具体的な方法

＜共通基盤システムによる情報の移転＞
移転を行う場合、移転する情報に関して、移転元と移転先において仕様を定め、所属長の許可を得た上
でICTイノベーション推進室に依頼をする。仕様で定めたことのみをシステム構築しており、仕様以外の
情報に関しては、移転不可能である。どのシステムがどの情報に対して、いつ移転したかをネットワーク
の通信ログで取得しており、７年間保存している。正当な移転だけでなく、不正な移転、移転の失敗など
全ての通信ログを取得している。
なお、上記記録については刑事訴訟手続上の証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項第４号（長
期１５年未満の懲役又は禁錮に当たる罪）の公訴時効である７年間分保存する。

] 提供・移転しない

記録を残している[

[

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

1） 記録を残している 2） 記録を残していない
＜選択肢＞]
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 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜システムの運用における措置＞
・ユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないよう厳重に管理
している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを遵守し適切に運用を行っている。
・情報漏えい防止などを目的とした、人的セキュリティ研修を実施している。
・下記システムのソフトウェアにおける措置による対策を実施している。

＜税総合電算システムのソフトウェアにおける措置＞
・税総合電算システムの職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容等の記録が実施されるため、不適切な端末操作や情報照会など
を防止する。

＜統合利用番号連携サーバーのソフトウェアにおける措置＞
・統合利用番号連携サーバーの職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイ
ン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容等の記録が実施されるため、不適切な端末操作や情報
照会などを防止する。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないよう厳重に管理
している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証
の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つま
り、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティ
リスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログア
ウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切な
オンライン連携を抑止する仕組みになっている。

（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能。
（※２）番号法別表第２及び第１９条第１４号に基づき、事務手続きごとに情報照会者、情報提供者、照
会・提供可能な特定個人情報をリスト化したもの。（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に
付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

] 接続しない（提供）[] 接続しない（入手）[ ６．情報提供ネットワークシステムとの接続

1） 特に力を入れている 2） 十分である

＜選択肢＞]

3） 課題が残されている
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 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜システムの運用における措置＞
・正しい情報を提供・移転するため、オンラインでの画面入力項目チェック、バッチ処理における入力デー
タの単項目チェック、関連チェックを実施し、誤った情報自体混入しないようシステムにおいてチェックを
行い、適正に事務運用を行う。
＜税総合電算システムのソフトウェアにおける措置＞
・税総合電算システムは、自機関向けの中間サーバーから、自機関内の統合利用番号連携サーバのみ
を経由し、通信及び特定個人情報の入手を実施することで、安全性を確保している。

＜統合利用番号連携サーバーのソフトウェアにおける措置＞
・統合利用番号連携サーバーは、照会対象者に付番された正しい個人番号（個人番号の真正性の確認
は、「Ⅲ．２．リスク３」を参照）に基づき、団体内統合宛名番号を付番してインタフェースシステムより処理
通番等を入手した上で、情報提供用個人識別符号の取得依頼するため、照会対象者の個人番号に基
づき正確に情報提供用個人識別符号の紐付けが行われることから、正確な照会対象者に係る特定個人
情報を入手することが担保されている。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
・定められた運用手順に従い、照会、入手したデータに錯誤がないよう正確性を都度確認し、適切な運用
を行っている。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定個人
情報を入手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜システムの運用における措置＞
・下記各システムのソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
・定められた運用手順に従い、照会、入手したデータに錯誤がないよう正確性を都度確認し、適切な運用
を行っている。

＜税総合電算システムのソフトウェアにおける措置＞
・税総合電算システムは、自機関向けの中間サーバーから、自機関内の統合利用番号連携サーバーの
みを経由し、通信及び特定個人情報の入手を実施することで、安全性を確保している。

＜統合利用番号連携サーバーのソフトウェアにおける措置＞
・統合利用番号連携サーバーは、照会対象者に付番された正しい個人番号（個人番号の真正性の確認
は、「Ⅲ．２．リスク３」を参照）に基づき、団体内統合宛名番号を付番してインタフェースシステムより処理
通番等を入手した上で、情報提供用個人識別符号の取得依頼するため、照会対象者の個人番号に基
づき正確に情報提供用個人識別符号の紐付けが行われることから、正確な照会対象者に係る特定個人
情報を入手することが担保されている。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないよう厳重に管理
している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネッ
トワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担保さ
れている。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信
を暗号化することで安全性を確保している。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞
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]
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜システムの運用における措置＞
・ユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないようにしている。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを遵守し適切に運用を行っている。
・情報漏えい防止などを目的とした、人的セキュリティ研修を実施している。
＜税総合電算システムのソフトウェアにおける措置＞
・税総合電算システムは、職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容等の記録を実施することにより、不適切な端末操作や情報照
会などを防止する。

＜統合利用番号連携サーバーのソフトウェアにおける措置＞
・統合利用番号連携サーバーは、情報照会が完了又は中断した情報照会結果などについては、一定期
間経過後に当該結果を自動で削除することにより、特定個人情報の漏えい、紛失を防止する。
・統合利用番号連携サーバーは、職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログ
イン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容等の記録を実施することにより、不適切な端末操作や
情報照会などを防止する。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないよう厳重に管理
している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研修を実施するなど、人的対策を行っている。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するた
め、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
・既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕組
みを設けている。
・情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンラ
イン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する
特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになっている。
そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対応し
ている。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信
を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監視・障害対
応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている
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]

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜各システムの運用における措置＞
・ユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないようにしている。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを遵守し適切に運用を行っている。
・情報漏えい防止などを目的とした、人的セキュリティ研修を実施している。
・下記システムのソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
＜税総合電算システムのソフトウェアにおける措置＞
・税総合電算システムは自機関向けの中間サーバーに対し、自機関向け統合利用番号連携サーバーお
よび共通基盤システムのみを経由し、通信および特定個人情報の提供を実施するため、不適切な方法
で提供されることを防止している。
・税総合電算システムの職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容等の記録が実施されるため、不適切な端末操作や情報提供など
を防止する。

＜統合利用番号連携サーバーのソフトウェアにおける措置＞
・統合利用番号連携サーバーは自機関向けの中間サーバーとだけ通信および特定個人情報の提供を
実施するため、不適切な方法で提供されることを防止している。
・統合利用番号連携サーバーの職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイ
ン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容等の記録が実施されるため、不適切な端末操作や情報
提供などを防止する。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないよう厳重に管理
している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リストを情報提供
ネットワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照合リ
ストに基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワーク
システムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した
情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定
し、特定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定
個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンラ
イン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

3） 課題が残されている
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3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

　＜各システムの運用における措置＞
・ユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないようにしている。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを遵守し適切に運用を行っている。
・情報漏えい防止などを目的とした、人的セキュリティ研修を実施している。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
＜税総合電算システムのソフトウェアにおける措置＞
・税総合電算システムは自機関向けの中間サーバーに対し、自機関向け統合利用番号連携サーバーお
よび共通基盤システムのみを経由し、通信および特定個人情報の提供を実施するため、不適切な方法
での提供を防止している。
・税総合電算システムの職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容等の記録が実施されるため、不適切な端末操作や情報提供など
を防止する。

＜統合利用番号連携サーバーのソフトウェアにおける措置＞
・統合利用番号連携サーバーは自機関向けの中間サーバーとだけ通信および特定個人情報の提供を
実施するため、不適切な方法で提供されることを防止している。
・統合利用番号連携サーバーの職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイ
ン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容等の記録が実施されるため、不適切な端末操作や情報
提供などを防止する。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないよう厳重に管理
している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信する情報は、情報照会者から
受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施した上で提供を行う仕組みになっている。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンラ
イン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを管理する機能。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した
行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供されるリ
スクに対応している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信
を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
・中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者においては、特定個人情報に係る業務には
アクセスができないよう管理を行い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理している。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている
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3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

＜各システムの運用における措置＞
・大量データの中間サーバーへのデータ保存にあたっては、あらかじめ確認した定型的手法、処理内容
でデータを送信するため、誤った情報を送信しない仕組みとしている。
・適切に情報提供を行うよう、情報の正確性を処理の都度確認し、定められたルールを遵守し適切に運
用を行っている。
・下記各システムソフトウェアにおける措置による対策を実施している。

＜税総合電算システムのソフトウェアにおける措置＞
・税総合電算システムは自機関向けの中間サーバーに対し、自機関向け統合利用番号連携サーバーま
たは共通基盤システムを経由し、通信および特定個人情報の提供を実施するため、誤った相手に特定
個人情報が提供されることを防止している。

＜統合利用番号連携サーバーのソフトウェアにおける措置＞
・統合利用番号連携サーバーは自機関向けの中間サーバーとだけ、通信および特定個人情報の提供を
実施するため、誤った相手に特定個人情報が提供されることを防止している。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・大量データの中間サーバーへのデータ保存にあたっては、あらかじめ確認した定型的手法、処理内容
でデータを送信するため、誤った情報を送信しない仕組みとしている。
・適切に情報提供を行うよう、情報の正確性を処理の都度確認し、定められたルールを順守し適切に運
用を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による対策を実施している。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供許可証と情報
照会者への経路情報を受領した上で、情報照会内容に対応した情報提供をすることで、誤った相手に特
定個人情報が提供されるリスクに対応している。
・情報提供データベース管理機能（※）により、「情報提供データベースへのインポートデータ」の形式
チェックと、接続端末の画面表示等により情報提供データベースの内容を確認できる手段を準備するこ
とで、誤った特定個人情報を提供してしまうリスクに対応している。
・情報提供データベース管理機能では、情報提供データベースの副本データを既存業務システムの原本
と照合するためのエクスポートデータを出力する機能を有している。
（※）特定個人情報を副本として保存・管理する機能。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている ＜選択肢＞
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 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜各システムの運用における措置＞
・ユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないようにしている。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っている。
・情報漏えい防止などを目的とした、人的セキュリティ研修を実施している。
・下記各システムソフトウェアにおける措置による対策を実施している。

＜税総合電算システムのソフトウェアにおける措置＞
・税総合電算システムの職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操
作内容等の記録が実施されるため、不適切な端末操作や情報照会・情報連携を防止する。
・税総合電算システムは自機関向けの中間サーバーと接続する、自機関向け統合利用番号連携サーバー及び共通基盤システムとの
み通信および特定個人情報の入手・提供を実施するため、安全性が担保されている。

＜統合利用番号連携サーバーのソフトウェアにおける措置＞
・統合利用番号連携サーバーの職員認証・権限管理機能により、ログイン時の職員認証のほか、ログイン・ログアウトを実施した職員、
時刻、操作内容等の記録が実施されるため、不適切な端末操作や情報照会・情報連携を防止する。
・統合利用番号連携サーバーは自機関向けの中間サーバーとだけ通信及び特定個人情報の入手・提供を実施するため、安全性が担
保されている。
・統合利用番号連携サーバーと自機関向けの中間サーバーの間は、通信を暗号化することで安全性を確保している。

＜統合利用番号連携サーバーにおける措置＞
情報提供ネットワークシステム（中間サーバー）とのI/Fにフィルタリング機能、VPN機能を実装することで、定められた連携サーバーのみ
のアクセスとしている。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、必要最低限の人数、参照範囲、権限としている。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、パスワードが他者に知られることのないよう厳重に管理している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による対策を実施している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応
している。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確
保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏え
い等のリスクを極小化している。

110



 ②安全管理体制

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

[

[

]

]

政府機関ではない

特に力を入れて整備している

4） 政府機関ではない3） 十分に遵守していない

3） 十分に整備していない

 ⑤物理的対策

 具体的な対策の内容

＜堺市における措置＞
１　サーバー設置場所
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第9条（サーバの導入及び運用）に規定する「(4)操作の権限を有しな
い者に容易に操作されることがないよう、サーバに記録された情報の重要度に応じて設置場所への入室
制限を行うなど適切な措置を講じなければならない。」及び第11条（管理区域）に規定する「(1)水害対策
及び確実な入退室管理を行うこと。」に基づき、以下の対策を行っている。
・サーバを設置する電算機室から外部に通ずるドアは最小限とし、ICカードにて立入を制限の上、監視カ
メラを設置して入退室を監視している。
・サーバは施錠ラックに格納し、システムに対して不要・不正な操作が行えないよう対処している。ラック
鍵は電算管理者のみが使用できるよう管理を行っている。

２　端末設置場所
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第10条（端末機及びサーバの管理）第１項に規定する「システム利
用責任者は、執務室等に職員等がいない場合における当該執務室等の施錠等の徹底、端末機、サー
バ等の固定その他情報資産の盗難防止のための措置を講じなければならない。」に基づき、以下の対
策を行っている。
・職員等は、パソコン等の端末について、第三者に使用されること、又は電算管理者の許可なく情報を閲
覧されることがないように、離席時の端末を初画面に戻すなどの措置を講じている。
・業務終了後は、端末機等を施錠できるロッカー等へ保管し、又はセキュリティワイヤロック等を導入し、
盗難を防止している。
・業務時間外はフロア内にセキュリティをかけ、部外者が侵入しないよう対策を講じている。

３　記録媒体・紙媒体の保管場所
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第8条（記録媒体の管理）に規定する「(2) 重要な情報を記録した記
録媒体については、その重要度に応じて、漏洩、盗難、滅失、損傷等の防止に備えるなど適切な対策を
講じた場所に保管しなければならない。」に基づき、以下の対策を行っている。
・情報を記録した記録媒体を保管する場合、施錠可能な場所に保管している。
・職員等は、記録媒体や情報が印刷された文書等について、第三者に使用されること、又は電算管理者
の許可なく情報を閲覧されることがないように容易に閲覧されない保管庫等への保管などの措置を講じ
ている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室者管理、有人監視及
び施錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの
混在によるリスクを回避している。

 ③安全管理規程

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

特に力を入れて行っている

[

[

[

]

]特に力を入れて周知している

特に力を入れて整備している

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

2） 十分に周知している1） 特に力を入れて周知している
＜選択肢＞

2） 十分に整備している1） 特に力を入れて整備している

 ⑥技術的対策 特に力を入れて行っている[

3） 十分に行っていない
2） 十分に行っている1） 特に力を入れて行っている

＜選択肢＞

]

]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
＜選択肢＞

3） 十分に整備していない

3） 十分に周知していない

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している ①NISC政府機関統一基準群
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 具体的な対策の内容

＜堺市における措置＞
【不正プログラム対策】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１９条（不正プログラム対策）第１項に規定する「職員等は、外部
から取り入れ、又は外部へ持ち出すデータ、送受信する電子メール等については、不正プログラムチェッ
ク（当該データ等に不正プログラムが含まれているか否かを調べることをいう。）を行うなど、不正プログ
ラムのシステムへの侵入又は外部への拡散その他不正プログラムによるシステム障害等の発生の防止
に努めなければならない。」及び第１９条（不正プログラム対策）第２項に規定する「電算管理者は、常時
不正プログラムに関する情報収集に努め、不正プログラムチェック用の定義ファイル等は常に最新のも
のに保たなければならない。」に基づき、以下の対策を行っている。
・職員等は記録媒体を使う場合、不正プログラム等の感染を防止するために、市が管理している媒体以
外を利用できないよう技術的対策を行っている。
・サーバ及びパソコン等の端末に、不正プログラム対策ソフトウェアを常駐させている。
・不正プログラム対策ソフトウェアを導入し、定期的に当該ソフトウェア及びパターンファイルの更新を実
施し、常に最新の状態を保っている。

＜共通基盤システムにおける措置＞
・サーバー及びパソコン等の端末に、不正プログラム対策ソフトウェアを常駐させている。
・不正プログラム対策ソフトウェアを導入し、定期的に当該ソフトウェア及びパターンファイルの更新を実
施し、常に最新の状態を保っている。

【不正アクセス対策】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（アクセス制御）第１項に規定する「(7) 本市の外部の組織か
ら本市のネットワーク及び情報システムにアクセスする場合は、直接本市の内部ネットワークに接続させ
ないこと。」に基づき、以下の対策を行っている。
・税総合電算システムは、インターネットと接続していない。
・税サーバへの不正なアクセスについては、ファイアウォールで遮断する。

【監視】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１８条（ネットワーク及び情報システムの監視）第１項に規定する
「電算管理者は、セキュリティに関する事案を検知するため、情報システムについて監視等を行わなけれ
ばならない。」に基づき、以下の対策を行っている。
・電算管理者はセキュリティに関する事案を検知するため、情報システムを常時監視し、障害が起きた際
にも速やかに対応できるようにしている。
・電算管理者は、職員等及び外部委託事業者が使用しているパソコン等の端末からの庁内のサーバ等
に対する攻撃や外部のサイトに対する攻撃を監視している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネットワー
クを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うととも
に、ログの解析を行っている。
・中間サーバー・プラットフォームでは、不正プログラム対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行っている。
・導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

特に力を入れて行っている

特に力を入れて行っている

[

[

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生あり

 その内容
受託業者が、長屋建て住宅の所有者を対象とした調査を行った、アンケート調査票に所有者本人以外
の氏名を誤って印字した調査票を誤送付（1,461件の個人情報が漏洩）

 ⑦バックアップ

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知 3） 十分に行っていない

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞]

＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

]

3） 十分に行っていない

]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞
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 再発防止策の内容

・受託業者に対し、個人情報を取り扱う場合のマニュアルやチェックリストと、十分な確認が必要な作業
の場合、市からの指示に基づく手順書を作成させることにより、個人情報の適正管理、適正な事務処理
について、指導と確認を徹底した。
・市として、再びこのような事案が発生しないよう、個人情報保護の重要性を再認識し、個人情報を取り
扱う作業の場合、受託業者に対し、書面により詳細な作業手順や注意点を明確に指示し、漏洩や手順
の誤りがないことの確認を徹底した。

 その他の措置の内容
関係規定の整備
「データの外部持出し制限の強化」と「情報セキュリティ等のチェック体制の強化」を主な内容として、関係
規定（堺市個人情報の適正管理に関する要綱、堺市情報セキュリティポリシー）を改正する。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している

 具体的な保管方法
死者の特定個人情報は、生存する個人の特定個人情報と分けて管理しないため、「Ⅲ特定個人情報
ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策」において示す、生存する個人の特定個人情報ファイルと
同様の管理を行う。

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

1） 保管している 2） 保管していない
＜選択肢＞]

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 手順の内容

・保存期間を経過したデータベースに格納された特定個人情報については、定められた手順に従い消去
する。
・磁気ディスクの廃棄時は、手順書等に基づき、内容の消去、破壊等を行うとともに、磁気ディスク管理
簿にその記録を残す。また、専用ソフトによるフォーマット、物理的粉砕等を行うことにより、内容を読み
出すことができないようにする。
・紙帳票については、手順書等に基づき、受渡し、保管及び廃棄の運用が適切になされていることを適
時確認する。廃棄時には、手順書等に基づき、裁断、溶解等を行う。

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
個人番号を含め宛名情報については、住民基本台帳システムより随時異動データを連携させるることに
より、最新化している。また住民記録システムとの整合処理を定期的に実施する。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

1） 定めている 2） 定めていない

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている
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3) 十分に行っていない
2) 十分に行っている1) 特に力を入れて行っている]十分に行っている[

 ２．従業者に対する教育・啓発

 ②監査

[ ]

＜選択肢＞

 ３．その他のリスク対策

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラ
シの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用・監視を実
現する。

＜堺市における措置＞
・地方公共団体情報システム機構の自己点検シートを参考に、堺市の実情に合わせた自己点検シート
を作成し、年1回、職員による自己点検を実施している。また、評価書に記載したとおりの運用がなされ
ているかも確認している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・運用規則等に基づき、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、定期的
に自己点検を実施することとしている。

十分に行っている 従業者に対する教育・啓発

 具体的な方法

＜堺市における措置＞
１　教育・啓発
・年1回、地方公共団体情報システム機構の「e-Learningによる情報セキュリティ研修」を実施し、本市に
おける、個人情報の取扱い等に関する一般知識の習得及び意識レベルの向上に取り組んでいる。
・年1回、各課で選任されている情報セキュリティ担当者を対象に、「所属内における情報セキュリティの
普及・啓発に係る取組み」に必要な知識の習得を目的とした研修を実施している。
・毎年度、新任管理職及び新規採用の職員等を対象とした、情報セキュリティに関する研修を実施して
いる。

２　違反行為を行った職員に対する措置
堺市個人情報保護条例第6章（罰則）規定及び堺市情報セキュリティ対策基準要綱第15条（情報セキュ
リティインシデント等への対応）第10項に規定する「市長は、職員による不正なアクセス又はその結果に
より、データの漏洩、破壊若しくは改ざん又はこれらを原因とするシステムダウン等により業務に深刻な
影響をもたらした場合は、当該職員を懲戒処分等の対象とするものとする。」に基づき、以下の対策を
行っている。
・違反行為を行った者に対しては、違反行為の程度によっては懲戒処分等の対象としている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等を実施す
ることとしている。
・中間サーバー･プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等について研修を行うこととしている。

3) 十分に行っていない
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
＜選択肢＞

Ⅳ　その他のリスク対策 ※

 １．監査

 ①自己点検 十分に行っている[ ＜選択肢＞
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
3) 十分に行っていない

]

 具体的なチェック方法

 具体的な内容

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第２４条（監査）第１項に規定する「情報セキュリティ監査統括責任
者は、十分な専門的知識を有する者をして情報セキュリティについての監査を定期的にさせなければな
らない。」に基づき、以下の対応を行っている。
・定期的に、外部の第三者または評価実施機関内による監査を実施している。
・監査事項は以下のとおり。
　-組織のセキュリティ
　-人的セキュリティ
　-物理的及び環境的セキュリティ
　-通信及び運用管理
　-アクセス制御
　-システムの開発及び保守
・監査の実施体制は以下のとおり。
　-監査責任者　1名
　-監査人　2名
・監査結果を踏まえて、当該事項への対処及び実施手順の見直し等に活用している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期的に監査を行うこととしている。
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（手数料額、納付方法：

特になし

[

[

無料

行っていない

2) 無料1) 有料
＜選択肢＞

）

]

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ④個人情報ファイル簿の公表

 個人情報ファイル名

 公表場所

 ⑥個人情報ファイル簿への不
記載等

特になし

1) 行っている 2) 行っていない
＜選択肢＞]

 ①連絡先
堺市　財政局　税務部　税制課
〒590-0078　堺市堺区南瓦町3番1号　電話番号：072-228-6994

 ②対応方法 問合せの受付時に受付票を起票し、対応について記録を残す。

Ⅴ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
堺市役所　市長公室　広報部　市政情報課
〒５９０-００７８
大阪府堺市堺区南瓦町3番1号　電話番号　：　072-228-7439

 ②請求方法 指定様式による書面の提出により開示・訂正・利用停止請求を受け付ける

 特記事項

 ③手数料等

 ⑤法令による特別の手続

115



4) 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に全項目評価を実施）
3) 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
2) 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
1) 基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる
＜選択肢＞

 ４．個人情報保護委員会の承認　【行政機関等のみ】

 ①提出日

 ②個人情報保護委員会によ
る審査

 ③結果

Ⅵ　評価実施手続

 ①方法

 ③期間を短縮する特段の理
由

 ２．国民・住民等からの意見の聴取

 ②実施日・期間

 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和4年1月31日

 ②しきい値判断結果

基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる[ ]

 ①実施日

 ②方法

 ④主な意見の内容

 ⑤評価書への反映

 ３．第三者点検
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平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (個人住民
税)
図

なし
⑩矢印（個人番号を含む情報の流れ） 【追加】

※⑩～⑬矢印の番号変更
事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
７．評価実施機関における担
当部署
②所属長

岡田浩一、西浦隆司、牧　善幸、吉田一郎 西浦隆司、廣田　光、牧　善幸、吉田一郎 事後

（別添３）変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (個人住民
税)
（備考）

⑬各種申請の受付、窓口・電話応対 ⑬各種申請の受付、窓口応対 事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (個人住民
税)
図

⑪矢印（個人番号を含む情報の流れ）
⑪矢印（個人番号を含まない情報の流れ）に変
更

事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (個人住民
税)
（備考）

なし

⑩ふるさと納税申告特例通知書の提出（委託事
項５：提出された資料についてはパンチにより
データ化） 【追加】
※⑩～⑬備考の番号変更

事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容（固定資
産税）（備考）

⑦各種申請の受付、窓口・電話応対 ⑦各種申請の受付、窓口応対 事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容（固定資
産税）図

⑩矢印（個人番号を含む情報の流れ）
⑩矢印（個人番号を含まない情報の流れ）に変
更

事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容（固定資
産税）図

③相続人代表者指定届
【削除】

※④～⑪矢印の番号変更
事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (事業所税)
図

③矢印（個人番号を含む情報の流れ）
③矢印（個人番号を含まない情報の流れ）に変
更

事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (軽自動車
税)
（備考）

⑥各種申請の受付、窓口・電話応対
⑥各種申請の受付、窓口応対（減免申請時のみ
使用）

事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (軽自動車
税)
図

①矢印（個人番号を含む情報の流れ）
②矢印（個人番号を含む情報の流れ）
④矢印（個人番号を含む情報の流れ）
⑧矢印（個人番号を含む情報の流れ）

①矢印（個人番号を含まない情報の流れ）に変
更
②矢印（個人番号を含まない情報の流れ）に変
更
④矢印（個人番号を含まない情報の流れ）に変
更
⑧矢印（個人番号を含まない情報の流れ）に変
更

事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (収滞納)
（備考）

④問い合わせ、窓口・電話応対 ④問い合わせ、窓口応対 事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (収滞納)
図

⑥矢印（個人番号を含まない情報の流れ） ⑥矢印（個人番号を含む情報の流れ）に変更 事前

平成28年7月15日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (事業所税)
（備考）

④各種申請の受付、窓口・電話応対 ④各種申請の受付、窓口応対 事前

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
①入手元

行政機関・独立行政法人等
（国税庁、日本年金機構、地方公共団体情報シ
ステム機構、陸運支局）

行政機関・独立行政法人等
（国税庁、日本年金機構、地方公共団体情報シ
ステム機構）

事前

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
①入手元

評価実施機関内の他部署
（戸籍住民課、介護保険課、保険年金管理課、
保険徴収医療課、障害者支援課、精神保健課、
生活援護管理課）

評価実施機関内の他部署
（戸籍住民課、介護保険課、国民健康保険課、
医療年金課、障害者支援課、精神保健課、生活
援護管理課）

事後

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
⑤保有開始日

平成２７年１０月予定 平成２７年１０月 事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
③入手の時期・頻度
【軽自動車税】

○入手元（本人又は本人の代理人）
・軽自動車税申告書等／提出を受けた都度／
入手方法は紙

○入手元（行政機関・独立行政法人等）
・軽自動車税申告書／月２回／入手方法は紙
・検査証情報／必要になった都度／入手方法は
LGWAN経由

○入手元（その他）
・軽自動車税申告書／月２回／入手方法は紙

【削除】 事前

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
③入手の時期・頻度
【個人住民税】

なし
〇入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・ふるさと納税申告特例通知書／提出を受けた
都度／入手方法は紙 【追加】

事前

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
①入手元

その他
（年金保険者、軽自動車検査協会）

その他
（年金保険者）

事前

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６２
①～⑦

なし
提供先６２

番号法第１９条第１２号 【追加】
事前

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[ ○ ]提供を行っている（　　61 ） 件 [ ○ ]提供を行っている（　　64 ） 件 事前

平成28年7月15日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項５
①委託内容

給与支払報告書、公的年金等支払報告書、住
民税申告書等のデータ入力作業を行う。

給与支払報告書、公的年金等支払報告書、住
民税申告書、ふるさと納税申告特例通知書等の
データ入力作業を行う。

事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年7月15日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その内容

発生なし

発生あり

元本市職員が、無断で持ち帰っていた選挙デー
タや業務ファイル等を個人で契約していた民間
レンタルサーバーの公開されている部分に保存
した。このことにより、平成２７年４月から６月ま
での間、インターネット上で閲覧可能な状態とな
り、約６８万人分の有権者データなどの個人情
報を流出させたもの。

事後

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６４
①～⑦

なし
提供先６４

番号法第１９条第１２号 【追加】
事前

平成28年7月15日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６３
①～⑦

なし
提供先６３

番号法第１９条第１２号 【追加】
事前

平成28年7月15日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑩死者の個人番号
その他の措置の内容

なし

関係規定の整備
「データの外部持出し制限の強化」と「情報セ
キュリティ等のチェック体制の強化」を主な内容
として、関係規定（堺市個人情報の適正管理に
関する要綱、堺市情報セキュリティポリシー）を
改正する。

事後

平成28年7月15日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑨過去3年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

なし 再発防止策について記載した。 事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム２
②システムの機能

１～６まで記載あり

７ 持ち出し制限機能
・使用できる媒体を制限するとともに端末から
データを持ち出す際は上長の承認を必須とする
機能。
８ 生体認証機能
・Windowsログイン認証前に生体（顔）による認
証を行う機能。

事前

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (個人住民
税)
（備考）

⑤給与支払報告書・公的年金等支払報告書の
提出 （委託事項５：提出された資料については
パンチによりデータ化）

⑤給与支払報告書・公的年金等支払報告書の
提出 （委託事項５：提出された資料については
パンチによりデータ化及びイメージファイル化）

事前

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、
３７、３９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６
１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、
８０、８４、８７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、
１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１
１６、１１７、１２０の項）

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項
　８５の２ 【追加】
　１１７ 【削除】
　１１９ 【追加】
　１２０ 【削除】

事前

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム２
③他のシステムとの接続

［　］税務システム ［○］税務システム

事後

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (個人住民
税)
（備考）

⑩ふるさと納税申告特例通知書の提出（委託事
項５：提出された資料についてはパンチにより
データ化）

⑩ふるさと納税申告特例通知書の提出（委託事
項５：提出された資料についてはパンチにより
データ化及びイメージファイル化）

事前

121



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (固定資産
税)
（備考）

③eLTAXシステムによる償却資産の申告（委託
事項13：申告内容についてはパンチによりデー
タ化）

③eLTAXシステムによる償却資産の申告 事前

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (個人住民
税)
（備考）

⑪給与支払報告書総括表、住民税申告書、納
税通知書を作成、送付（委託事項３：帳票につい
ては大量一括印刷・封入封緘）

⑪給与支払報告書総括表、住民税申告書、納
税通知書を作成、送付

事前

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (軽自動車
税)
（備考）

②軽自動車税申告書（軽自動車、二輪の小型自
動車）の提出 （委託事項１１：提出された資料に
ついてはパンチによりデータ化）

②軽自動車税申告書（軽自動車、二輪の小型自
動車）の提出

事前

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (固定資産
税)
（備考）

⑨固定資産税・都市計画税納税通知書の作成、
送付（委託事項4：帳票については大量一括印
刷・封入封緘）
　 償却資産申告書の作成、送付（委託事項14：
帳票については大量一括印刷・封入封緘）

⑨固定資産税・都市計画税納税通知書の作成、
送付
　 償却資産申告書の作成、送付

事前

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (固定資産
税)
（備考）

④償却資産申告書の提出（委託事項13：申告内
容についてはパンチによりデータ化）

④償却資産申告書の提出 事前

平成28年10月12日

Ⅰ基本情報
（別添1）事務内容 (軽自動車
税)
（備考）

④納税通知書を作成、送付（委託事項９：帳票に
ついては大量一括印刷・封入封緘）

④納税通知書を作成、送付 事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑧使用方法

３　賦課決定・賦課更正業務
　・納税通知書等に個人番号を出力し、納税義
務者へ送付する。

３　賦課決定・賦課更正業務
　・税額通知書等に個人番号を出力し、特別徴
収義務者等へ送付する。

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

・納税通知書、申告書等への個人番号出力のた
め

・税額通知書等への個人番号出力のため 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４

委託事項３

個人住民税納税通知書等の作成及び封入・封
緘業務

委託事項４

個人住民税特別徴収税額通知書等の作成及び
封入・封緘業務

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
①～⑨

なし

委託事項１

統合利用番号連携サーバー、共通基盤システ
ム等に関するシステム保守【追加】

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託の有無

１４件 １０件 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４
①委託内容

委託事項３

個人住民税納税通知書、特別徴収税額通知書
等を作成し、封入・封緘作業を行う。

委託事項４

個人住民税特別徴収税額通知書等を作成し、
封入・封緘作業を行う。

事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４
⑦～⑨

委託事項３

⑦再委託の有無
〔再委託する〕

委託事項４

⑦再委託の有無
〔再委託しない〕

※⑧・⑨【削除】

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４
②取扱いを委託する特定個人
情報ファイルの範囲
対象となる本人の範囲

委託事項３

個人住民税納税通知書等発送対象者

委託事項４

個人住民税特別徴収税額通知書等発送対象者
事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項５
①委託内容

給与支払報告書、公的年金等支払報告書、住
民税申告書、ふるさと納税申告特例通知書等の
データ入力作業を行う。

給与支払報告書、公的年金等支払報告書、住
民税申告書、ふるさと納税申告特例通知書等の
データ入力及びスキャニングイメージファイル作
成作業を行う。

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項５

個人住民税データ入力業務
個人住民税データ入力及びスキャニングイメー
ジファイル作成業務

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４
①～⑨

委託事項４

【固定資産税（土地・家屋）納税通知書等の作成
及び封入・封緘業務】

【削除】 事前

124



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項９
⑥委託先名

委託事項１２

⑥委託先名
〔株式会社ヒューマンプラス〕

委託事項９

⑥委託先名
〔株式会社アイヴィジット〕

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項９
①～⑨

委託事項９

【軽自動車税納税通知書の作成及び封入・封緘
業務】

【削除】 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項６
⑥委託先名

⑥委託先名
〔株式会社イセトー〕

⑥委託先名
〔レスター工業株式会社〕

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１０
①～⑨

なし

委託事項１０

個人住民税電子ファイリングシステム保守業務
【追加】

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１０
①～⑨

委託事項１０

【市税コールセンター業務】
【削除】 事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１１
①～⑨

委託事項１１

【軽自動車税データ入力業務】
【削除】 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[ ○ ]移転を行っている（　　26 ） 件 [ ○ ]移転を行っている（　　39 ） 件 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１４
①～⑨

委託事項１４

【固定資産税（償却資産）納税通知書等の作成
及び封入・封緘業務】

【削除】 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１３
①～⑨

委託事項１３

【償却資産データ入力業務】
【削除】 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先４０
①～⑦

なし

提供先４０

番号法第１９条第７号　別表第二（第８５の２項）
【追加】
※【以降の番号変更】

事前

126



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５６
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号　別表第二（第１２０項） 番号法第１９条第７号　別表第二（第１１９項） 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５５
①～⑦

番号法第１９条第７号　別表第二（第１１７項） 【削除】 事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先

移転先１～２６

移転先１～３９【追加】

※堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提
供に関する条例制定に伴い、条例に合わせて移
転先の並び替えを行ったうえで、①法令上の根
拠、②移転先における用途、③移転する情報、
④移転する情報の対象となる本人の数、⑤移転
する情報の対象となる本人の範囲、⑥移転方法
について更新した。

事後

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５８
⑦時期・頻度

年金特別徴収税額の通知（７月）、年金特別徴
収中止の通知（毎月）

年金特別徴収税額の通知（７月）、年金特別徴
収中止及び税額変更の通知（毎月）

事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消
去
①保管場所

なし

中間サーバー・プラットフォームにおける措置
・中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理している。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バッ
クアップもデータベース上に保存されている。

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添2）特定個人情報ファイ
ル記録項目 ［宛名・共通］

なし
３１４．団体内統合宛名番号、３１５．登録元コー
ド、３１６．表示フラグ、３１７．信頼性フラグ　【追
加】

事前

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消
去
③消去方法

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第8条（記録
媒体の管理）に規定する「(4)不要となった記録
媒体については、当該媒体に含まれる情報をい
かなる方法によっても復元することができないよ
うに消去等を行ったうえで、廃棄しなければなら
ない。」及び「(5)重要な情報を記録した記録媒体
の廃棄については、その重要度に応じて、日
時、処理担当者及び処理内容を記録するなど適
切な処理を行わなければならない。」に基づき、
以下の対策を行っている。

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第８条（記録
媒体の管理）に規定する「(5）不要となった記録
媒体を廃棄する場合は、データ管理者の許可を
得なければならない。この場合において、不要と
なった記録媒体については、当該媒体に含まれ
る情報をいかなる方法によっても復元することが
できないように消去等を行った上で、廃棄しなけ
ればならない。」及び「(6)重要な情報を記録した
記録媒体の廃棄については、その重要度に応じ
て、日時、処理担当者及び処理内容を記録する
など適切な処理を行わなければならない。」に基
づき、以下の対策を行っている。
・不要となった記録媒体を廃棄する場合は、デー
タ管理者の許可を得ている。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添2）特定個人情報ファイ
ル記録項目 ［個人住民税］

なし

３４７．新年度用宛名番号、３４８．税額変更等依
頼区分１、３４９．税額変更等依頼処理日１、３５
０．税額変更等依頼処理結果区分１、３５１．税
額変更等依頼結果受入処理日１、３５２．税額変
更等依頼区分２、３５３．税額変更等依頼処理日
２、３５４．税額変更等依頼処理結果区分２、３５
５．税額変更等依頼結果受入処理日２、３５６．
税額変更等依頼区分３、３５７．税額変更等依頼
処理日３、３５８．税額変更等依頼処理結果区分
３、３５９．税額変更等依頼結果受入処理日３、３
６０．税額変更等依頼区分４、３６１．税額変更等
依頼処理日４、３６２．税額変更等依頼処理結果
区分４、３６３．税額変更等依頼結果受入処理日
４、３６４．税額変更等依頼区分５、３６５．税額変
更等依頼処理日５、３６６．税額変更等依頼処理
結果区分５、３６７．税額変更等依頼結果受入処
理日５、３６８．停止年月、３６９．年金額、３７０．
年金特徴管理更新フラグ、３７１．年金特徴管理
異動事由、３７２．申告特例状態区分　【追加】

事前

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
２．特定個人情報の入手
リスク1：目的外の入手が行わ
れるリスク
必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・不必要な書類は受け取らないようにしている。
もし、不必要な書類を提出された場合は返却し
ている。

・必要な書類を明確に示して、不必要な書類の
提出を防止している。

事後

平成28年10月12日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添2）特定個人情報ファイ
ル記録項目 ［事業所税］

なし

２４５．増築等後床面積１、２４６．増築等後床面
積２、２４７．増築等後床面積３、２４８．増築等前
床面積１、２４９．増築等前床面積２、２５０．増築
等前床面積３、２５１．不均一課税対象床面積
１、２５２．不均一課税対象床面積２、２５３．不均
一課税対象床面積３、２５４．不均一事業所所在
地４、２５５．不均一課税標準面積４、２５６．不均
一課税割合４、２５７．不均一適用前税額４、２５
８．不均一適用後税額４、２５９．不均一差引税
額４　 【追加】

事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３．特定個人情報の使用
リスク１：目的を超えた紐付
け、事務に必要のない情報と
の紐付けが行われるリスク
宛名システム等における措置
の内容

＜統合利用番号連携サーバーにおける措置＞
・番号法等法令に定める事務に必要な情報のみ
を記録している。
・個人番号を利用する業務において必要な者に
のみアクセス権限を付与する。

＜統合利用番号連携サーバーにおける措置＞
・評価対象の事務に必要な情報のみを記録して
いる。
・個人番号を利用する業務からは個人番号にア
クセスすることはできない。

事前

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者によっ
て不正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理

１　ユーザの認証方法
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１３条（職
員等の責務）第３項に規定する「(8)操作を許可
された者以外に端末機若しくはサーバの操作方
法を教示し、又は端末機若しくはサーバの操作
をさせないこと。」に基づき、以下の対策を行って
いる。
①ユーザ認証は２段階で実施している。税総合
電算システムを利用するときは、まず端末のロ
グイン時に共通基盤システムのディレクトリサー
ビス機能において、許可された個人ごとに付与
したユーザIDとパスワードにより、個人ごとの
Windowsログイン認証を行っている。次に、ログ
インした端末から税総合電算システムを利用す
る際、ユーザIDとパスワードによる認証を行って
いる。システムを利用する必要がある職員を特
定するとともに、当該職員の職責によりアクセス
権限を設定しており、個人ごとにユーザＩＤを割り
当て、ＩＤ及びパスワードによる認証を行う。
②なりすましが行われないための対策
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１３条（職
員等の責務）第３項に規定する「(9)自己の保有
するパスワードに関し、他に知られないよう適切
な管理を行うこと。」及び「(10)自己の保有するパ
スワード以外のパスワードを使用して端末機及
びサーバを操作しないこと。」に基づき、以下の
対策を行っている。

１　ユーザの認証方法
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１３条（職
員等の責務）第３項に規定する「(9)操作を許可
された者以外に端末機若しくはサーバの操作方
法を教示し、又は端末機若しくはサーバの操作
をさせないこと。」に基づき、以下の対策を行って
いる。
①ユーザ認証は３段階で実施している。税総合
電算システムを利用するときは、まずWindowsロ
グイン認証前に生体（顔）による認証を行い、次
に共通基盤システムのディレクトリサービス機能
において、許可された個人ごとに付与したユー
ザIDとパスワードにより、個人ごとのWindowsロ
グイン認証を行う二要素認証を実施している。
次に、ログインした端末から税総合電算システ
ムを利用する際、ユーザIDとパスワードによる認
証を行っている。
②なりすましが行われないための対策
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１３条（職
員等の責務）第４項に規定する「(1)他人に自己
の保有するIDを使用させないこと。」、「(2)自己
の保有するパスワードに関し、他に知られない
よう適切な管理を行うこと。」、「（3）パスワード
は、十分な長さのもので第三者が想像しにくいも
のとすること。」、「（4）パスワードは、定期的に変
更すること。」及び「（5）端末機及びサーバにパ
スワードを記憶させないこと。」に基づき、以下の
対策を行っている。

事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者によっ
て不正に使用されるリスク
アクセス権限の発効・失効の
管理

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（ア
クセス制御）に規定する「(1)情報システムを利用
する職員等について、情報システムごとに定め
られた方法に従い、その登録、変更、抹消等を
行うこと」に基づき、以下の対策を行っている。

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（ア
クセス制御）第1項に規定する「(1)情報システム
を利用する職員等について、情報システムごと
に定められた方法に従い、その登録、変更、抹
消等を行うこと」に基づき、以下の対策を行って
いる。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者によっ
て不正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理

なし

共通基盤システムのWindowsログイン認証前に
生体（顔）による認証を行うことにより、なりすま
しが行われないよう講じている。 事前

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者によっ
て不正に使用されるリスク
特定個人情報の使用の記録

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１６条（電
子計算機及びネットワークの管理）に規定する
「(1)各種アクセス記録及び情報セキュリティの確
保に必要な記録を取得し、不正なアクセス等に
対処できるよう一定の期間保存すること。」に基
づき、以下の対策を行っている。

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１６条（電
子計算機及びネットワークの管理）第１項に規定
する「(1)各種アクセス記録及び情報セキュリティ
の確保に必要な記録を取得し、不正なアクセス
等に対処できるよう一定の期間保存し、及び記
録の改ざん、窃取又は不正な削除の防止のた
めに必要な措置を講ずること。」に基づき、以下
の対策を行っている。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者によっ
て不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（ア
クセス制御）に規定している「(2) 情報システムの
管理に係る権限の付与は、必要最小限の者に
限ることとし、厳重に管理すること。」に基づき、
以下の対策を行っている。

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（ア
クセス制御）第１項に規定している「(3) 情報シス
テムの管理に係る権限の付与は、必要最小限
の者に限ることとし、厳重に管理すること。」に基
づき、以下の対策を行っている。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３．特定個人情報の使用
リスク３：従事者が事務外で使
用するリスク
リスクに対する措置の内容

２　違反行為を行った職員に対する措置
・地方税法第２２条及び地方公務員法第３４条
第１項、第60条第2号により、守秘義務及び罰則
が規定されている。
・堺市個人情報保護条例第６章（罰則）規定及び
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１５条（侵
害時の対応）第５項に「市長は、職員による不正
なアクセス又はその結果により、データの漏洩、
破壊若しくは改ざん又はこれらを原因とするシス
テムダウン等により業務に深刻な影響をもたらし
た場合は、当該職員を懲戒処分等の対象とす
る」と定め、それらの処分を行うものとしている。

２　違反行為を行った職員に対する措置
・地方税法第２２条及び地方公務員法第３４条
第１項、第６０条第２号により、守秘義務及び罰
則が規定されている。
・堺市個人情報保護条例第６章（罰則）規定及び
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１５条（情
報セキュリティインシデント等への対応）第１０項
に「市長は、職員による不正なアクセス又はその
結果により、データの漏洩、破壊若しくは改ざん
又はこれらを原因とするシステムダウン等により
業務に深刻な影響をもたらした場合は、当該職
員を懲戒処分等の対象とする」と定め、それらの
処分を行うものとしている。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
５．特定個人情報の提供・移
転
リスク１：不正な提供・移転が
行われるリスク
特定個人情報の提供・移転の
記録
具体的な方法

＜庁外への情報の提供＞
・提供にあたっては、入室権限を厳格に管理して
いる電算機室に設置されたサーバ－室内に設
置された端末で、事前に許可された者のみが、
あらかじめ仕様で定めた操作を行う。操作にあ
たってはその作業の記録を取得している。
なお、上記記録については刑事訴訟手続上の
証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項
第４号（長期１５年未満の懲役又は禁錮に当た
る罪）の公訴時効である７年間分保存する。

【削除】 事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３．特定個人情報の使用
リスク４：特定個人情報の使用
におけるその他のリスク及び
そのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の
措置を講じる。
　・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわ
たり本人確認情報を表示させない 。
　・端末のディスプレイを、来庁者から見えない
位置に置く。
　・データ出力については、業務上必要なユーザ
のみ許可するものとし、出力に際しては、誰が、
いつ、どの端末から、どのファイルを取得したか
を記録する。

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の
措置を講じる。
・許可のない外部記録媒体が使用できないよう
に制限している。
・ファイルの持ち出しについて、持出し申請者を
限定するとともに、上長の承認が必要であり、ま
た、上長の承認を得たファイルは、申請した者し
か持ち出すことが出来ないように制限している。
・いつ、誰が、どの端末で、どのデバイスに、ど
のファイルを持ち出し、持ち込みしたか、誰が持
出し承認したかを記録するとともに、記録を取得
していることを関係者に周知し、不正な持出しを
抑止している。
・スクリーンセーバ等を利用して、長時間にわた
り本人確認情報を表示させない 。
・端末のディスプレイを、来庁者から見えない位
置に置く。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
５．特定個人情報の提供・移
転
リスク１：不正な提供・移転が
行われるリスク
特定個人情報の提供・移転に
関するルール
ルールの内容及びルール遵
守の確認方法

＜庁外への情報の提供＞
・番号法関係法令で定められた提供先・事項に
ついてのみ提供している。
・また、提供する内容について所属長の決裁を
得た上で提供している。

【削除】 事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
５．特定個人情報の提供・移
転
リスク１：不正な提供・移転が
行われるリスク
その他の措置の内容

なし

・統合利用番号連携サーバーにおいて、特定個
人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限
は限定し、事務に必要な情報に限定して連携し
ている。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
５．特定個人情報の提供・移
転
リスク２：不適切な方法で提
供・移転が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜共通基盤システムによる情報の移転＞
移転を行う場合、移転する情報に関して、移転
元と移転先において仕様を定め、所属長の許可
を得た上で情報化推進課に依頼をする。仕様で
定めたことのみをシステム構築しており、仕様以
外の情報に関しては、移転不可能である。どの
システムがどの情報に対して、いつ移転したか
をネットワークの通信ログで取得しており、７年
間保存している。正当な移転だけでなく、不正な
移転、移転の失敗など全ての通信ログを取得し
ている。
なお、上記記録については刑事訴訟手続上の
証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項
第４号（長期１５年未満の懲役又は禁錮に当た
る罪）の公訴時効である７年間分保存する。

＜庁外への情報の提供＞
・提供にあたっては、入室権限を厳格に管理して
いる電算機室に設置されたサーバ－室内に設
置された端末で、事前に許可された者のみが、
あらかじめ仕様で定めた操作を行う。操作にあ
たってはその作業の記録を取得している。
なお、上記記録については刑事訴訟手続上の
証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項
第４号（長期１５年未満の懲役又は禁錮に当た
る罪）の公訴時効である７年間分保存する

［共通基盤システム］
・連携手段として情報連携の記録が逐一保存さ
れ、不適切な方法による特定個人情報の提供を
防止している。
・許可のない外部記録媒体が使用できないよう
に制限している。
・ファイルの持ち出しについて、持出し申請者を
限定するとともに、上長の承認が必要であり、ま
た、上長の承認を得たファイルは、申請した者し
か持ち出すことが出来ないように制限している。
・いつ、誰が、どの端末で、どのデバイスに、ど
のファイルを持ち出し、持ち込みしたか、誰が持
出し承認したかを記録するとともに、記録を取得
していることを関係者に周知し、不正な持出しを
抑止している。

［統合利用番号連携サーバー］
・情報連携の記録が逐一保存され、不適切な方
法による特定個人情報の提供を防止している。
なお、中間サーバー間の通信では相互認証を
実施するため、認証できない相手先への情報の
移転はなされないことがシステム上担保されて
いる。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
５．特定個人情報の提供・移
転
リスク３：誤った情報を提供・移
転してしまうリスク、誤った相
手に提供・移転してしまうリス
ク
リスクに対する措置の内容

＜共通基盤システムによる情報の移転＞
・共通基盤システムにおいて、連携データごとに
データ種別、通信相手ごとに持つIDとパスワード
を取り決め、認証行為を行っている。
　なお、上記記録については刑事訴訟手続上の
証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項
第４号（長期１５年未満の懲役又は禁錮に当た
る罪）の公訴時効である７年間分保存する。

＜庁外への情報の提供＞
・提供にあたっては、その内容、相手方について
複数の担当者で確認を行っている。また、提供
するデータごとにデータ種別、レイアウトを取り
決め、認証行為を行っており、情報連携の記録
を逐一保存している。
なお、上記記録については刑事訴訟手続上の
証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項
第４号（長期１５年未満の懲役又は禁錮に当た
る罪）の公訴時効である７年間分保存する。

＜共通基盤システムによる情報の移転＞
・共通基盤システムにおいて、連携データごとに
データ種別、通信相手ごとに持つIDとパスワード
を取り決め、認証行為を行っている。
　なお、上記記録については刑事訴訟手続上の
証拠保全のため、刑事訴訟法第２５０条第２項
第４号（長期１５年未満の懲役又は禁錮に当た
る罪）の公訴時効である７年間分保存する。

・統合利用番号連携サーバーにおいて、以下の
措置を行っている。
【連携機能】
　-システムごとにIDとパスワードを取り決め、認
証行為を行った上で、定義したデータ種別／項
目に限定して連携している。
【オンライン機能】
　-個人単位でIDとパスワードを取り決め、認証
行為を行った上で、必要な情報にに限定して連
携している。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する措置の内容

なし

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、
必要最低限の人数、参照範囲、権限としてい
る。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、
パスワードが他者に知られることのないよう厳重
に管理している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操
作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っ
ている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研
修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による
対策を実施している。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク３：入手した特定個人情
報が不正確であるリスク
リスクに対する措置の内容

なし

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による
対策を実施している。
・定められた運用手順に従い、照会、入手した
データに錯誤がないよう正確性を都度確認し、
適切な運用を行っている。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク２：安全が保たれない方
法によって入手が行われるリ
スク
リスクに対する措置の内容

なし

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、
必要最低限の人数、参照範囲、権限としてい
る。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、
パスワードが他者に知られることのないよう厳重
に管理している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操
作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っ
ている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研
修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による
対策を実施している。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク４：入手の際に特定個人
情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容

なし

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、
必要最低限の人数、参照範囲、権限としてい
る。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、
パスワードが他者に知られることのないよう厳重
に管理している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操
作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っ
ている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研
修を実施するなど、人的対策を行っている。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク６：不適切な方法で提供
されるリスク
リスクに対する措置の内容

なし

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、
必要最低限の人数、参照範囲、権限としてい
る。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、
パスワードが他者に知られることのないよう厳重
に管理している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操
作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っ
ている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研
修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による
対策を実施している。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク５：不正な提供が行われ
るリスク
リスクに対する措置の内容

なし

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、
必要最低限の人数、参照範囲、権限としてい
る。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、
パスワードが他者に知られることのないよう厳重
に管理している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操
作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っ
ている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研
修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による
対策を実施している。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策

２　端末設置場所
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１０条（端
末機及びサーバの管理）に規定する「システム
利用責任者は、執務室等に職員等がいない場
合における当該執務室等の施錠等の徹底、端
末機、サーバ等の固定その他情報資産の盗難
防止のための措置を講じなければならない。」に
基づき、以下の対策を行っている。

２　端末設置場所
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１０条（端
末機及びサーバの管理）第１項に規定する「シ
ステム利用責任者は、執務室等に職員等がい
ない場合における当該執務室等の施錠等の徹
底、端末機、サーバ等の固定その他情報資産
の盗難防止のための措置を講じなければならな
い。」に基づき、以下の対策を行っている。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
情報提供ネットワークシステム
との接続に伴うその他のリスク
及びそのリスクに対する措置

なし

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバーへのユーザのアクセス権限は、
必要最低限の人数、参照範囲、権限としてい
る。
・自己のユーザID、パスワードは適切に管理し、
パスワードが他者に知られることのないよう厳重
に管理している。
・離席時は必ずログアウトし、なりすましによる操
作を防止している。
・定められたルールを順守し適切に運用を行っ
ている。
・堺市情報セキュリティポリシーなどに基づく研
修を実施するなど、人的対策を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による
対策を実施している。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク７：誤った情報を提供し
てしまうリスク、誤った相手に
提供してしまうリスク
リスクに対する措置の内容

なし

＜中間サーバーの運用における措置＞
・大量データの中間サーバーへのデータ保存に
あたっては、あらかじめ確認した定型的手法、処
理内容でデータを送信するため、誤った情報を
送信しない仕組みとしている。
・適切に情報提供を行うよう、情報の正確性を処
理の都度確認し、定められたルールを順守し適
切に運用を行っている。
・中間サーバー・ソフトウェアにおける措置による
対策を実施している。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策

【監視】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１８条
（ネットワーク監視）に規定する「電算管理者は、
セキュリティに関する事案を検知するため、情報
システムについて監視等を行わなければならな
い。」に基づき、以下の対策を行っている。

【監視】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１８条
（ネットワーク及び情報システムの監視）第１項
に規定する「電算管理者は、セキュリティに関す
る事案を検知するため、情報システムについて
監視等を行わなければならない。」に基づき、以
下の対策を行っている。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策

【不正アクセス対策】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（ア
クセス制御）に規定する「(6) 本市の外部の組織
から本市のネットワーク及び情報システムにアク
セスする場合は、直接本市の内部ネットワーク
に接続させないこと。」に基づき、以下の対策を
行っている。

【不正アクセス対策】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１７条（ア
クセス制御）第１項に規定する「(7) 本市の外部
の組織から本市のネットワーク及び情報システ
ムにアクセスする場合は、直接本市の内部ネッ
トワークに接続させないこと。」に基づき、以下の
対策を行っている。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策

【ウイル 対策】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１９条（コ
ンピュータウイルス対策）第１項に規定する「職
員等は、外部から取り入れ、又は外部へ持ち出
すデータ、送受信する電子メール等について
は、ウイルスチェック（当該データ等にウイルス
が含まれているか否かを調べることをいう。）を
行うなど、ウイルスのシステムへの侵入又は外
部への拡散その他ウイルスによるシステム障害
等の発生の防止に努めなければならない。」及
び第１９条（コンピュータウイルス対策）第２項に
規定する「電算管理者は、常時ウイルスに関す
る情報収集に努め、ウイルスチェック用の定義
ファイル等は常に最新のものに保たなければな
らない。」に基づき、以下の対策を行っている。
・職員等は記録媒体を使う場合、コンピュータウ
イルス等の感染を防止するために、市が管理し
ている媒体以外を利用できないよう技術的対策
を行っている。
・サーバ及びパソコン等の端末に、コンピュータ
ウイルス等の不正プログラム対策ソフトウェアを
常駐させている。
・不正プログラム対策ソフトウェアを導入し、定期
的に当該ソフトウェア及びパターンファイルの更
新を実施し、常に最新の状態を保っている。

【不正プ グラ 対策】
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１９条（不
正プログラム対策）第１項に規定する「職員等
は、外部から取り入れ、又は外部へ持ち出す
データ、送受信する電子メール等については、
不正プログラムチェック（当該データ等に不正プ
ログラムが含まれているか否かを調べることを
いう。）を行うなど、不正プログラムのシステムへ
の侵入又は外部への拡散その他不正プログラ
ムによるシステム障害等の発生の防止に努めな
ければならない。」及び第１９条（不正プログラム
対策）第２項に規定する「電算管理者は、常時不
正プログラムに関する情報収集に努め、不正プ
ログラムチェック用の定義ファイル等は常に最新
のものに保たなければならない。」に基づき、以
下の対策を行っている。
・職員等は記録媒体を使う場合、不正プログラ
ム等の感染を防止するために、市が管理してい
る媒体以外を利用できないよう技術的対策を
行っている。
・サーバ及びパソコン等の端末に、不正プログラ
ム対策ソフトウェアを常駐させている。
・不正プログラム対策ソフトウェアを導入し、定期
的に当該ソフトウェア及びパターンファイルの更
新を実施し、常に最新の状態を保っている。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年10月12日

Ⅳその他のリスク対策
２．従業者に対する教育・啓発
具体的な内容

２　違反行為を行った職員に対する措置
堺市個人情報保護条例第６章（罰則）規定及び
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１５条（侵
害時の対応）第５項に規定する「市長は、職員に
よる不正なアクセス又はその結果により、データ
の漏洩、破壊若しくは改ざん又はこれらを原因と
するシステムダウン等により業務に深刻な影響
をもたらした場合は、当該職員を懲戒処分等の
対象とするものとする。」に基づき、以下の対策
を行っている。

２　違反行為を行った職員に対する措置
堺市個人情報保護条例第６章（罰則）規定及び
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第１５条（情
報セキュリティインシデント等への対応）第１０項
に規定する「市長は、職員による不正なアクセス
又はその結果により、データの漏洩、破壊若しく
は改ざん又はこれらを原因とするシステムダウ
ン等により業務に深刻な影響をもたらした場合
は、当該職員を懲戒処分等の対象とするものと
する。」に基づき、以下の対策を行っている。

事後

平成28年10月12日

Ⅳその他のリスク対策
1．監査
②監査
具体的な内容

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第２４条（監
査）に規定する「電算管理者は、十分な専門的
知識を有する者をして情報セキュリティについて
の監査を定期的にさせなければならない。」に基
づき、以下の対応を行っている。

堺市情報セキュリティ対策基準要綱第２４条（監
査）第１項に規定する「情報セキュリティ監査統
括責任者は、十分な専門的知識を有する者をし
て情報セキュリティについての監査を定期的に
させなければならない。」に基づき、以下の対応
を行っている。

事後

平成28年10月12日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス
対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行っている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー・プラットフォームでは、不正プロ
グラム対策ソフトを導入し、パターンファイルの
更新を行っている。

事後

平成29年4月1日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
①システムの名称

７　住基連携機能
　・住民基本台帳システムの異動データを宛名
システムへ連携する機能。住民の個人番号はこ
の機能で取得する。

７　住基連携機能
　・住民基本台帳システムの異動データ及びDV
等支援措置者のデータを宛名システムへ連携す
る機能。住民の個人番号はこの機能で取得す
る。

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年4月1日

Ⅰ基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

（別表第二における情報照会の根拠）
　第一欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第二欄（事務）が「地方税法その他の地方税
に関する法律及びこれらの法律に基づく条例に
よる地方税の賦課徴収に関する事務」となって
いるもの（２７の項）

（別表第二における情報照会の根拠）
　第一欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第二欄（事務）が「地方税法その他の地方税
に関する法律及びこれらの法律に基づく条例に
よる地方税の賦課徴収に関する事務」となって
いるもの（２７の項）

[主務省令]
第２０条　【追加】

平成29年4月1日

Ⅰ基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

・番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供の
制限）及び別表第二

　（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、
３７、３９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５９、６
１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、
８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、１０
１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１１
４、１１５、１１６、１１９の項）

・番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供の
制限）及び別表第二、行政手続における特定の
個人を識別するための番号の利用等に関する
法律別表第二の主務省令で定める事務及び情
報を定める命令

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項
　３８ 【追加】　１１７ 【追加】　１１９ 【削除】　１２０
【追加】

[主務省令]
第１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１９条、
第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の２、第２３
条、第２４条、第２５条、第２６条の３、第２８条、
第３１条、第３４条、第３５条、第３６条、第３７条、
第３８条、第３９条、第４０条、第４３条、第４３条
の３、第４３条の４、第４４条、第４４条の２、第４７
条、第４９条、第４９条の２、第５０条、第５１条、
第５３条、第５４条、第５５条、第５８条、第５９条、
第５９条の２、第５９条の３
【追加】

事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[ ○ ]提供を行っている（　　64 ） 件
[ ○ ]移転を行っている（　　39 ） 件

[ ○ ]提供を行っている（　　67 ） 件
[ ○ ]移転を行っている（　　42 ） 件

事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項８
⑥委託先名

⑥委託先名
〔伊藤喜ベストメイツ株式会社〕

⑥委託先名
〔テルウェル西日本株式会社〕

事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項５
⑥委託先名

⑥委託先名
〔株式会社アイ・オー・プロセス〕

⑥委託先名
〔シティコンピュータ株式会社〕

事前

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先２０
①～⑦

なし

提供先２０

番号法第１９条第７号　別表第二（第３８項） 【追
加】
※【以降の番号変更】

事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６
②提供先における用途

児童福祉法による里親の認定、養育里親の登
録又は障害児入所給付費、高額障害児入所給
付費若しくは特定入所障害児食費等給付費の
支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

児童福祉法による養育里親若しくは養子縁組里
親の登録、里親の認定又は障害児入所給付
費、高額障害児入所給付費若しくは特定入所障
害児食費等給付費の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５７
①～⑦

なし

提供先５７

番号法第１９条第７号　別表第二（第１１７項）
【追加】
※【以降の番号変更】

事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２４
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族、軽
自動車税の納税義務者、固定資産税の納税義
務者

個人住民税の納税義務者とその扶養親族 事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６７
①～⑦

なし

提供先６７

堺市個人番号の利用及び特定個人情報に関す
る条例　【追加】

事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５８
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号　別表第二（第１１９項） 番号法第１９条第７号　別表第二（第１２０項） 事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２５
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者とその扶養親族、軽
自動車税の納税義務者、固定資産税の納税義
務者

個人住民税の納税義務者とその扶養親族 事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４１
①～⑦

なし
移転先４１

条例別表第２　７２ 【追加】
事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４０
①～⑦

なし
移転先４０

条例別表第２　７１ 【追加】
事後

平成30年4月1日

Ⅰ基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

（別表第二における情報提供の根拠）
（別表第二における情報照会の根拠）

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
（番号法別表第二における情報照会の根拠）

事後

平成29年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４２
①～⑦

なし
移転先４２

条例別表第２　７４ 【追加】
事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年4月1日

Ⅰ基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

なし

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）、堺市個人番号の利用及び特定個人情報
の提供に関する条例及び別表第２（第３条関係）

（条例別表第２における情報提供の根拠）
左欄（機関）が「市長」の項のうち、右欄（特定個
人情報）に「地方税関係情報」が含まれる項（１、
２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１、１２、１３、１
４、１５、１６、１７、１８、２０、２１、２３、２４、２５、
２７、３２、３４、３９、４１、４３、４４、４７、４９、５
０、５１、５２、５３、５４、５５、５６、５７、５８、５９、
６１、６２、６４、６６、６７、６９、７１、７２、７４、７５
の項）

事前

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
③入手の時期・頻度
【個人住民税】

なし
○入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・住登外課税通知／提出を受けた都度／入手
方法は紙又はｅＬＴＡＸシステム

事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
⑥事務担当部署

堺市 財政局 税務部 税政課　市民税管理課
資産税管理課　収税課　各市税事務所　固定資
産税事務所

堺市 財政局 税務部 税制課　税務運営課　法
人諸税課　市民税課　　固定資産税課　納税課
税務サービス課

事後

平成30年4月1日

Ⅰ基本情報
７．評価実施機関における担
当部署
①部署
②所属長

堺市 財政局 税務部 税政課　市民税管理課
資産税管理課　収税課
西浦隆司、廣田　光、牧　善幸、吉田一郎

堺市 財政局 税務部 税制課　税務運営課　法
人諸税課　市民税課　固定資産税課　納税課
川口 力、田村 真大、成澤 淳一、寶子 英司、牧
善幸、寺山 裕志

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項６
⑥委託先名

〔レスター工業株式会社〕 〔トッパン・フォームズ株式会社〕 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項６
④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[○]フラッシュメモリ [○]その他（LGWAN回線） 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑦使用部署　使用者数

堺市 財政局 税務部 税政課　市民税管理課
資産税管理課　収税課　各市税事務所　固定資
産税事務所

［　500人以上1,000人未満　］

堺市 財政局 税務部 税制課　税務運営課　法
人諸税課　市民税課　固定資産税課　納税課
税務サービス課

［　100人以上500人未満　］

事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６１～６３
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号 番号法第１９条第９号 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５０
②提供先における用途

独立行政法人日本学生支援機構法による学資
の貸与に関する事務であって主務省令で定める
もの

独立行政法人日本学生支援機構法による学資
の貸与及び支給に関する事務であって主務省
令で定めるもの

事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[ ○ ]提供を行っている（　　67 ） 件
[ ○ ]移転を行っている（　　42 ） 件

[ ○ ]提供を行っている（　　67 ） 件
[ ○ ]移転を行っている（　　43 ） 件

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１０
所管部署

障害者支援課、各区地域福祉課
障害者支援課、各区地域福祉課、各区保健セン
ター

事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１
所管部署

障害施策推進課、障害者支援課、各区地域福
祉課

障害施策推進課、障害者支援課、各区地域福
祉課、各区保健センター

事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６４～６６
①法令上の根拠

番号法第１９条第１２号 番号法第１９条第１４号 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１５
所管部署

子ども家庭課、各区地域福祉課
子ども家庭課、子ども相談所、各区地域福祉
課、各区保健センター

事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１１
所管部署

障害者支援課、各区地域福祉課
障害者支援課、各区地域福祉課、各区保健セン
ター

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１８
所管部署

精神保健課、各区保健センター 精神保健課 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３１
所管部署

子ども育成課、各区保健センター 子ども育成課、各区子育て支援課 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２６
⑥移転方法

電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） なし 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２３
⑥移転方法

フラッシュメモリ 精神保健課 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３７
所管部署

感染症対策課、各区保健センター 感染症対策課 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３６
⑥移転方法

電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） なし 事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３８
所管部署

障害施策推進課、障害者支援課、各区地域福
祉課

障害施策推進課、障害者支援課、各区地域福
祉課、各区保健センター

事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４１
所管部署

医療年金課 医療年金課、各区保険年金課 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４０
所管部署

健康医療推進課 健康医療推進課、各区保健センター 事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３９
所管部署

障害者支援課、各区地域福祉課、幼保推進課、
各区子育て支援課

障害者支援課、各区地域福祉課、幼保推進課、
各区子育て支援課、各区保健センター

事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４３
①～⑦

なし
移転先４３

条例別表第２　７５ 【追加】
事後

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４２
所管部署

医療年金課 医療年金課、各区保険年金課 事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目
[宛名・共通]

なし

【追加】
３１８．処理ＩＤ、３１９．処理日、３２０．処理時刻、
３２１．連動異動事由、３２２．有効期限開始、３２
３．有効期限終了、３２４．支援措置を求める区
分、３２５．加害者名、３２６．チェック結果区分、
３２７．更新結果区分、３２８．エラー内容

事前

平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目
[個人住民税]

２１．続柄コード、２２．生年月日、２３．前年１２
月３１日年齢、２４．本年１月１日年齢、２５．性別
コード、２６．個人法人詳細区分、２７．個人基本
種別コード、２８．個人基本廃止理由コード、２
９．翌年廃止理由コード、３０．前年死亡フラグ、
３１．外字フラグ、３２．通称名優先区分、３３．在
留の資格コード、３４．在留期間開始日、３５．在
留期間終了日、３６．カナ氏名、３７．検索カナ氏
名、３８．漢字氏名、３９．カナ通称名、４０．漢字
通称名、４１．市内市外区分、４２．市外住所コー
ド、４３．住所自治体コード、４４．住所町名コー
ド、４５．住所番地コード、４６．住所枝番コード、
４７．住所小枝番コード、４８．住所枝番３コード、
４９．住所番地編集区分、５０．住所、５１．方書、
５２．宛名異動日、５３．宛名異動理由コード、５
４．住民日、５５．住定日、５６．消除日、５７．納
税者番号、５８．本籍地、５９．筆頭者名、６０．本
人障害区分、６１．生活扶助区分、６２．個人基
本寡フ区分、６３．個人基本勤学区分、６４．無
申告調査結果コード、６５．無申告調査結果内
容、６６．特記コード、６７．特記情報、６８．翌年
申告書発送区分、６９．住登地登録フラグ、７０．
生活扶助開始日、７１．生活扶助廃止日、７２．
無申告調査コード、７３．住民税申告書通知日、
７４．催告通知書通知日、７５．最終催告通知書
通知日、７６．住登地市外住所コード、７７．住登
地住所、７８．住登地方書、７９．基礎年金番号、
８０．基礎年金番号付設レベル、８１．年金保険
者番号、８２．年金コード、８３．予備領域、８４．
扶養関連者区分、８５．扶養関連者種別コード、
８６．扶養関連者宛名番号、８７．扶養関連者自
治体コード、８８．扶養関連者状態区分、８９．扶
養関連者異動事由コード、９０．否認理由コー
ド、９１．専従者給与額、９２．指定番号、９３．収
納指定番号、９４．関連指定番号、９５．総括表
区分、９６．納入書区分、９７．媒体区分、

２１．その他扶養、２２．その他障害、２３．エラー
メッセージＩＤ、２４．オンバッチ区分、２５．カナ住
所、２６．カナ氏名、２７．カナ通称名、２８．タイム
スタンプ日付、２９．タイムスタンプ時刻、３０．
データセットレコードのキー、３１．データセット識
別項目コード、３２．バッチ締めフラグ、３３．一時
所得額総合、３４．一時所得額総合ＲＯＮ属性、
３５．一般、３６．一般ＲＯＮ属性、３７．上場株式
等譲渡所得、３８．上場株式等譲渡所得ＲＯＮ属
性、３９．上場株式等配当等分離、４０．上場株
式等配当等分離ＲＯＮ属性、４１．上株等譲渡損
失繰控額、４２．上株等譲渡損失繰控額ＲＯＮ属
性、４３．不動産所得額、４４．不動産所得額ＲＯ
Ｎ属性、４５．乙欄区分、４６．事業所基本履歴番
号、４７．事業所家屋敷区分、４８．事業所家屋
敷課税区分、４９．事業所履歴番号、５０．事業
所廃止理由、５１．事業所得額、５２．事業所得
額ＲＯＮ属性、５３．事業所課税履歴番号、５４．
事業所送達履歴コード、５５．事業税開廃業区
分、５６．事業税開廃業年月日、５７．介護納付
額－合計、５８．介護納付額－普徴、５９．介護
納付額－特徴、６０．住宅借入金等特別控除区
分、６１．住宅借入金等特定取得区分、６２．住
定日、６３．住所小枝番コード、６４．住所枝番
コード、６５．住所枝番３コード、６６．住所町名
コード、６７．住所番地コード、６８．住所番地編
集区分、６９．住所自治体コード、７０．住所、７
１．住民日、７２．住民税申告書提出有無、７３．
住民税申告書提出有無ＲＯＮ属性、７４．住民税
申告書通知日、７５．住登地住所、７６．住登地
市外住所コード、７７．住登地方書、７８．住登地
登録フラグ、７９．余白、８０．併合結果区分、８
１．併合結果徴収区分、８２．使用目的区分、８
３．修正日時、８４．個人基本勤学区分、８５．個
人基本寡フ区分、８６．個人基本履歴番号、８
７．個人基本廃止理由コード、８８．個人基本種
別コード、

事前
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明
９８．納期特例区分、９９．納期特例開始年月、１
００．納期特例終了年月、１０１．事業所廃止理
由、１０２．廃止年月日、１０３．指定番号変更年
月、１０４．収納指定番号変更年月、１０５．普徴
事業所区分、１０６．特徴税額通知書出力区分、
１０７．資料種別コード、１０８．総括表資料番
号、１０９．月別人数６月、１１０．月別人数７月、
１１１．月別人数８月、１１２．月別人数９月、１１
３．月別人数１０月、１１４．月別人数１１月、１１
５．月別人数１２月、１１６．月別人数１月、１１７．
月別人数２月、１１８．月別人数３月、１１９．月別
人数４月、１２０．月別人数５月、１２１．月割額６
月、１２２．月割額７月、１２３．月割額８月、１２
４．月割額９月、１２５．月割額１０月、１２６．月割
額１１月、１２７．月割額１２月、１２８．月割額１
月、１２９．月割額２月、１３０．月割額３月、１３
１．月割額４月、１３２．月割額５月、１３３．バッチ
締めフラグ、１３４．宛名履歴番号、１３５．最終
個人番号、１３６．個人番号、１３７．従業員状態
区分、１３８．異動日、１３９．登録区コード、１４
０．資料番号、１４１．資料廃止理由コード、１４
２．給報種別コード、１４３．入力カナ氏名、１４
４．入力生年月日、１４５．入力西暦生年月日、１
４６．入力性別コード、１４７．宛名付設コード、１
４８．資料収入種別コード、１４９．事業所家屋敷
区分、１５０．受給者番号、１５１．控配区分、１５
２．扶養親族－特定、１５３．扶養親族－同居老
親、１５４．扶養親族－老人、１５５．扶養親族－
他、１５６．扶養障害－同居特障、１５７．扶養障
害－特別、１５８．扶養障害－他、１５９．夫あり
区分、１６０．未成年者区分、１６１．老年者区
分、１６２．寡フ区分、１６３．勤労学生区分、１６
４．均等割区分、１６５．乙欄区分、１６６．死亡退
職区分、１６７．災害者区分、１６８．外国人区
分、１６９．就職退職区分、１７０．就職退職年月
日、１７１．年調未済区分、１７２．摘要欄、１７３．
配偶者氏名、

８９．個人法人区分、９０．個人法人詳細区分、９
１．個人番号、９２．個人送達履歴コード、９３．
停止依頼処理日、９４．停止依頼処理結果区
分、９５．停止依頼区分、９６．停止依頼月、９７．
停止依頼結果受入処理日、９８．停止年月、９
９．催告通知書通知日、１００．優先資料番号、１
０１．優先資料種別コード、１０２．元老非該当フ
ラグ、１０３．充当該当フラグ、１０４．先物取引雑
所得分離、１０５．先物取引雑所得分離ＲＯＮ属
性、１０６．先物決済損失繰控額ＲＯＮ属性、１０
７．先物決済損失繰越控除額、１０８．入力カナ
氏名、１０９．入力性別コード、１１０．入力担当
職員番号、１１１．入力生年月日、１１２．入力西
暦生年月日、１１３．公年以外総合課税、１１４．
公年以外総合課税ＲＯＮ属性、１１５．公的年金
等収入額、１１６．公的年金等収入額ＲＯＮ属
性、１１７．公的年金等所得額、１１８．公的年金
等所得額ＲＯＮ属性、１１９．公開終了日、１２０．
公開開始日、１２１．内同居老親、１２２．出力履
歴、１２３．分離短期譲渡特控前、１２４．分離短
期譲渡特控前ＲＯＮ属性、１２５．分離短期譲渡
特控額、１２６．分離短期譲渡特控額ＲＯＮ属
性、１２７．分離長期譲渡特控前、１２８．分離長
期譲渡特控前ＲＯＮ属性、１２９．分離長期譲渡
特控額、１３０．分離長期譲渡特控額ＲＯＮ属
性、１３１．別居の控配扶養親族フラグ、１３２．
利子所得額総合、１３３．利子所得額総合ＲＯＮ
属性、１３４．利用者識別番号、１３５．削除フラ
グ、１３６．前回更新アクセスコード、１３７．前回
更新プログラムＩＤ、１３８．前回更新年月日、１３
９．前回更新時刻、１４０．前回更新端末ＩＤ、１４
１．前回更新職員番号、１４２．前年死亡フラグ、
１４３．前年１２月３１日年齢、１４４．勤労学生区
分、１４５．勤続年数、１４６．医療費控除額、１４
７．医療費控除額ＲＯＮ属性、１４８．医療費特例
控除区分、１４９．収納指定番号変更年月、１５
０．収納指定番号、
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１７４．配偶者生年月日、１７５．扶養親族、１７
６．扶養親族生年月日、１７７．扶養親族控除
額、１７８．専従者氏名、１７９．専従者生年月
日、１８０．確申青白区分、１８１．専従配偶有無
フラグ、１８２．専従その他、１８３．本人専従区
分、１８４．特例適用条文コード、１８５．徴収希
望コード、１８６．別居の控配扶養親族フラグ、１
８７．事業税開廃業区分、１８８．事業税開廃業
年月日、１８９．個人基本履歴番号、１９０．併合
結果徴収区分、１９１．優先資料番号、１９２．特
徴優先資料番号、１９３．資料併合済フラグ、１９
４．特定居住損区分、１９５．資料連絡箋出力対
象フラグ、１９６．資料連絡箋出力理由コード、１
９７．エラーメッセージＩＤ、１９８．警告メッセージＩ
Ｄ、１９９．租税条約区分、２００．フラグ予備、２０
１．自動生成フラグ、２０２．オンバッチ区分、２０
３．所得控除件数、２０４．住宅借入金等特別控
除区分、２０５．居住開始年月日、２０６．連番、２
０７．所得控除コード（資料）、２０８．所得控除額
（資料）、２０９．所得控除コード（賦課）、２１０．
所得控除額（賦課）、２１１．徴収区分、２１２．課
税区分、２１３．特定扶養、２１４．内同居老親、２
１５．老人扶養、２１６．その他扶養、２１７．同居
特別障害、２１８．特別障害、２１９．その他障
害、２２０．非課税コード、２２１．所得割非課税
措置フラグ、２２２．優先資料種別コード、２２３．
更正事由コード、２２４．更正補足コード、２２５．
更正事由強制メッセージ、２２６．異動戻り先履
歴番号、２２７．減免理由コード、２２８．減免区
分、２２９．減免割合、２３０．異動年月日、２３１．
開始月期、２３２．済月期、２３３．事業所基本履
歴番号、２３４．事業所課税履歴番号、２３５．特
徴締めフラグ、２３６．普徴締めフラグ、２３７．所
得割調整フラグ、２３８．平均課税適用フラグ、２
３９．外国税額控除適用フラグ、

１５１．受取方法、１５２．受給者番号、１５３．合
計所得金額、１５４．合計所得金額ＲＯＮ属性、１
５５．同居特別障害、１５６．同居特障控配フラ
グ、１５７．同特、１５８．同特ＲＯＮ属性、１５９．
同老、１６０．同老ＲＯＮ属性、１６１．否認理由
コード、１６２．営業等所得額、１６３．営業等所
得額ＲＯＮ属性、１６４．回数割実績フラグ、１６
５．回数割額、１６６．国保納付額－合計、１６７．
国保納付額－普徴、１６８．国保納付額－特徴、
１６９．在留の資格コード、１７０．在留期間終了
日、１７１．在留期間開始日、１７２．在籍個人番
号、１７３．在籍指定番号、１７４．地震保険料控
除額、１７５．地震保険料控除額ＲＯＮ属性、１７
６．均等割区分、１７７．基幹系登録区分、１７８．
基礎年金番号付設レベル、１７９．基礎年金番
号、１８０．変更区分、１８１．外国人区分、１８２．
外国税額控除適用フラグ、１８３．外字フラグ、１
８４．夫あり区分、１８５．媒体区分、１８６．宛名
付設コード、１８７．宛名履歴番号、１８８．宛名
番号、１８９．宛名異動日、１９０．宛名異動理由
コード、１９１．寡フ区分、１９２．対象者通知区
分、１９３．対象者通知受入処理日、１９４．専従
その他、１９５．専従者個人番号確認区分、１９
６．専従者個人番号、１９７．専従者入力カナ氏
名、１９８．専従者入力氏名、１９９．専従者入力
西暦生年月日、２００．専従者宛名番号、２０１．
専従者控除額、２０２．専従者控除額ＲＯＮ属
性、２０３．専従者氏名、２０４．専従者生年月
日、２０５．専従者給与額、２０６．専従配偶有無
フラグ、２０７．小規模共済等掛金控除、２０８．
小規模共済等掛金控除ＲＯＮ属性、２０９．就職
退職区分、２１０．就職退職年月日、２１１．居住
用損失額、２１２．居住用損失額ＲＯＮ属性、２１
３．居住開始年月日、２１４．居住開始年月日１、
２１５．居住開始年月日２、２１６．居財譲渡損失
繰控額、２１７．居財譲渡損失繰控額ＲＯＮ属
性、２１８．届出日、２１９．履歴番号、
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２４０．同居特障控配フラグ、２４１．扶養関連者
解除フラグ、２４２．事業所家屋敷課税区分、２４
３．元老非該当フラグ、２４４．充当該当フラグ、
２４５．年度間減額措置フラグ、２４６．年金特徴
対象フラグ、２４７．申告書提出フラグ、２４８．移
行不整合フラグ、２４９．移行前履歴番号、２５
０．月割額、２５１．在籍指定番号、２５２．在籍個
人番号、２５３．調定年度、２５４．期割実績フラ
グ、２５５．期割額、２５６．登録年度、２５７．異動
届課税年度、２５８．給与支払額、２５９．社会保
険料額、２６０．退職金額、２６１．勤続年数、２６
２．届出日、２６３．賦課履歴番号、２６４．特普区
分、２６５．確定フラグ、２６６．期割充当額、２６
７．異動メモ内容、２６８．通知書番号、２６９．証
明年度、２７０．発行自治体コード、２７１．支所
コード、２７２．証明書番号、２７３．証明書区分、
２７４．使用目的区分、２７５．宛先識別番号、２７
６．資料履歴番号、２７７．送付通知書区分、２７
８．個人送達履歴コード、２７９．異動区分、２８
０．通知書番号等、２８１．出力履歴、２８２．通知
日、２８３．事業所履歴番号、２８４．従業員宛名
番号、２８５．事業所送達履歴コード、２８６．扶
養関連者賦課履歴番号、２８７．扶養関連者資
料種別コード、２８８．扶養関連者資料番号、２８
９．扶養関連者資料履歴番号、２９０．回数割実
績フラグ、２９１．回数割額、２９２．年金特徴中
止区分、２９３．年金特徴済月、２９４．タイムスタ
ンプ日付、２９５．タイムスタンプ時刻、２９６．資
料種別、２９７．ＣＳＶファイル名、２９８．ＸＭＬファ
イル名、２９９．利用者識別番号、３００．余白、３
０１．郵便番号、３０２．カナ住所、３０３．漢字住
所、３０４．年金保険者用整理番号、３０５．状態
区分、３０６．対象者通知区分、３０７．対象者通
知受入処理日、３０８．税額通知区分、３０９．特
徴依頼処理日、３１０．特徴依頼処理結果区分、
３１１．特徴依頼処理結果受入処理日、３１２．停
止依頼区分、３１３．停止依頼月、３１４．停止依

２２０．山林所得額、２２１．山林所得額ＲＯＮ属
性、２２２．市内市外区分、２２３．市均等割、２２
４．市外住所コード、２２５．市所得割、２２６．市
町村住借金等特控額、２２７．市町村住借金等
特控額ＲＯＮ属性、２２８．市町村均等割額減免
前、２２９．市町村均等割額減免前ＲＯＮ属性、２
３０．市町村均等割額、２３１．市町村均等割額Ｒ
ＯＮ属性、２３２．市町村外国税控除額、２３３．
市町村外国税控除額ＲＯＮ属性、２３４．市町村
寄付金控除、２３５．市町村寄付金控除ＲＯＮ属
性、２３６．市町村所得割額減免前、２３７．市町
村所得割額減免前ＲＯＮ属性、２３８．市町村所
得割額、２３９．市町村所得割額ＲＯＮ属性、２４
０．市町村配当控除額、２４１．市町村配当控除
額ＲＯＮ属性、２４２．平均課税適用フラグ、２４
３．年度間減額措置フラグ、２４４．年調未済区
分、２４５．年金コード、２４６．年金保険者用整
理番号２、２４７．年金保険者番号、２４８．年金
特徴中止区分、２４９．年金特徴対象フラグ、２５
０．年金特徴済月、２５１．年金特徴管理更新フ
ラグ、２５２．年金特徴管理異動事由、２５３．年
金額、２５４．府均等割、２５５．府所得割、２５６．
廃止年月日、２５７．当初イメージパンチフラグ、
２５８．後期高齢納付額－合計、２５９．後期高齢
納付額－普徴、２６０．後期高齢納付額－特徴、
２６１．従業員宛名番号、２６２．従業員状態区
分、２６３．徴収区分、２６４．徴収希望コード、２
６５．性別コード、２６６．情報提供者ユーザＩＤ、２
６７．情報提供者部署コード、２６８．所得割調整
フラグ、２６９．所得割非課税措置フラグ、２７０．
所得控除コード（資料）、２７１．所得控除コード
（賦課）、２７２．所得控除件数、２７３．所得控除
合計額、２７４．所得控除合計額ＲＯＮ属性、２７
５．所得控除額（資料）、２７６．所得控除額（賦
課）、２７７．所得税確申提出有無、
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３１５．停止依頼処理結果区分、３１６．停止依頼
結果受入処理日、３１７．特徴処理結果区分、３
１８．異動事由、３１９．介護納付額－普徴、３２
０．介護納付額－特徴、３２１．介護納付額－合
計、３２２．国保納付額－普徴、３２３．国保納付
額－特徴、３２４．国保納付額－合計、３２５．後
期高齢納付額－普徴、３２６．後期高齢納付額
－特徴、３２７．後期高齢納付額－合計、３２８．
納付額総合計、３２９．当初イメージパンチフラ
グ、３３０．併合結果区分、３３１．特記入力日、３
３２．入力担当職員番号、３３３．警告メッセージ
１、３３４．警告メッセージ２、３３５．警告メッセー
ジ３、３３６．警告メッセージ４、３３７．利用者識
別番号、３３８．資料仮登録フラグ、３３９．退職
による減フラグ、３４０．退職以外による減フラ
グ、３４１．歳出還付予定金額、３４２．滞納繰越
予定金額、３４３．滞納繰越差額金額、３４４．滞
納繰越額取得エラーフラグ、３４５．個人番号、３
４６．法人番号、３４７．新年度用宛名番号、３４
８．税額変更等依頼区分１、３４９．税額変更等
依頼処理日１、３５０．税額変更等依頼処理結果
区分１、３５１．税額変更等依頼結果受入処理日
１、３５２．税額変更等依頼区分２、３５３．税額変
更等依頼処理日２、３５４．税額変更等依頼処理
結果区分２、３５５．税額変更等依頼結果受入処
理日２、３５６．税額変更等依頼区分３、３５７．税
額変更等依頼処理日３、３５８．税額変更等依頼
処理結果区分３、３５９．税額変更等依頼結果受
入処理日３、３６０．税額変更等依頼区分４、３６
１．税額変更等依頼処理日４、３６２．税額変更
等依頼処理結果区分４、３６３．税額変更等依頼
結果受入処理日４、３６４．税額変更等依頼区分
５、３６５．税額変更等依頼処理日５、３６６．税額
変更等依頼処理結果区分５、

２７８．所得税確申提出有無ＲＯＮ属性、２７９．
扶養控除対象、２８０．扶養控除対象ＲＯＮ属
性、２８１．扶養控除、２８２．扶養控除ＲＯＮ属
性、２８３．扶養親族個人番号確認区分、２８４．
扶養親族個人番号、２８５．扶養親族入力カナ氏
名、２８６．扶養親族入力氏名、２８７．扶養親族
入力西暦生年月日、２８８．扶養親族宛名番号、
２８９．扶養親族控除額、２９０．扶養親族生年月
日、２９１．扶養親族－他、２９２．扶養親族－同
居老親、２９３．扶養親族－特定、２９４．扶養親
族－老人、２９５．扶養親族、２９６．扶養関連者
区分、２９７．扶養関連者宛名番号、２９８．扶養
関連者状態区分、２９９．扶養関連者異動事由
コード、３００．扶養関連者種別コード、３０１．扶
養関連者自治体コード、３０２．扶養関連者解除
フラグ、３０３．扶養関連者資料履歴番号、３０
４．扶養関連者資料番号、３０５．扶養関連者資
料種別コード、３０６．扶養関連者賦課履歴番
号、３０７．扶養障害－他、３０８．扶養障害－同
居特障、３０９．扶養障害－特別、３１０．指定番
号変更年月、３１１．指定番号、３１２．排他フラ
グ、３１３．控配区分、３１４．控除対象勤労学
生、３１５．控除対象勤労学生ＲＯＮ属性、３１６．
控除対象寡フ、３１７．控除対象寡フＲＯＮ属性、
３１８．控除対象配偶者個人番号確認区分、３１
９．控除対象配偶者個人番号、３２０．控除対象
配偶者入力カナ氏名、３２１．控除対象配偶者入
力氏名、３２２．控除対象配偶者入力西暦生年
月日、３２３．控除対象配偶者宛名番号、３２４．
控除対象配偶者、３２５．控除対象配偶者ＲＯＮ
属性、３２６．控除対象障害者、３２７．控除対象
障害者ＲＯＮ属性、３２８．摘要欄１、３２９．摘要
欄２、３３０．摘要欄３、３３１．支所コード、３３２．
新年度用宛名番号、３３３．方書、３３４．普徴事
業所区分、３３５．普徴納付額、３３６．普徴締め
フラグ、３３７．普障、

154



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

３６７．税額変更等依頼結果受入処理日５、３６
８．停止年月、３６９．年金額、３７０．年金特徴管
理更新フラグ、３７１．年金特徴管理異動事由、
３７２．申告特例状態区分

３３８．普障ＲＯＮ属性、３３９．更新アクセスコー
ド、３４０．更新プログラムＩＤ、３４１．更新年月
日、３４２．更新時刻、３４３．更新端末ＩＤ、３４４．
更新職員番号、３４５．更正事由コード、３４６．
更正事由強制メッセージ、３４７．更正補足コード
１、３４８．更正補足コード２、３４９．最終個人番
号、３５０．最終催告通知書通知日、３５１．月別
人数１月、３５２．月別人数２月、３５３．月別人数
３月、３５４．月別人数４月、３５５．月別人数５
月、３５６．月別人数６月、３５７．月別人数７月、
３５８．月別人数８月、３５９．月別人数９月、３６
０．月別人数１０月、３６１．月別人数１１月、３６
２．月別人数１２月、３６３．月割額、３６４．月期
割額、３６５．期割充当額、３６６．期割実績フラ
グ、３６７．期割額、３６８．未公開株式等譲渡所
得、３６９．未公開株式等譲渡所得ＲＯＮ属性、３
７０．未成年者区分、３７１．本人専従区分、３７
２．本人障害区分、３７３．本年１月１日年齢、３７
４．本籍地、３７５．株式等譲渡所得額分離、３７
６．株式等譲渡所得額分離ＲＯＮ属性、３７７．検
索カナ氏名、３７８．歳出還付予定金額ーＮＭ、３
７９．死亡退職区分、３８０．消除日、３８１．済月
期、３８２．減免割合、３８３．減免区分、３８４．減
免理由コード、３８５．減免税額、３８６．減免税
額ＲＯＮ属性、３８７．滞納繰越予定金額ーＮＭ、
３８８．滞納繰越差額金額ーＮＭ、３８９．滞納繰
越額取得エラーフラグーＣＨ、３９０．漢字住所、
３９１．漢字氏名、３９２．漢字通称名、３９３．災
害者区分、３９４．無申告調査コード、３９５．無
申告調査結果コード、３９６．無申告調査結果内
容、３９７．版番号、３９８．特例肉用牛所得額、３
９９．特例肉用牛所得額ＲＯＮ属性、４００．特例
適用条文コード、４０１．特別障害、４０２．特定
個人情報名コード、４０３．特定居住損区分、４０
４．特定扶養、４０５．特定、４０６．特定ＲＯＮ属
性、４０７．特居財譲渡損失繰控額、
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４０８．特居財譲渡損失繰控額ＲＯＮ属性、４０
９．特徴依頼処理日、４１０．特徴依頼処理結果
区分、４１１．特徴依頼処理結果受入処理日、４
１２．特徴優先資料番号、４１３．特徴処理結果
区分１、４１４．特徴処理結果区分２、４１５．特徴
処理結果区分３、４１６．特徴処理結果区分４、４
１７．特徴処理結果区分５、４１８．特徴処理結果
区分６、４１９．特徴税額通知書出力区分、４２
０．特徴納付額、４２１．特徴締めフラグ、４２２．
特普区分、４２３．特株等譲渡損失繰控額、４２
４．特株等譲渡損失繰控額ＲＯＮ属性、４２５．特
記コード１、４２６．特記コード２、４２７．特記コー
ド３、４２８．特記コード４、４２９．特記コード５、４
３０．特記コード６、４３１．特記コード７、４３２．特
記コード８、４３３．特記コード９、４３４．特記メ
モ、４３５．特記入力日、４３６．特記情報、４３７．
特障、４３８．特障ＲＯＮ属性、４３９．状態区分、
４４０．生命保険料控除額、４４１．生命保険料控
除額ＲＯＮ属性、４４２．生年月日、４４３．生活扶
助区分、４４４．生活扶助廃止日、４４５．生活扶
助開始日、４４６．申告書提出フラグ、４４７．申
告特例状態区分、４４８．番号体系、４４９．異動
メモ内容、４５０．異動事由、４５１．異動区分、４
５２．異動届課税年度、４５３．異動年月日、４５
４．異動戻り先履歴番号、４５５．異動日、４５６．
発行自治体コード、４５７．登録区コード、４５８．
登録年度、４５９．確定フラグ、４６０．確定時点、
４６１．確申青白区分、４６２．確認区分、４６３．
社会保険料控除額、４６４．社会保険料控除額Ｒ
ＯＮ属性、４６５．社会保険料額、４６６．租税条
約区分、４６７．移行不整合フラグ、４６８．移行
前履歴番号、４６９．税額変更等依頼処理日、４
７０．税額変更等依頼処理結果区分、４７１．税
額変更等依頼区分、４７２．税額変更等依頼結
果受入処理日、４７３．税額通知区分、
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４７４．筆頭者名、４７５．納付額総合計、４７６．
納入書区分、４７７．納期特例区分、４７８．納期
特例終了年月、４７９．納期特例開始年月、４８
０．納税者住基ＣＳ問い合わせ区分、４８１．納税
者個人番号確認区分、４８２．納税者個人番号、
４８３．納税者入力カナ氏名、４８４．納税者入力
氏名、４８５．納税者入力西暦生年月日、４８６．
納税者宛名番号、４８７．納税者番号、４８８．純
損失繰越控除額、４８９．純損失繰越控除額ＲＯ
Ｎ属性、４９０．給与収入額、４９１．給与収入額
ＲＯＮ属性、４９２．給与専従者収入額、４９３．給
与専従者収入額ＲＯＮ属性、４９４．給与所得
額、４９５．給与所得額ＲＯＮ属性、４９６．給与支
払者番号、４９７．給与支払額、４９８．給報種別
コード、４９９．統合宛名番号、５００．続柄コー
ド、５０１．総合短期譲渡特控前、５０２．総合短
期譲渡特控前ＲＯＮ属性、５０３．総合短期譲渡
特控額、５０４．総合短期譲渡特控額ＲＯＮ属
性、５０５．総合長期譲渡特控前、５０６．総合長
期譲渡特控前ＲＯＮ属性、５０７．総合長期譲渡
特控額、５０８．総合長期譲渡特控額ＲＯＮ属
性、５０９．総所得金額等、５１０．総所得金額等
ＲＯＮ属性、５１１．総所得金額、５１２．総所得金
額ＲＯＮ属性、５１３．総括表区分、５１４．総括表
資料番号、５１５．繰越控除額、５１６．繰越控除
額ＲＯＮ属性、５１７．翌年廃止理由コード、５１
８．翌年申告書発送区分、５１９．老人扶養、５２
０．老人、５２１．老人ＲＯＮ属性、５２２．老年者
区分、５２３．自動生成フラグ、５２４．自治体コー
ド、５２５．自治体識別コード、５２６．葬祭費、５２
７．親データセットレコードのキー、５２８．証明年
度、５２９．証明書区分、５３０．証明書番号、５３
１．課税区分、５３２．課税年度、５３３．課税年度
ＲＯＮ属性、５３４．課税所得額課税標準額、５３
５．課税所得額課税標準額ＲＯＮ属性、５３６．調
定データ区分、５３７．調定不整合フラグ、

157



変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

５３８．調定年度、５３９．調定表出力日、５４０．
警告メッセージ、５４１．警告メッセージＩＤ、５４
２．譲渡所得額分離、５４３．譲渡所得額分離Ｒ
ＯＮ属性、５４４．譲渡所得額総合、５４５．譲渡
所得額総合ＲＯＮ属性、５４６．資料仮登録フラ
グ、５４７．資料併合済フラグ、５４８．資料収入
種別コード、５４９．資料履歴番号、５５０．資料
廃止理由コード、５５１．資料番号、５５２．資料
種別コード、５５３．資料種別、５５４．資料連絡
箋出力対象フラグ、５５５．資料連絡箋出力理由
コード、５５６．賦課履歴番号、５５７．賦課更正
事由コード、５５８．賦課課税区分、５５９．農業
所得額、５６０．農業所得額ＲＯＮ属性、５６１．退
職による減フラグ、５６２．退職以外による減フラ
グ、５６３．退職所得額総合、５６４．退職所得額
総合ＲＯＮ属性、５６５．退職金額、５６６．送付
先、５６７．送付通知書区分、５６８．通知先アド
レス更新日、５６９．通知先アドレス、５７０．通知
日、５７１．通知書番号等、５７２．通知書番号、５
７３．通称名優先区分、５７４．連携対象区分、５
７５．連番、５７６．連絡先、５７７．郵便番号、５７
８．都道府県均等割額、５７９．都道府県均等割
額ＲＯＮ属性、５８０．都道府県所得割額、５８１．
都道府県所得割額ＲＯＮ属性、５８２．配偶者控
除等、５８３．配偶者控除等ＲＯＮ属性、５８４．配
偶者氏名、５８５．配偶者特別控除額、５８６．配
偶者特別控除額ＲＯＮ属性、５８７．配偶者生年
月日、５８８．配当所得額総合、５８９．配当所得
額総合ＲＯＮ属性、５９０．開始月期、５９１．関連
指定番号、５９２．障害者控除、５９３．障害者控
除ＲＯＮ属性、５９４．雑所得額総合、５９５．雑所
得額総合ＲＯＮ属性、５９６．雑損失繰越控除
額、５９７．雑損失繰越控除額ＲＯＮ属性、５９８．
雑損控除額、５９９．雑損控除額ＲＯＮ属性、６０
０．非課税コード、

６０１．１６歳未満扶養者数、６０２．１６歳未満扶
養者数ＲＯＮ属性、６０３．１６歳未満扶養親族、
６０４．１６歳未満扶養親族ＲＯＮ属性、６０５．Ｃ
ＳＶファイル名、６０６．ＸＭＬファイル名
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平成30年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目
[収滞納]

なし
【追加】
１８５１．所属課コード、１８５２．所属係コード

事後

平成30年4月1日
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要

１４１．従業者数、１４２．非課税従業者数、１４
３．課税対象従業者数、１４４．従業者給与総額
１３、１４５．非課税従業者給与総額１４、１４６．
控除従業者給与総額１５、１４７．課税標準従業
者給与総額１６、１４８．従業者割額１７、１４９．
納付の確定した従業者割額１８、１５０．納付す
べき従業者割額１９、

１４１．非課税従業者数、１４２．課税対象従業者
数、１４３．従業者給与総額１２、１４４．非課税従
業者給与総額１３、１４５．控除従業者給与総額
１４、１４６．課税標準従業者給与総額１５、１４
７．従業者割額１６、１４８．納付の確定した従業
者割額１７、１４９．資産割額従業者割額合計額
１８、１５０．納付の確定した事業所税額１９、

事前

平成30年8月27日
Ⅰ 基本情報７．評価実施機関
における担当部署② 所属長

川口 力、田村 真大、成澤 淳一、寶子 英司、牧
善幸、寺山裕志

税制課長、税務運営課長、法人諸税課長、市民
税課長、固定資産税課長、納税課長

事後 様式変更に伴う所要の変更

平成30年4月1日

Ⅵ評価実施手続
１．基礎項目評価
①実施日

2017/4/1 2018/4/1 事後

平成30年4月1日

Ⅴ開示請求、問合せ
２．特定個人情報ファイルの取
扱いに関する問合せ
①連絡先

税政課 税制課 事後

平成31年4月1日

Ⅰ基本情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の内容 【軽自動車税】

④証明書の交付申請に基づき継続検査用納税
証明書を交付する。

【削除】 事前
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平成31年4月1日

Ⅰ基本情報
②法令上の根拠
６．情報提供ネットワークシス
テムにおける情報連携

（条例別表第２における情報提供の根拠）
左欄（機関）が「市長」の項のうち、右欄（特定個
人情報）に「地方税関係情報」が含まれる項（１、
２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１、１２、１３、１
４、１５、１６、１７、１８、２０、２１、２３、２４、２５、
２７、３２、３４、３９、４１、４３、４４、４７、４９、５
０、５１、５２、５３、５４、５５、５６、５７、５８、５９、
６１、６２、６４、６６、６７、６９、７１、７２、７４、７５
の項）

７６【追加】 事後

平成31年4月1日

Ⅰ基本情報
②法令上の根拠
６．情報提供ネットワークシス
テムにおける情報連携

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、
３７、３８、３９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５
９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、
７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、
１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１
１４、１１５、１１６、１１７、１２０の項）

１１７【削除】
１２０➡１１９【変更】

事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項７
①委託内容

地方税の電子申告に関連して、一般社団法人
地方税電子化協議会が運営するｅＬＴＡＸポータ
ルセンタと連携し、ＬＧＷＡＮ回線を利用して、本
市に設置する端末と受託業者が運営するサー
ビスセンタ内に設置されたサーバと接続して、電
子申告システム・年金特徴システム・国税連携
システムの照会・検索・保管等を行う。

地方税の電子申告に関連して、地方税共同機
構が運営するｅＬＴＡＸポータルセンタと連携し、Ｌ
ＧＷＡＮ回線を利用して、本市に設置する端末と
受託業者が運営するサービスセンタ内に設置さ
れたサーバと接続して、電子申告システム・年金
特徴システム・国税連携システムの照会・検索・
保管等を行う。

事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
③入手の時期・頻度
【個人住民税】

○入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・ふるさと納税申告特例通知書／提出を受けた
都度／入手方法は紙

○入手元（地方公共団体・地方独立行政法人）
・ふるさと納税申告特例通知書／提出を受けた
都度／入手方法は紙又はｅＬＴＡＸシステム

事後

平成31年4月1日
Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容

なし
日本年金機構等からeLTAXシステムを通じて税
総合電算システム（個人住民税）への⑩の矢印
を追加

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先３７
②提供先における用途

雇用対策法による職業転換給付金の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用
の安定及び職業生活の充実等に関する法律に
よる職業転換給付金の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先２１

国家公務員共済組合連合会 国家公務員共済組合 事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転有無

〔　〇　〕提供を行っている（６７件）
〔　〇　〕移転を行っている（４３件）

〔　〇　〕提供を行っている（６６件）
〔　〇　〕移転を行っている（４４件）

事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５９～６７

提供先５９～６７ 提供先５８～６６ 事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５８
①法令上の根拠

提供先５８
番号法第１９条第７号　別表第二（第１２０項）

提供先５７
番号法第１９条第７号　別表第二（第１１９項）

事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５７

提供先５７ 削除 事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４４①～⑦

なし

【追加】
移転先４４　保険医療課、各区保健センター
①法令上の根拠
堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供
に関する条例
②移転先における用途
条例別表第２　７６に定める事務
（難病の患者に対する医療等に関する法律（平
成26年法律第50号）による特定医療費の支給に
関する事務）
③移転する情報
地方税関係情報
④～⑦
上記の移転先４３と同様

事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１３
②移転先における用途

（児童福祉法による里親の認定、養育里親の登
録又は障害児入所給付費、高額障害児入所給
付費若しくは特定入所障害児食費等給付費の
支給に関する事務）

児童福祉法による養育里親若しくは養子縁組里
親の登録、里親の認定又は障害児入所給付
費、高額障害児入所給付費若しくは特定入所障
害児食費等給付費の支給に関する事務

事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３
②移転先における用途

（堺市身体障害者及び知的障害者医療費助成
条例による助成の決定に関する事務）

堺市重度障害者医療費助成条例による助成の
決定に関する事務

事後

平成31年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目
[個人住民税]

１．更新年月日、２．更新時刻・・・・６０５．CSV
ファイル名、６０６．XMLファイル名

【追加】
６０７．市住借金特控額移譲前、６０８．市住借金
特控額移譲前ＲＯＮ属性、６０９．市寄附金控除
額移譲前－ＮＭ、６１０．市寄附金控除額移譲前
ＲＯＮ属性、６１１．市所得割額移譲前－ＮＭ、６
１２．市所得割額移譲前ＲＯＮ属性－ＣＨ、６１
３．新年度受取方法、６１４．新年度通知先アド
レス、６１５．新年度通知先アドレス更新日

事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成31年4月1日

Ⅲリスク対策（プロセス）
７、特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その内容

元本市職員が、無断で持ち帰っていた選挙デー
タや業務ファイル等を個人で契約していた民間
レンタルサーバーの公開されている部分に保存
した。このことにより、平成２７年４月から６月ま
での間、インターネット上で閲覧可能な状態とな
り、約６８万人分の有権者データなどの個人情
報を流出させたもの。

削除 事後

平成31年4月1日

Ⅲリスク対策（プロセス）
７、特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

発生あり 発生なし 事後

令和3年4月1日

Ⅲリスク対策（プロセス）
7.特定個人情報の保管・評価
⑨過去3年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その内容

受託業者が、長屋建て住宅の所有者を対象とし
た調査を行った、アンケート調査票に所有者本
人以外の氏名を誤って印字した調査票を誤送付
（1,461件の個人情報が漏洩）

事後 ※税制

令和3年4月1日

Ⅲリスク対策（プロセス）
7.特定個人情報の保管・評価
⑨過去3年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

発生なし 発生あり 事後 ※税制

平成31年4月1日

Ⅵ評価実施手続
１．基礎項目評価
①実施日

平成30年4月1日 平成31年4月1日 事後
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅲリスク対策（プロセス）
7.特定個人情報の保管・評価
⑨過去3年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
再発防止策の内容

（１）データの外部持出し制限の強化
ア　外部記録媒体（USBメモリー等）の接続制限
の拡充
　一部の業務システムで既に実施している外部
記録媒体の接続制限を、他の業務システムにも
拡充し、承認を受けていない外部記録媒体の接
続ができないようにする。
イ　データの外部持出し承認の厳格化
　承認を受けた外部記録媒体であっても、データ
の外部保存を行う場合は、システム上での本人
の認証に加え、所属長による承認を必要とする
こととし、承認がなければ外部記録媒体への
データ記録ができないようにする。
ウ　データの外部持出し操作記録（ログ）取得の
拡充
　一部の業務システムで既に実施しているデー
タの外部持出しの操作記録（ログ）の取得を、他
の業務システムにも拡充し、データの外部持出
しを行った場合、詳細な記録が残るようにする。
エ　電子メールの誤送信を防ぐ措置の実施
　電子メールの誤送信による個人情報の流出を
防止するため、電子メールの送信時に一定の待
機時間を設定する。また、添付ファイルを外部に
送信する際の所属長による承認機能やメールの
あて名を「TO」や「CC」から「BCC」へと強制的に
変換する機能等を導入する。
オ　データのシステム外への持出し時のデータ
の暗号化
　住民情報系システムの端末から、データを外
部に持ち出す場合には、強制的にパスワードを
付与し、データを暗号化する仕組みを導入する。

（２）情報セキュリティ等のチェック体制の強化
ア　副市長をトップとする指揮命令体制の構築
　個人情報保護と情報セキュリティについて、そ
れぞれを統括する副市長を最高責任者とする指
揮命令体制を構築し、セキュリティ体制・方策な

・受託業者に対し、個人情報を取り扱う場合のマ
ニュアルやチェックリストと、十分な確認が必要
な作業の場合、市からの指示に基づく手順書を
作成させることにより、個人情報の適正管理、適
正な事務処理について、指導と確認を徹底し
た。
・市として、再びこのような事案が発生しないよ
う、個人情報保護の重要性を再認識し、個人情
報を取り扱う作業の場合、受託業者に対し、書
面により詳細な作業手順や注意点を明確に指
示し、漏洩や手順の誤りがないことの確認を徹
底した。

事後 ※税制
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日
Ⅰ 基本情報
（別添）事務の内容

なし
納税者からeLTAXシステムを通じて税総合電算
システム（収滞納）への⑨の矢印を追加

事後 ※納税、税運

令和3年4月1日

Ⅰ 基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
⑥法令上の根拠

・番号法第１９条８号（特定個人情報の提供の制
限）、堺市個人番号の利用及び特定個人情報の
提供に関する条例及び別表第２（第３条関係）

（条例別表第２における情報提供の根拠）
左欄（機関）が「市長」の項のうち、右欄（特定個
人情報）に「地方税関係情報」が含まれる項（１、
２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１、１２、１３、１
４、１５、１６、１７、１８、２０、２１、２３、２４、２５、
２７、３２、３４、３９、４１、４３、４４、４７、４９、５
０、５１、５２、５３、５４、５５、５６、５７、５８、５９、
６１、６２、６４、６６、６７、６９、７１、７２、７４、７
５、７６　の項）

（番号法別表第二における情報照会の根拠）
　第一欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第二欄（事務）が「地方税法その他の地方税
に関する法律及びこれらの法律に基づく条例に
よる地方税の賦課徴収に関する事務」となって
いるもの（２７の項）

[主務省令]
第２０条

・番号法第１９条９号（特定個人情報の提供の制
限）、堺市個人番号の利用及び特定個人情報の
提供に関する条例及び別表第２（第３条関係）

（条例別表第２における情報提供の根拠）
左欄（機関）が「市長」の項のうち、右欄（特定個
人情報）に「地方税関係情報」が含まれる項
７７【追加】

（番号法別表第二における情報照会の根拠）
　第一欄（情報照会者）が「市町村長」の項のう
ち、第二欄（事務）が「地方税法その他の地方税
に関する法律及びこれらの法律に基づく条例に
よる地方税の賦課徴収に関する事務」となって
いるもの（３７の項）

[主務省令]
削除

事後 ※納税、税運

令和3年4月1日

Ⅰ 基本情報
（別添）事務の内容
備考

なし
⑨市税の納付（eLTAX分）
　徴収猶予の申請（eLTAX分）
　換価猶予の申請（eLTAX分）

事後 ※納税、税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消
去
⑤物理的破壊
具体的な対策の内容

３　記録媒体・紙媒体の保管場所
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第8条（記録
媒体の管理）に規定する「(3) 重要な情報を記録
した記録媒体については、その重要度に応じ
て、漏洩、滅失、損傷等の防止に備えるなど適
切な対策を講じた場所に保管しなければならな
い。」に基づき、以下の対策を行っている。

３　記録媒体・紙媒体の保管場所
堺市情報セキュリティ対策基準要綱第8条（記録
媒体の管理）に規定する「(2) 重要な情報を記録
した記録媒体については、その重要度に応じ
て、漏洩、盗難、滅失、損傷等の防止に備えるな
ど適切な対策を講じた場所に保管しなければな
らない。」に基づき、以下の対策を行っている。

事後 ※納税

令和3年4月1日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
５．特定個人情報の提供・移
転（委託や情報提供ネットワー
クシステムを通じた提供を除
く。）
リスク１：不正な提供・移転が
行われるリスク
具体的な方法

＜共通基盤システムによる情報の移転＞
移転を行う場合、移転する情報に関して、移転
元と移転先において仕様を定め、所属長の許可
を得た上で情報化推進課に依頼をする。仕様で
定めたことのみをシステム構築しており、仕様以
外の情報に関しては、移転不可能である。どの
システムがどの情報に対して、いつ移転したか
をネットワークの通信ログで取得しており、７年
間保存している。正当な移転だけでなく、不正な
移転、移転の失敗など全ての通信ログを取得し
ている。

＜共通基盤システムによる情報の移転＞
移転を行う場合、移転する情報に関して、移転
元と移転先において仕様を定め、所属長の許可
を得た上でＩＣＴイノベーション推進室に依頼をす
る。仕様で定めたことのみをシステム構築してお
り、仕様以外の情報に関しては、移転不可能で
ある。どのシステムがどの情報に対して、いつ移
転したかをネットワークの通信ログで取得してお
り、７年間保存している。正当な移転だけでなく、
不正な移転、移転の失敗など全ての通信ログを
取得している。

事後 ※納税
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容
個人住民税
図
（備考）

(図）
日本年金機構等
⑨矢印の流れ：「住民」「税総合電算システム」
⑩矢印の流れ：「住民」「所得の把握」「日本年金
機構等」「eLTAXシステム」「税総合電算システ
ム」
⑩矢印の流れ：「住民」「税総合電算システム」

(備考）
⑨住民税申告書の提出（委託事項５：提出され
た資料についてはパンチによりデータ化）
⑩ふるさと納税申告特例通知書の提出（委託事
項５：提出された資料についてはパンチにより
データ化及びイメージファイル化）

(図）
日本年金機構等
⑩矢印の流れ：「住民」「申告支援システム」「税
総合電算システム」
⑨矢印の流れ：「住民」「他市町村」「eLTAXシス
テム」「税総合電算システム」

(備考）
⑩住民税申告書の提出（委託事項１１：提出され
た資料をデータ化）
⑨ふるさと納税申告特例通知書の提出

事前 ※税運、市民税

令和3年4月1日

Ⅰ基本情報
６．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

・番号法第１９条７号（特定個人情報の提供の制
限）及び別表第二、行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法
律別表第二主務省令で定める事務及び情報を
定める命令

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、３４、３５、
３７、３８、３９、４０、４２、４８、５４、５７、５８、５
９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、７１、
７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、９７、
１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１３、１
１４、１１５、１１６、１１９の項）

[主務省令]
第１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１９条、
第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の２、第２３
条、第２４条、第２５条、第２６条の３、第２８条、
第３１条、第３４条、第３５条、第３６条、第３７条、
第３８条、第３９条、第４０条、第４３条、第４３条
の３、第４３条の４、第４４条、第４４条の２、第４７
条、第４９条、第４９条の２、第５０条、第５１条、
第５３条、第５４条、第５５条、第５８条、第５９条、
第５９条の２、第５９条の３

・番号法第１９条８号（特定個人情報の提供の制
限）及び別表第二

（番号法別表第二における情報提供の根拠）
第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「地方税関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、１０、１２、
１７、２４、３１、３３、３６、３７、３８、３９、４０、４
１、４６、４７、４８、５０、５２、５３、５５、６１、６６、
６７、７２、７３、７４、７６、７７、７８、７９、８０、８
１、８２、８７、８８、９４、１００、１０４、１１０、１１
２、１１６、１１７、１１９、１２５、１２９、１３０、１３
２、１３５、１３６、１３７、１４２、１４３、１４４，１４
６、１４７、１５０の項）

[主務省令]
削除

事後 ※納税、税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４
⑦再委託の有無
⑧再委託の許諾方法
⑨再委託事項

⑦再委託の有無　[再委託しない]

⑧再委託の許諾方法　なし

⑨再委託事項　なし

⑦再委託の有無　[再委託する]

⑧再委託の許諾方法
業務の一部を再委託する場合については、契約
書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について
委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委
託先に対し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出され
る個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本
市に提出すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出さ
れる秘密保持に関する誓約書の写しを本市に
提出すること。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティ
等に関する社員教育の実績書及び計画書を本
市に提出すること。
また再委託の許諾については本市に提出される
再委託申請書を以下の観点から審査した上で、
判断する。
　-再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号
が、正確に記載されていること。
　-再委託が、業務の一部かつ専門的な作業で
あること。
　-再委託する作業内容を具体的に明記してい
ること。
　-全部又は大部分の再委託でないこと。
　-再委託する作業内容に関して、契約の履行
に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは
他の自治体における対象業務の実績を有してい
ること。

⑨再委託事項
個人住民税特別徴収税額通知書等の作成及び
封入・封緘業務の一部

事前 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項５
①委託内容
④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

①委託内容
給与支払報告書、公的年金等支払報告書、住
民税申告書、ふるさと納税申告特例通知書等の
データ入力及びスキャニングイメージファイル作
成作業を行う。

④委託先への特定個人情報ファイルの提供方
法
　[〇]紙

①委託内容
給与支払報告書、公的年金等支払報告書、確
定申告書等のデータ入力及びスキャニングイ
メージファイル作成作業を行う。

④委託先への特定個人情報ファイルの提供方
法
　[〇]フラッシュメモリ
　[〇]紙

事前 ※税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１０
⑨再委託事項

ハードウェア保守作業
個人住民税電子ファイリングシステム保守業務
の一部

事前 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項６
⑦再委託の有無
⑧再委託の許諾方法
⑨再委託事項

⑦再委託の有無　[再委託しない]

⑧再委託の許諾方法　なし

⑨再委託事項　なし

⑦再委託の有無　[再委託する]

⑧再委託の許諾方法
業務の一部を再委託する場合については、契約
書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について
委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委
託先に対し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出され
る個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本
市に提出すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出さ
れる秘密保持に関する誓約書の写しを本市に
提出すること。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティ
等に関する社員教育の実績書及び計画書を本
市に提出すること。
また再委託の許諾については本市に提出される
再委託申請書を以下の観点から審査した上で、
判断する。
　-再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号
が、正確に記載されていること。
　-再委託が、業務の一部かつ専門的な作業で
あること。
　-再委託する作業内容を具体的に明記してい
ること。
　-全部又は大部分の再委託でないこと。
　-再委託する作業内容に関して、契約の履行
に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは
他の自治体における対象業務の実績を有してい
ること。

⑨再委託事項
国税連携（確定申告書）データ出力業務の一部

事前 ※税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先７～１０
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号　別表第二（第９、１１、１
６、１８項）

番号法第１９条第８号　別表第二（第１０、１２、１
７、２４項）

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１～６
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号 番号法第１９条第８号 事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

[〇]提供を行っている（66件）
[〇]移転を行っている（44件）

[〇]提供を行っている（70件）
[〇移転を行っている]（45件）

事後 ※税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１１～１５
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号　別表第二（第２３、２６、２
７、２８、２９項）

番号法第１９条第８号　別表第二（第３３、３６、３
７、３８、３９項）

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項７
①委託内容
⑥委託先名
⑦再委託の有無
⑧再委託の許諾方法
⑨再委託事項

①地方税の電子申告に関連して、地方税共同
機構が運営するeLTAXポータルセンタと連携し、
LGWAN回線を利用して、本市に設置する端末と
受託業者が運営するサービスセンタ内に設置さ
れたサーバと接続して、電子申告システム・年金
特徴システム・国税連携システムの照会・検索・
保管等を行う。
⑥TIS株式会社
⑦再委託しない

①地方税の電子申告に関連して、地方税共同
機構が運営するeLTAXポータルセンタと連携し、
LGWAN回線を利用して、本市に設置する端末と
受託業者が運営するサービスセンタ内に設置さ
れたサーバと接続して、電子申告システム・年金
特徴システム・国税連携システム・共通納税シス
テムの照会・検索・保管等を行う。
⑥株式会社インテック
⑦再委託する
⑧業務の一部を再委託する場合については、契
約書により以下の条件を課している。
・委託先は、個人情報取扱に係る事項について
委託先同様の義務を再委託先に負わせ、再委
託先に対し遵守を監督すること。
・再委託先事業者から委託先事業者に提出され
る個人情報等の保護に係る誓約書の写しを本
市に提出すること。
・再委託先従事者から再委託先事業者に提出さ
れる秘密保持に関する誓約書の写しを本市に
提出すること。
・再委託先の業務従事者に対するセキュリティ
等に関する社員教育の実績書及び計画書を本
市に提出すること。
また再委託の許諾については本市に提出される
再委託申請書を以下の観点から審査した上で、
判断する。
　-再委託先の名称、所在地、連絡先電話番号
が、正確に記載されていること。
　-再委託が、業務の一部であること。
　-再委託する作業内容を具体的に明記してい
ること。
　-全部又は大部分の再委託でないこと。
　-再委託する作業内容に関して、契約の履行
に必要な専門的な作業の実績又は堺市若しくは
他の自治体における対象業務の実績を有してい
ること。

事前 ※税制、税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先１６～２４
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号　別表第二（第３１、３４、３
５、３７、３８、３９、４０、４２、４８項）

番号法第１９条第８号　別表第二（第４１、４６、４
７、４８、５０、５２、５３、５５、６１項）

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５７
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号　別表第二（第１１９項） 番号法第１９条第８号　別表第二（第１５０項） 事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先５６
①法令上の根拠
②提供先における用途

番号法第１９条第７号　別表第二（第１１６項）

子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支
援事業の実施に関する事務であって主務省令
で定めるもの

番号法第１９条第８号　別表第二（第１４６項）

子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付若しくは子育てのための施設等利
用給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業
の実施に関する事務であって主務省令で定める
もの

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先２５～５５
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号　別表第二（第５４、５７、５
８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、７０、
７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９２、９４、
９７，１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１０８、１１
３、１１４、１１５項）

番号法第１９条第８号　別表第二（第６７、７２、７
３、７４、７６、７７、７８、７９、８０、８１、８２、８７、
８８、９４、１００、１０４、１１０、１１２、１１６、１１
７、１１９、１２５、１２９、１３０、１３２、１３５、１３
６、１３７、１４２、１４３、１４４項）

事後 ※税運
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※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６３～６５
①法令上の根拠

番号法第１９条第１４号 番号法第１９条第１０号 事後 ※税運

（別添３）変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６１、６２
①法令上の根拠
③提供する情報

番号法第１９条第９号

地方税関係情報であって、番号法第１９条第８
号の地方税条項で定めるもの

番号法第１９条第１０号

地方税関係情報であって、番号法第１９条第１０
号の地方税条項で定めるもの

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６０
①法令上の根拠

番号法第１９条第９号 番号法第１９条第１０号 事後

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６７

なし

【追加】
提供先６７　市町村長
①法令上の根拠
番号法第１９条第８号　別表第二（第３１項）
②提出先における用途
身体障害者福祉法による障害福祉サービス、
障害者支援施設等への入所等の措置又は費用
の徴収に関する事務であって主務省令で定め
るもの
③提供する情報
地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の
④提供する情報の対象となる本人の数
[10万人以上100万人未満]
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲
個人住民税の納税義務者とその扶養親族
⑥提供方法
[情報提供ネットワークシステム]
⑦時期・頻度
照会を受けたら都度

事後 ※税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６９①～⑦

なし

【追加】
提供先６９　市町村長
①法令上の根拠
番号法第１９条第８号　別表第二（第６６項）
②提出先における用途
知的障害者福祉法による障害福祉サービス、
障害者支援施設等への入所等の措置又は費用
の徴収に関する事務であって主務省令で定め
るもの
③提供する情報
地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の
④提供する情報の対象となる本人の数
[10万人以上100万人未満]
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲
個人住民税の納税義務者とその扶養親族
⑥提供方法
[情報提供ネットワークシステム]
⑦時期・頻度
照会を受けたら都度

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先６８①～⑦

なし

【追加】
提供先６８　社会福祉協議会
①法令上の根拠
番号法第１９条第８号　別表第二（第４０項）
②提出先における用途
社会福祉法による生計困難者に対して無利子
又は低利で資金を融通する事業の実施に関す
る事務であって主務省令で定めるもの
③提供する情報
地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の
④提供する情報の対象となる本人の数
[10万人以上100万人未満]
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲
個人住民税の納税義務者とその扶養親族
⑥提供方法
[情報提供ネットワークシステム]
⑦時期・頻度
照会を受けたら都度

事後 ※税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

障害施策推進課、障害支援課、障害福祉サー
ビス課、各区地域福祉課、各区保健センター

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先７０①～⑦

なし

【追加】
提供先７０　厚生労働大臣
①法令上の根拠
番号法第１９条第８号　別表第二（第１４７項）
②提出先における用途
年金生活者支援給付金の支給に関する法律に
よる年金生活者支援給付金の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの
③提供する情報
地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の
④提供する情報の対象となる本人の数
[10万人以上100万人未満]
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲
個人住民税の納税義務者とその扶養親族
⑥提供方法
[情報提供ネットワークシステム]
⑦時期・頻度
照会を受けたら都度

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先８
所管部署
②移転先における用途

健康医療推進課、各区保健センター

条例別表第２　９～１８に定める事務（各種健
（検）診における一部負担金の免除に関する事
務）

感染症対策課、各区保健センター

条例別表第２　８に定める事務（堺市任意の高
齢者の肺炎球菌予防接種に関する費用助成事
務）

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２
②移転先における用途

条例別表第２　２に定める事務（堺市老人医療
費助成条例による助成の決定に関する事務）

条例別表第２　２に定める事務（廃止前の堺市
老人医療費助成条例による助成の決定に関す
る事務）

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１
所管部署

障害施策推進課、障害者支援課、各区地域福
祉課、各区保健センター
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２１
⑥移転方法

[〇]　庁内連携システム
[〇]　フラッシュメモリ

[〇]　庁内連携システム
[〇]　専用線

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２４、２５
所管部署

高齢施策推進課、各区地域福祉課 長寿支援課、各区地域福祉課 事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１５
所管部署

子ども家庭課、子ども相談所、各区地域福祉
課、各保険センター

子ども家庭課、子ども相談所、各区地域福祉
課、各区保健センター

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１３
②移転先における用途

条例別表第２　２４に定める事務（児童福祉法に
よる養育里親若しくは養子縁組里親の登録、里
親の認定又は障害児入所給付費、高額障害児
入所給付費若しくは特定入所障害児食費等給
付費の支給に関する事務）

条例別表第２　２４に定める事務（児童福祉法に
よる里親の認定、養育里親の登録又は障害児
入所給付費、高額障害児入所給付費若しくは
特定入所障害児食費等給付費の支給に関する
事務）

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１１
所管部署
②移転先における用途

障害者支援課、各区地域福祉課、各区保健セ
ンター

条例別表第２　２１に定める事務（堺市身体障
害者介助者用車いす電動補助装置購入費の支
給に関する事務）

障害支援課、各区地域福祉課、各区保健セン
ター

条例別表第２　２１に定める事務（堺市身体障
害者介助者用車椅子電動補助装置購入費の支
給に関する事務）

事後 ※税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３９
所管部署

障害者支援課、各区地域福祉課、幼保推進課、
各区子育て支援課、各区保健センター

障害支援課、各区地域福祉課、幼保推進課、各
区子育て支援課、各区保健センター

事後 ※税制（廣本）令和3年4月1日

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３８
所管部署

障害施策推進課、障害者支援課、各区地域福
祉課、各区保健センター

障害施策推進課、障害支援課、障害福祉サー
ビス化課、各区地域福祉課、各区保健センター

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先３６
⑥移転方法

[〇]　庁内連携システム
[〇]　フラッシュメモリ

[〇]　庁内連携システム
[〇]　専用線

事後 ※税運

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２９、３０
所管部署

障害者支援課、各区地域福祉課 障害支援課、各区地域福祉課 事後 ※税運（２９は税制（廣本））
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４４
所管部署

保険医療課 保健医療課 事後 ※税制（廣本）

令和3年4月1日

Ⅱファイルの概要
４．特定個人情報ファイルの取
り扱いの委託

記載なし 「委託事項１１」を追加 事後 ※市民税

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先４５①～⑦

なし

【追加】
移転先４５
医療年金課、各区保険年金課
①法令上の根拠
堺市個人番号の利用及び特定個人情報の提供
に関する条例
②移転先における用途
条例別表第２　７７に定める事務（年金生活者
支援給付金の支給に関する法律（平成24年法
律第102号）による年金生活者支援給付金の支
給に関する事務）
③移転する情報
地方税関係情報
④移転する情報の対象となる本人の数
[１０万人以上１００万人未満]
⑤移転する情報の対象となる本人の範囲
個人住民税の納税義務者とその扶養親族
⑥移転方法
[〇]庁内連携システム
⑦時期・頻度
地方税関係情報の変更が発生した都度、随時

事後 ※税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託の有無

10件 11件 事後 ※税運

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
①入手元　※
行政機関・独立行政法人等

国税庁、日本年金機構、地方公共団体情報シ
ステム機構

国税庁、日本年金機構、地方公共団体情報シ
ステム機構、内閣総理大臣

事前 ※税運

Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容（収滞納）
図

なし Ｃ矢印（個人番号を含む情報の流れ）【追加】 事前 ※税運

Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容（収滞納）
（備考）

なし

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１０
所管部署

障害者支援課、各区地域福祉課、各区保健セ
ンター

障害支援課、各区地域福祉課、各区保健セン
ター

事後 ※税制（廣本）

令和3年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
①入手元
評価実施機関内の他部署

戸籍住民課、介護保険課、国民健康保険課、医
療年金課、障害者支援課、精神保健課、生活援
護管理課

戸籍住民課、介護保険課、国民健康保険課、医
療年金課、障害支援課、精神保健課、生活援護
管理課

事後 ※税制（廣本）

Ｃ　公金受取口座の参照【追加】 事前 ※税運
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
③入手の時期・頻度
【収滞納】
○入手元（行政機関・独立行
政法人等）

・本人確認情報／必要になった都度／入手方
法は住民基本台帳ネットワークシステム

・本人確認情報／必要になった都度／入手方
法は住民基本台帳ネットワークシステム
・公金受取口座情報／必要になった都度／入
手方法は情報提供ネットワークシステム

事前 ※税運
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